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１. 農業

１－１　農業政策の推移と現状

ネパール経済は農業に大きく依存しており、農業

分野の開発なくしては持続的経済発展は望めないと

言われ続けてきている。しかし、今日までの開発過

程とその現状を主要穀物の生産性に見る限り、はか

ばかしい成果は上がっていない。統計による過去20

年間の食糧生産性は微増ないし横ばいに推移してい

る。食糧増産の微増は、新たな耕地拡大と灌漑によ

る小麦等の冬季作の増産によるものであり、これが

食糧自給に貢献してきた。しかし、1990年代に入る

と人口増加が一因となって、食糧自給の達成は困難

となり、豊作年の1990、1999年を除いて食糧輸入国

となっている。

同国の国家開発政策は1956年から実施された第１

次五ヵ年計画に始まり、現在は第９次五ヵ年計画が

進行している。1990年代に入って、ネパール経済開

発の農業分野における戦略的開発指針の重要性が再

確認され、ネパール農業省は1994/95年農業展望計画

（Agricultural Perspective Plan:APP）を策定した。同

計画は、1995年から2015年まで20年間に亘る基本的

農業政策・戦略を示している。それによると、貧困

層の大半が居住する農村部の開発を優先的に推進す

るため、農業生産性の向上と農業所得の増大の実現

を重要な基本指針としている。

APPは基本政策目的として、①農業生産物の増大、

②貧困層の減少と雇用機会の拡大、③高付加価値農

産物の導入と作物多様化、④農業開発を起爆とする

経済波及効果、⑤中長期実施戦略とそれに基づく具

体的短期行動計画の策定を提示している。さらに開

発予算の配分においては引き続き社会開発に重点を

置きながら、灌漑、農業、林業への予算の増額がみ

られる。具体的な農業振興政策は、比較的開発効果

が発現しやすい平野部（タライ）における灌漑や穀

作物の増産、また山地帯においては柑橘、野菜・種

子などの高付加価値作物の奨励と森林資源の持続的

活用を目指している。また、山岳地帯における開発

では、畜産および温帯果樹の生産性向上を目的とし

ている。表4-1および4-2に示されるように、農業資材

の投入では、灌漑とともに重要視しているのが化学

肥料であり、近隣国が1980年代に遂げた主要食用作

物の生産性向上に注目し、その潜在的可能性を指摘

している。

APPの第９次計画の経済成長率は６％、その後15

年間の成長率は７％を設定しており、APP施行前の

10年間の平均成長率が4.5％であったことからして

も、本目標は当初から希望的設定ではないかとみる

向きが主流であった。さらに灌漑や農村道などの社

会基盤整備には多額の投資が必要であり、併せて、

化学肥料の大半を輸入に頼らざるを得ない現状では、

第三者まかせの依存性の高い計画であることも否定

できない。加えて、1970年代からの爆発的な人口増

加（2.4-2.5％）に歯止めがかからない現状で1の実現

性はかなり厳しい。標高、気候、地形に応じた地域

別作物の開発戦略は第６次計画および第７次計画

（1980-1989年）から唱えられ始めており、改めて特

筆すべきものではない。

しかし、APP策定を契機に、これまでネパール政

府が農業開発政策推進の上で踏襲してきたマクロ経

済政策を見直し、かつその反省に立ち、民間セクタ

ーの活性化、地域格差の是正、貧困層の減少そして

女性開発問題を重要課題として取り上げ、問題解決

に取り組み始めたことには大きな意義がある。

第４章　農業・畜産業・水産業

冨安　裕一

UNDP Nepal(1998)1
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１－２　農業生産の現状

国家経済における農業分野の占める割合は、年々

減少傾向にあり、1990/2000年のGDP比は40.01％で

ある。しかし、農業就業人口は依然高く81％であり、

その9割が農村部に居住し、営農形態は典型的な自給

自足農業である。農業生産の中でも食用作物（主要

穀物）の占める割合が大きく、次いで畜産物および

換金作物の園芸・工芸作物となっている2。

ネパールは、ヒマラヤ山系の南面に位置し、地形

および標高からタライ、「山地」および「山岳」の３

地帯に分類され、それらの気候区分は、亜熱帯、暖

温帯そして寒温帯の３気候帯に大別される。これを

生態的地帯区分別の気候帯、植生帯でみると、タラ

イ平野部の亜熱帯は主要穀物、亜熱帯果樹地域であ

り、広大なインド平原の延長上にある。「山地低部」

はおおむね標高600ｍから1800ｍで水稲作の限界の範

囲にあり、主穀物、雑穀、柑橘や暖温帯果樹、工芸

作物が栽培され、同国の畑作地帯となっている。「山

地高部」は標高2000ｍ以上、さらに一部はヒマラヤ

北面に位置し、水稲作は不可能であり畑作、温帯果

樹等を栽培するほか、放牧および不毛地帯で構成さ

れている。

近年、山地部からの人口流動によって、タライ地

帯の農地面積は増加傾向にあり全耕地の46.6％を占

めるが、山地諸郡では45.6％、山岳諸郡は7.8％を占

めるに過ぎない3。地帯別にみると、タライでは水田

が最も多く、かつては森林が多かったが、急速に耕

地化が進み、森林は減少し、全耕地の半分以下とな

っている。山地と山岳諸郡では共に森林が最も多く、

次に多いのは山地諸郡で畑地、山岳諸郡では放牧地

の順となっている。

ネパールの農業を取り巻く問題としては、その自

然条件が主であったが、最近の傾向としては、これ

らに加え人為的問題が目立つようになってきている。

最大の雇用吸収率を有していた農業が急激な人口増

加によって、最早それらの労働力を吸収し得ない状

態にある。住民の多くは、基本的に米を主食として

いるにもかかわらず山地部では雑穀食生活にならざ

るを得ない状況にある。このように貧弱な食生活と

慢性的な食糧不足の問題を抱えており、特に生活上

の統計は表れにくいが、所有耕地面積、降雨ともに

少ない西ネパールの山地部ではすでに悲惨な状況に

なっていると推測される。一方、なだらかな丘陵と

MOAC(1999/2000)
Ibid.
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豊富な降雨に恵まれる東ネパールは高い生産性を示

し、また作物の種類も多く、急速な地域格差が生じ

ている。

表4-3および4-4は、1999年の主要穀物の栽培面積と

生産量および単年換金作物の栽培面積、生産量を表

わしたものであり、主要穀物の総生産量は700万トン、

換金作物は340万トンである。

農地面積は297万ha、うち灌漑面積は31％の92万ha、

これは雨期の水稲作の灌漑を含むと考えられる。

1990/2000年における周年灌漑計画64万haよりも大き

く、統計上のギャップを生じており、実際の年間を

通じた灌漑面積はこれよりかなり少ないと思われる。

さらに山地山岳諸郡の灌漑は限られた水量と工事の

難しさから増えていないのが実情である。

表4-5および4-6は、主要穀物の生産性推移および生

産量の推移を表わしたものである。水稲、小麦の単

位面積収量は上昇傾向にあり、中でも小麦作は灌漑

の影響によって単位収量の伸びが著しい。他方、天

水条件下のメイズ単位収量の伸びはみられない。メ

イズは主に山地（丘陵地）で栽培するが、天候（降

雨量）に左右されるばかりか、山地における肥料等、

農業資材の確保、投入の難しさおよび改良品種の普

及性の低さが原因で伸びが見られず、現行の山地に

おける畑作の土地生産性の向上はすでに頭打ちとな

っていることが窺える。一方、換金作物の生産量の

伸びは、灌漑面積の増加によるものと、比較的富裕

な農家層が栽培しつつあることを示している。

1999年の年間作物生産量は、適度な降雨に恵まれ

各作物で著しい生産量の伸びとなっている。これは

灌漑水の確保如何によっては、まだ収量の増加が期

待できる裏付けと言えよう。

果樹類の近年の生産量は40-45万トンを推移し、そ

の生産環境の多様性から、柑橘類、落葉果樹、亜熱

帯果樹と多種栽培される。柑橘ではマンダリン系統、

落葉果樹ではリンゴ、熱帯果物はマンゴー、グアバ、

スイカなどが主な生産量となっている。表4-7は最近

７ヵ年の果物と野菜の生産量を表わしたものであり、

中でも柑橘類の伸びが目立って多い。落葉果樹の栽

培適地は比較的標高が高く、交通の不便なところに

あり、市場性の問題を抱えている。また熱帯果樹は
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インド産との競合を余儀なくされ、さらに貯蔵性に

劣るため、それほどの伸びがみられないと考えられ

る。

野菜については、人口の増加と食生活の多様化お

よび野菜種類の増加、改良品種の導入により一定の

伸びを示している。APPでは山地の付加価値作物と

して果樹の導入、野菜種子の採種に高い優先度を与

えていることから、今後、換金作物として重要な位

置を占めると考えられる。

表4-8は、典型的な山地２郡の柑橘栽培農家を対象

に行った農家経営調査の結果である。ラメチャプ郡

は道路、電気はなく、幹線道路まで徒歩２日行程の

天水農業郡であり、一方のシンドゥリ郡は調査地域

までの道路、電気こそないが幹線道路までは徒歩半

日の至近距離にあり、既存の灌漑施設が比較的整っ

ている。その違いは、耕作面は少ないものの、主要

穀物の収量、柑橘の樹数、投入資材に明らかな差が

みられる。農業における環境問題は農薬、化学肥料

に代表されるが、施肥量の多くは施肥効果の高い窒

素分であり、堆厩肥の補完的役割を担っている。そ

の使用量はカトマンドゥの近郊農業が最も多く

90kg/ha、山地諸郡は約30kg/ha、山岳諸郡の施肥量

は大変少なく8kg/haである4。またこれを先進国の施

肥量に比較すると圧倒的に少ないのが現状である。

１－３　流通加工

流通（マーケティング）における公的機関は農業

省流通局および食糧供給公社であり、農産物の流通、

価格統制、輸送を所掌している。前者の主管轄は換

金作物の集荷所の施設整備、主要都市における市場

用地の提供、価格統制である。また後者は主要農産

物の貯蔵、輸送を所轄し、主要穀物の安定供給に責

任を負っている。各援助機関による流通分野への協

力は、集荷場の施設提供等の便宜供与を進めている

ものの、流通システムにおけるソフト面は、事業協

力の難から、未だしの感がある。

マーケティングにおける民間の果たす役割は大き

く、特に生鮮農産物の大半は民間仲買業者による集

荷、輸送、小売り卸であり、あるいは個々の生産者、

農家グループによる直接販売である。日常の農産物

MOA(1997)4
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における直接販売では、東部ネパールの中小都市で

広範にわたって開かれる定期野市（Haat Bazar）の

占める割合も高く、またそれらは公的集荷市場の役

割を果たしている場合が多い。

農産品、特に生鮮農産物の価格決定は、需要と供

給のバランスに立っており、競りのような価格決定

は行われていない。1990年の民主化以来、それまで

のネワール系仲買業者からインド系業者に取って代

わり、輸送性、貯蔵性のある果実や野菜はインド産

との競合を強いられている。中には業者らによる露

骨な生産者からの買い控えによる庭先価格の買い叩

きがみられる。

一方、生産者によるグループ化も芽生えつつある

が、多民族構成、農家間の所得格差、信頼関係の希

薄さから本来の農民組織化までには発展しにくく、

こと金銭がからむ農民組織の育成には厳しい側面が

ある。比較的活発な農業組織は生産作物が同じとい

う共通目的をもつたグループであり、技術の習得や

販売など一部の目的意識に限った共同化が行われて

いる。

統計上の加工農産物の種類は詳細に把握できない

が、その内の最も多い加工品は紅茶である。茶の栽

培は東部のイラム、ジャパ2郡で98％を占め、

1999/2000の生産量は5,090トンである5。次いで多い

のがコーヒーで72トン、その他の農産加工品目では、

果物の濃縮ジュース、ジャム、漬物、乾燥果物など

がある。しかし、生産規模も小さくインド製品に押

されているのが実情である。野菜類では切干、乾燥

野菜サイレージ、漬物などを産出しているものの、

一部を除いて自家消費に止まっている。

農産物の輸出入の大半はインドとの貿易であり、

1999/2000統計によるとインド向け輸出額は59億4千

万ルピー、主要輸出品目はジュート、豆類、油料、

輸入は49億6千万ルピー、米、野菜、乳製品が主な輸

入品目である。インドを除く輸出額は1億2千万ルピ

ー、輸入は23億ルピーで、その多くは農産加工品と

みられる。輸出総額は60億6千万ルピー、輸入総額は

72億6千万ルピーの輸入超過である6。

インドからの輸入品目の中で、米は仕方ないにし

ても、ネパール国において開発ポテンシャルが高く、

近隣国との市場競争にも有利性をもつ野菜、乳製品

の輸入比率が高いことは、今後の持続的農業発展を

考えた時、憂慮すべきことであろう。

１－４　農民金融制度

農業開発における金融制度は、農業開発銀行

（Agricultural Development Bank of Nepal: ADBN) が

担っており、その融資シェアは85%である。1997/98、

1998/99、1999/2000の融資総額はそれぞれ44億3千万

ルピー、55億ルピー、70億ルピーとなっており、そ

の融資対象は団体、民間業者、個人農家向けである。

過去３ヵ年の融資額が多いのは流通、農業関連工場、

農業貿易等の営利団体が占めている。

栽培における融資で対象の主なものは主要穀物、

換金作物、農業資材であり、少額ではあるが灌漑、

土地開発、園芸作物、バイオガス、茶・コーヒー栽

培への投資もみられる。

同国の金融機関における預貯金、融資の利子は一

般に高く、定期預貯金で8-10％、融資に至っては15-

17％となっている7。個人向け農業開発融資制度は、

各担当普及員の推薦・証明を取り付け申請する。

ADBNは小農育成に力をいれているものの、高利子

に加え担保物権の提示が求められるなど、複雑な貸

し付け手続きが必要なため、零細農家の利用率は低

く、農村金貸しや親戚・友人に頼ることが多い。因

みに農村の個人金貸し利率は40-60％と極めて高い8。

また、果樹や工芸作物のように年数を経なければ生

産に結びつかない作目にはかなり厳しい利率負担と

なっている。しかも複利による利子負担は大きく、

中には担保物権の競売もみられる。

園芸プロジェクトフェーズI期間中の1985-1990年に

おいて、シンドゥリ郡、ラメチャプ郡のオレンジ

（ジュナール種）栽培では、国王による融資低利助成

が導入され８％の低利貸付が行われた。その結果は

オレンジ栽植数と生産量の急激な変化をもたらした

（表4-9）。ただ融資対象をオレンジに限ったため、マ

National Tea and Coffee Development Board(1999/2000)
Trade Promotion Center(1999/2000)
Financial Management Division, ADBN.
農村部による聞き取り調査による。

5

6

7

8
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ンダリンの栽植数と生産量は僅かな増加に止まって

いる。この5年間の融資事例から、農業開発における

低利融資制度は、計画目標達成の上で重要なインパ

クトになり得ると言える。

２. 畜産業

２－１　畜産政策

1996年、農業分野GDPに対し、畜産分野の占める

割合は31％であり、同国全GDPの15％に相当する。

畜産業はネパールのような有機農業形態では、作物

生産にとって不可欠な産業であり、耕起・輸送のた

めの畜力、堆厩肥の生産、地域消費の畜産物生産と

いった多目的な用途をもっている。しかも、同国に

おける家畜は財産としての価値も高い。

APPは現行（1995年）の畜産の伸び2.6%から、計

画終了時2014/15年の6.1%を目処としている。また、

畜産開発の重点地域は山地山岳諸郡であり、計画で

はタライ平野部の2倍強に相当する伸びを目指してい

る。さらに畜産業の振興を通じ、小・貧農層から貧

困所帯の削減、開発における農村女性参加の重要性、

そして地域格差の是正を掲げている。

畜産開発における優先度は乳用牛、次いで家畜栄

養・飼料、疾病治療および市場開発､そして第3、第4

として養鶏、山羊の順となっている。同時に農業生

産の伸びがなければ畜産単独の開発・発展は不可能

であり、また現状の牛乳余剰、マーケティングの問

題解消には道路アクセスの如何によっては厳しい達

成率であることも提示している。すでに家畜の過放

牧の弊害も起きており、舎飼いの奨励では穀物に関

し人との競合という極めて厄介な課題を残している。

２－２　畜産の現状

社会、宗教、生活、農業の各方面において、国民

の大部分が家畜との密接な関係をもっており、農家

の家畜保有率はかなり高い。地域別には山地におけ

る牛、水牛、山羊、鶏の飼養数が多く、タライ平野

部では水牛、豚、アヒルの飼養数が多い。他方、山

岳地ではめん羊の飼養の割合が高い。人口比にした

家畜の密度も比較的高い。

年次別に家畜数と畜産生産物の推移を表4-10およ

び4-11に示す。年次的にその推移をみると大家畜の

牛、水牛は増えてはいるが、人口増加比からする飼

育数は微増ないし横ばいと思われる。これは統計に

現れていないが、飼料、放牧地の限界を示している
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と考えられる。反面、舎内飼養の可能な小・中家畜

の豚、鶏は企業的な畜産の導入に伴い増加が著しい。

めん羊、羊毛の生産量は減少傾向にあるが、放牧地、

飼育者の減少を示すとともに、海外からの羊毛輸入

が増えた影響によるものと推察される。

２－３　流通・加工

畜産品の流通形態は生乳、乳製品および生肉であ

るが、近年、都市部を中心に急速な消費拡大傾向に

あり、政府は酪農公社を設立して集乳と処理加工を

行っている｡酪農公社の取扱量は全体の65％程度とみ

られ､残りは民間企業が取り扱っている。政策的に､

各地に酪農産業指定地域が設定され､大消費地である

カトマンドゥや中小都市からかなり遠隔地にも酪農

が発展し、近郊では企業的酪農も起こりつつある。

酪農公社は、全国４ヵ所に牛乳工場、１ヵ所の粉乳

工場、５ヵ所の冷却施設等をもっており、全国生産

量の4-5％を処理していると推察される。

牛乳の流通過程は、午前中に地域別の生産者から

集乳し、簡単な乳検査を行い、加工施設で処理、冷

却し、翌朝パック後配乳される。しかしながら、全

体的にみた流通は道路状況や冷却保存施設に乏しく、

生乳の品質管理における集乳、輸送、処理､殺菌、包

装などの問題とともに、過剰乳の問題を抱えている。

ミルクホリデーに代表される過剰乳は、季節によっ

て乳量生産に変動があり、雨期および雨期明けの土

壌水分が多い7月～11月には､家畜の餌となる青草が

多く生産量は上がるが、一方、夏季のミルク茶の摂

取が落ち込むこともあって消費量は下がり、需要と

供給のアンバランスが生じる。またこの時期は水牛、

乳牛をはじめとする家畜の繁殖期と重なり乳量生産

が増加することも一因となっている。

生肉の生産量は山羊肉、鶏肉、水牛肉、豚肉、羊

肉の順で、牛肉はヒンドゥー教との関係もあり生産

量は少なく、一部の地域、民族で消費するのみであ

る。生肉は個人ベースによる流通が一般的であり、

公的な流通では、ダサイン祭前後の食糧供給公社に

よる価格統制と供給が行われる程度である。畜産物

は重量生産物であり、さらに通常の輸送では日持ち

が悪く、流通のネックとなっている。また家畜の屠

殺については、屠殺場以外での食用屠殺の禁止、そ

の肉の検査を検討しているが、法案の段階であり、

まだ制定には至っていない。

家畜、乳製品の輸入取扱量は、米に次いで多く、6

億3千万ルピー（1999）で、主にインドからの輸入で

占められている9。因みにチベットからはめん羊、羊

毛が輸入され、インドからは水牛、豚が多い。

同国の農産物の中で、畜産物の加工は最も進んで

いる分野であり、特に水牛・牛乳の加工は彼らの生

活に密着しており、重要な蛋白源となっている。ま

た加工品のうちギュー（精製バター）は輸出品目に

数えられている。

1999年の水牛・牛乳生産量は1097千トン、その

90％は自家消費ないし域内消費とみられる。生乳の

68％は水牛乳、31％が牛乳であり10、加工処理におい

ては同等に扱われる。集乳の大部分は乳量生産の多

い水牛乳であり、その脂肪分は高く8％、生乳の加工

処理段階で余分な脂肪分からは、ギューが製造され、

加工業者の実質的な利得分となっている。ヨーグル

ト／カードは伝統的な乳酸食品で、一般家庭に広く

普及していて、農家では余剰乳の貯蔵として、ギュ

ーの製造ができることなど利用幅が広いこともあっ

て、生乳以上の消費嗜好となっている。近年はチー

ズの民間製造を進めているが、チーズ利用の食生活

はなく、国内消費が伸び悩む中での市場開発は難し

い。その他の乳製品ではバター、アイスクリーム、

粉ミルクなど、少量ではあるが製造されている。

生肉の加工は一般化しておらず、カトマンドゥの民

間業者によって、ハム、ベーコン等の一部製造販売

がみられる程度である。

その他の畜産物加工品では羊毛、皮革、高地山羊

毛、ヤク毛などの利用があり、伝統的な家内産業と

輸出を目的としたカーペットの製造がある。カーペ

ットの輸出先は主にヨーロッパで、近年は輸出が拡

大して年間100億ルピー、就業人口30万人に達する有

力な産業となっている11。一方、原料の羊毛はほとん

MOAC(1999/2000)
NDDB
畜産技術協会(1995)

9

10

11
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どがニュージランドからの輸入に依存している。ま

たカーペット類の染料薬品の洗浄はカトマンドゥ盆

地内の河川の汚染源の一つとして、その弊害が指摘

されている。皮革は皮革集荷公社によって、牛、水

牛、山羊、羊の皮が集められ、民間の鞣工場で加工

され、輸出されるが、品質に難点があること、供給

に安定性がないなどの問題点が指摘されている。

３. 水産業

３－１　水産業政策

農林水産業における水産業の位置付けがもう一つ

明確になっておらず、APPでは水産業の政策展望は

示していない。水産業の農業分野AGDPに占める割

合は1.50％12、関係する就業者数は74,000人で、農業

就業人口に比較して大変少ないことが、政策展望を

示し得ない理由と考えられる。

第９次五ヵ年計画政策によると、水産業の全国規模

の関係機関は、12の水産試験場・水産部を有している。

水産生産物の中心は池養殖であり、既存池の有効利用、

池の造成、養殖飼料の開発が重点課題となっている。

近年は青年海外協力隊、JICAプロジェクトにみられる

河川水利用の養殖技術開発とともに、魚種の多様化が

進められている。また1990年の民主化以降、ダイナマ

イトや投げ網による河川魚の乱獲からの保護、既存魚

種の育成など水産資源保護政策が進められている。

３－２　水産業の現状

ネパールの水産業は湖沼および河川を利用した淡

水水産であり、中でも南部での生産量が98％と際立

っている。養殖産業は1960年代後半よりタライ平野

部で発達した。当地域の1万ヵ所を越す生活用溜池、

農業用水溜池の養殖利用によって生産量は飛躍的に

向上した。その後、既存の溜池による生産量は頭打

ちとなったが、浅井戸灌漑水の利用、人造池の造成、

さらに消費傾向の高まりによって生産量は表1-12お

よび1-13に示されるように増加の一途をたどってい

る。また統計には表れていないが、虹鱒をはじめと

する魚種の導入によって、雪解け河川水の利用、山

岳の自然湖における生産量の向上が期待されている。

一方、養殖水産において課題となるのは飼料問題

であり、その飼料開発、飼料水草の開発、魚種の導

入が行われている。

３－３　流通

平野部における養殖魚は鯉科を中心とする魚種で、

環境適応に優れ、また亜熱帯気候の高気温は成長を

促し、飼養が極めて容易というメリットがある。カ

トマンドゥや地方都市に出回る魚のほとんどがタラ

イの養殖魚で占められている。その流通・販売はタ

ライの民間専門業者によって行われる。加工処理は

ほとんど行われず、主に生魚を料理して食するが、

僅かに小魚類の干し魚、簡易な燻製がみられ、主に

地場消費されている。

HMG/NARC/JICA (1999) 12
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４. 農業・畜産業・水産業における援助動向

国際機関、二国間援助およびINGOsにおける1998

年農林水産業の援助額は8千9百万ドル、総援助額の

19％を占め最も多い。その内訳は国際機関6千万ドル、

二国間援助２千9百万ドル、INGOsの50万ドルとなっ

ている。

第８次五ヵ年計画における農林水産業への援助額

は1995年6千3百万ドル、1996年6千2百万ドル、1997

年5千１百万ドル、1998年8千9百万ドル、1999年4千3

百万ドルと年々減少傾向にあった。しかし、1998年

には大幅に増加し、その内訳は融資が5千6百万ドル

で援助総額の63％を占め、無償および技術協力は3千

3百万ドルで37％となっている13。

1998年における農林水産業の援助協力対象額の割

合とプロジェクト案件数を表4-14に示した。それに

よると、灌漑、開発・普及を取り込んでいる開発協

力サービス部門への協力割合が最も多い。協力案件

数の少ないのはわが国が実施した水産プロジェクト

のみにみられる水産業である。

４－１　わが国の農業分野への協力

これまでわが国がネパールに実施した主要農業協

力は、食糧増産無償および技術協力であり、無償援

助協力では、主に化学肥料、農業機械､灌漑（掘削機、

ポンプ等）であり、一時期、農薬、倉庫建設、食糧

援助などが供与された。そのうち化学肥料について

は継続無償供与となっており、今では、わが国の化

学肥料の無償供与を抜きにしては同国の農業開発は

考えられない。特に、農家のわが国の良質肥料への

期待は大きい。一方、政府補助金には限界があり、

化学肥料の高騰による不満もあるが、インド国境に

接する地域の肥料流失も懸念されることから隣国に

連動した価格設定をせざるを得ない状況にある。

技術協力は1971年から1984年までの長期間実施し

たジャナカプル農業開発計画（Janakpur Zone

Agriculture Development Project: JADP）、1985年から

1999年までの2期に亘ったネパール園芸開発計画

（Horticulture Development Project:HDP）および1991

年から1999年のフォローアップまで実施した淡水魚

養殖振興計画（Natural Water Fisheries Development

Project）の３案件である14。

JADPが推進したタライ平野部における浅井戸、深

井戸掘削灌漑は、プロジェクト期間中に浅井戸3,000

本余を掘削し、15,000haにおよぶ灌漑を可能にした

のみ15ならず、プロジェクト終了後も対象地域を拡大

しながら掘削している。中でも現在ネパール国内で

従事している掘削技術者は政府・民間を問わず、本

プロジェクトの育成によるものである。

園芸プロジェクトが対象とした柑橘、落葉果樹の

産地造成は、柑橘の対象２郡において著しい生産増

をもたらし、また落葉果樹の生産も始まっている。

本プロジェクトにおいても普及員の１年間実務研修

や農家研修による人材育成に拠るところの成果が大

きい。

JOCVの農林水産業分野への協力はJOCVのネパー

ル派遣と同時に開始され、チーム派遣、ミニプロジ

ェクト等の多様な協力の結果、近郊野菜、水産、果

樹の分野において多大な成果を残している。惜しま

れるのは､現場レベルの関係者に認められながらも、

各ドナー機関へのアピールが少ないことによる、成

果のすり替えが行われている点であろう。

目に見える形の協力成果として、以下の諸点があげ

られる。①無償供与の化学肥料および灌漑施設整備

は主要穀作物の増収に寄与し、中でも小麦作の生産

拡大にその成果がみられる、②技術協力、国内研修

UNDP Nepal(1998)
JICA資料
JICA資料

13

14

15
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を通じた人材育成および日本農業技術の信頼性を得、

特に地域振興の要となる中級技術者への技術移転が

図られた、③換金作物の開発では、柑橘、スイカ、

近郊野菜、虹鱒等々にみられる特定地域における付

加価値作物の生産、④作物の多様化、改良品種の導

入普及、輪作体系の向上が実現された。

形としては現れないが、特筆すべき成果として、

意識の改革、わが国への信頼度がより鮮明となり確

かなものとなったことは間違いない。

協力の留意点

(1) これまでの農林水産業における開発協力の教訓

からは、無償協力、技術協力、JOCVのいずれ

も裨益者への直接投資・協力が実を結んでいる

ように思われる。無償協力の化学肥料供与は末

端の裨益者まで恩恵を受けている。また直接協

力は実施期間中に成果がさほど上がらなくて

も、彼ら自身の地道な活動結果として成果を上

げ得るものも少なくない。これは関わったカウ

ンターパート（C/P）を始めとする職員の資質

や地域のリーダーの人材発掘、養成によるもの

であり、さらに開発対象が村落である場合、そ

の地域のリーダー・適格者を見抜くということ

がことさら重要となる教訓であろう。

(2) 国際機関、二国間援助協力の大半は欧米諸国や

日本をはじめとする東アジアであり協力対象作

物の棲み分けができているように思われる。欧

米諸国の協力対象は灌漑、畜産業、養蜂、林業

等であり、農業では家庭菜園、ジャガイモなど

がある。アジア諸国（特に日本）の協力対象は

稲作、野菜、果樹、養蚕、灌漑、農業機械等で

あって、お互いの得意分野、馴染みのものが対

象となっている。実際、欧米諸国は稲作、特定

野菜（大根､白菜、ジャガイモを除くイモ類等）、

柑橘、暖温帯果樹についてはどちらかと言えば

不得手と思慮する。従って、これらの分野・作

物については日本を含む東アジア、インドあた

りの技術協力が必要と思われる。

(3) 同国における協力対象地域の選定は、政情不安

定な時期であり、難しい局面を迎えている。本

来の欧米諸国の政府援助は、気候、環境、人々

が厳しいタライの開発は避ける傾向にあり、対

象であってもインド的でない人々が住むインナ

ータライまでであった。丘陵山間地が対象の場

合、比較的モンゴロイド住民の多い地域を対象

にしているケースが多くみられる。裨益者グル

ープを対象とする開発プロジェクトの場合、地

域のリーダー、開発作物の適地選定とともに、

対象住民についても調査が必要という教訓であ

ろう。

(4) 基幹施設整備の協力には整備水準、内容を充分

に吟味する必要がある。過去に小規模水力発電

灌漑・深井戸灌漑、Hammer Pump飲料水16や倉

庫の供与があるが、マネージメントの拙さ、設

置場所の選定、水の配分問題等によって充分な

活用がなされたとは言い難い。乾期後半の少な

い小川水に関しては住民とのトラブルが起こる

ことがあり、雨期の濁流水ではその保守管理が

難しく、受益者の負担を伴う共同メンテナンス

を行う施設については、管理がおろそかになり

がちであり、特別な留意を要する。山間部の灌

漑が唱えられて久しいが、最も灌漑水を必要と

する乾期後半から田植期にかけて、上流で取水

すると下流の水量減少を招き、農民同士のトラ

ブルの原因となっているので留意が必要であ

る。

(5) 付加価値作物の開発は、地形、気候、輸送アク

セスおよび農家の技術等から適地が限定され

る。従って、面的な普及は困難であり、点的な

生産地造成とならざるを得ない。またアクセス

の乏しい水田地帯への換金作物導入は比較的難

しい。同時に、水稲作のように伝統農法が根づ

いている作物の改良技術の普及は忍耐を要し、

地道な働きかけが必要であろう。

(6) 農産物の市場における問題点は、市場へのアク

セス、流通制度の不備等が考えられるが、当国

NGOによる施設整備。16
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の付加価値産品では、さらに質、量が課題とな

る。これまで市場性を重視してこなかったこと

にもよるが、果実では大樹主義であり、野菜な

どでは大きいことが尊ばれる。従って良質な農

産物の生産という概念は低く、その意識の変化

は起きつつあるものの、まだ相当な時間が必要

であり、技術協力と同時に意識の改革的要素を

伴った協力（魂を入れる）が必要である。

(7) 援助協力の成果と結びつかない要因は多々考え

られるが、そのうち最も自立発展を妨げるのは、

農村部の多くが井の中の蛙的発想から抜け出せ

ないばかりか、地域の比較的富裕層においては、

それほどの変革（開発）を望んでいないことに

あろう。現状の政情不安に加えて、意識の変化

を求めない当分の期間は、技術協力を通じた人

材育成の蓄積期間として捉えることも考えられ

る。

(8) INGOs、NGOsと政府援助協力の連携では、

資金協力ばかりでなく、開発目的の共通認識、

技術の共同歩調を図る必要がある。中でも技術

の共通認識は重要であり、手厳しい見方をすれ

ば、素人に近いスタッフもみられ、異なった技

術、品種の普及を行う例もある。また新作物の

導入はウイルスの侵入を招き取り返しのつかな

い事態となることが考えられる。

５. 農業開発の制約要因と課題

制約要因の背景

農業依存型のネパールの経済発展は、農業開発を

基盤として進めなければならないが、潜在的利点17と

なるものは少なく、制約要因の多いのが現状である。

開発を妨げる主要因としては、厳しい自然条件、政

治・行政の怠慢と混乱、人口増加が挙げられる。

同国の農業産業を大きく支配している自然条件は、

乾期・雨期の極端な降雨量差、そして、山地山岳地

帯を抱えた急峻な地形にみられるとおり、非常に過

酷である。その上、地勢的には両大国に挟まれた内

陸国であり、農業分野のみならず経済発展を目指す

上で、多くの制約要因が山積している。しかし、一

方ではこれらの自然環境に適応してきた長い村落社

会の歴史があり、そこに生活する住民は厳しい諸条

件を当然なものとして受け入れ、叡智を絞り生業を

続けてきていることも事実である。

ただし、近年問題となっているのは、先の見えな

い生活苦、社会規範の退廃から来る住民の人心の荒

廃であり、その大部分は人為的なものである。パン

チャヤト制度の維持か、あるいはまた複数政党政治

の導入かを巡り1980年5月に実施された国民投票の結

果、国民は複数政党制を選択した。しかし以降、政

治システムの変化とともに伝統社会の変化、崩壊は

徐々に進み、併せて社会規範は悪化の一途を辿って

いるようにみえる。

特に目立つようになったのは、1990年の民主化以

降であり、複数政党制がもたらした政治の混沌は、

行政の後退、腐敗に拍車を駆け、政治仲介屋の台頭

にみられる金権政治をはじめとする拝金主義を助長

している。民主化を誤った方向に導いた結果として

引き起こされた弱肉強食の悪習が当然のこととして

罷り通る社会風潮を生み出した。その後、度重なる

選挙によって、住民、公務員の末端に至るまで派

閥・政党の色分けが浸透し、加えて貧富格差はより

進み、人々の相互不信の加速化によって、それまで

続いた村落社会の相互扶助、共同意識は廃れてきて

おり、このままでは取り返しのつかない状態になる

ことが予測される。

山村に住む人々は、伝統農法と村落共同体によっ

て、旧き良き生活慣習を維持し、富める者は宗教観

に立脚した慈善精神から、村落共同体への施設寄贈

等を通して社会貢献してきたが、近年、村落の富裕

層にも以前のような心の余裕はなく、索漠とした村

落社会に移行しつつある。

社会構造上の制約要因

1970年代後半に始まった爆発的な人口増加は、継

続的に増え続け、2000年統計2.4％と報告されている

農業における有意的な開発性、地域性など。17
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ように依然高い数字を示している。農業面では、人

口増加の顕著な数字は自給率の低下となって現れて

いる。すでに天まで届くと言い表されるように、耕

作できるところは耕し尽しており、新たな開墾の余

地はほとんどない。加えて、伝統的な父系社会の弊

害18の側面として、耕地は飛び地を生み、また細分化

され続けている。その結果、農業は非効率へと進み、

貧困層の増加を促す結果ともなっている。この現象

はタライ平野部においても例外ではないが、ただ、

地形的にタライは山間地帯の農業に比較して幾分恵

まれていると言えよう。

農業開発の可能性

従って、ここでは比較的開発が容易で成果に結び

ついているタライ平野部よりも、開発・発展が一層

困難である山間部の農業開発について課題を設定し、

それらについて記述する。

前述した立地条件、人為的な問題を抱える山間地

農業における開発協力には、相当、実施上の困難と

非効率的な結果が予想される。APPや五ヵ年計画に

みられる総花的な題目を唱えるだけでは、最早、開

発目標達成には程遠い。目標となるプランの重要性

は認められるところであるが、それにはまず足元を

一歩ずつ固めることを認識し、課題解決していくこ

とこそ、開発目標達成に結びつくことになる。その

第一歩としては、①生産技術・技能を通した人材育

成であり、②同国の地勢を活かした栽培作物の多様

化であろうし、そのための③社会基盤の整備／拡充

が必要と考えられる。

特に、①は生産技術の受け手となる農家の資質に

も配慮する必要がある。生産技術の受益者となる農

家のレベルを確実に向上しなければならず、さらに、

近年、就学率の向上とともに若年層の農村離れが進

む傾向にあり、農業の担い手を欠く農村部と都市へ

の人口流入は社会問題となってきている。従って、

人材育成という観点から職業（実業）学校への教育

システムの変更を考えることも重要であろう。具体

的には自営農業育成を目的とした農業中・高校であ

り、今後モデル校の設立が望まれる。

５－１　試験研究および生産技術・技能の強化

ネパールの農業開発は、一向に改善の兆しが見え

ない村落社会の生活にみられるように、今や八方塞

がりの状態に陥っていると言っても過言ではない。

耕地の拡大は望めず、かといって穀作物の単位面積

の生産量は肥料不足、天水依存の耕作、在来農法な

どの点から飛躍的な増収が期待できない状況にある。

僅かな可能性としては、付加価値の高い家畜や園

芸作物の導入が考えられる。そのうち一番手っ取り

早いのは、財産性と換金性が高く、しかも農業、生

活に密着し、かつ堆厩肥が得られる家畜を増やすか

あるいは家畜そのものの改良であろう。しかし、現

状では牧草地となる場所も少なく、林野地の飼料木

を餌とせざるを得ず、それさえも取り尽されつつあ

り山深く入り込まねばならない。また家畜産業が伸

び悩む一つの原因は、飼料穀物と人との競合であり、

飼料草・作物と食用作物の共存耕作は非常に難しい。

APPが奨励している園芸作物のうち、有望なもの

は、インドの生産物と競合の少ない冬野菜や温帯果

物である。現在でも冬野菜、柑橘、リンゴなどを生

産しているが、その多くは輸送網の整備が遅れてい

る山間部であり、商品として販売される数量には限

界がある。

ネパールは、南西アジアの中において数少ない地

勢と気候環境にあり、これらの特異性を農業に活か

すことは衆目の一致するところであり、これまでの

各五ヵ年計画でも取り上げられ、幾つかの試みが行

われてきたが、思うような成果を上げていない。

APPおよび五ヵ年計画にみられるように、企画段階

における基本目標設定が間違っているわけではない

が過大な数値設定と実施レベルの生産技術・技能を

軽視したプランが一要因となって成果が上がらない

ものと考える。すなわち、計画先行に対して実施段

階における取り組み・考え方、栽培技術、資機材の

投入、普及体制等々とのギャップがあまりに大きす

ぎた結果によるものである。資機材、輸送、灌漑な

男子のみへの財産分割、氏の継承等の価値観。18
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どの基盤整備は一朝一夕にできるものではなく、そ

の整備は他の部門に譲るとしても、栽培技術や普及

体制の強化、いわゆるソフト面の改善は可能であろ

う。

農林水産業の試験研究の技術水準は低く、中でも

応用分野の技術開発においては充分な研究が進めら

れているとはいい難い。特に普及に携わる普及員や

技術員のレベルは低く、とても付加価値農産物を生

産する技術・技能には程遠い。ネパールのように耕

地も少なく、地形上各作物のポテンシャルが分散化

せざるを得ない状況では、大量生産は不可能であり、

付加価値農産物を分散少量生産することになる。従

って、付加価値農産物は高品質なものでなければな

らず、それには相当の栽培技術と技能を要求される。

技術開発や普及に携わる試験研究員や普及員は知

識と技術を混同しているところがあり、文献・耳年

寄り的知識といえ、実際の技術・技能を有している

職員は大変少ない。我々が考える技術、例えば、青

田や天候の状況を観察していもち病の発病予測をし

たり、倒伏を見越して追肥量を決めるように、技

術・技能は本の受け売りではなく、長年の経験に基

づく、総合的な体験から身につくものであることを

自覚させる必要がある。また、社会性に基づくもの

と思慮するが、行政、技術職に関わらず、こと「段

取り」や「品質管理」に至っては全くの不得手と言

わざるを得ず、体験による訓練しか改良方法は見当

たらない。

技術や技能は、安易な研修によって身につくはず

もないことは、これまで数多く実施された講義研修

で証明されている結果に基づいている。これらの修

得に必要なのは、実際の体験を通して学ばせる「場」

の提供であり、一方では農家圃場における展示・実

証といった「グラスルーツ」の体験普及である。

水稲の単位収量は、籾重で全国平均2 トン/ha前後、

これはあまりにも低すぎる収量であり、実際、カト

マンドゥの篤農家では4 トン/ha前後の収量を得てい

る。多少の投入資材を含む栽培技術の改善が実現す

れば、50-60％の増収はそれほど難しくない。また、

果樹、野菜などの品質向上、増産は技術・技能によ

ってかなり改善できる余地がある。家畜における疾

病、乳量増も同様であり、飼料はサツマイモ・甜菜

の導入など、食用作物、換金作物と共存でき得る飼

料作物の模索が必要であろう。

農業における幾つかの問題点と改良点を述べたよ

うに、農業生産の制約要因には技術的要因も多く含

まれている。開発ターゲットに近づくためには、実

施レベルにおいて一つ一つの課題解決を実行してい

くことが不可欠であり、それに対応できる技術・技

能を蓄積していかなければならない。さらに、従事

する職員の勤労意欲を削がないために、正当な評価

手法の導入と給与体系の見直しが必要である｡

５－２　適地適作物の検討

これまでにも、多くの文献や報告書で同国の地形、

地勢、気候的特徴が述べられ、その有利性を説いて

いるものの、具体的な示唆は少なく、現実問題とし

てそれらの特徴を効果的に生かしているとは言い難

い。本来ならば、同国の関係者や住民は、地域別、

標高別の農業環境を熟知していなければならない筈

であるが、総合的な判断を必要とする適地適作物の

選定に当たっては明確な回答を準備できないでいる。

この場合必要となる総合的な判断基準の一つは、標

高帯、地形に関連する年間、日中の気候変化の生産

環境把握である。山間部では標高や地形の僅かな差

であっても条件が異なり、特に、付加価値の高い農

産物においては品質を左右することに直結する。標

高差による気象は、丘陵の東西南北、斜面の向き、

谷間と丘頂の気温変化のみならず、降雨量と霧の発

生および日照量の差を生じる。特に雨期・雨期前後

の濃霧の発生や降雹および日照量は重要な要素とな

り、十分な観察のもとに適地選定を行う必要がある。

併せて、標高差による気候、気象の違いにより、ウ

イルスをはじめとする病虫害の発生、そのライフサ

イクルが異なることも念頭に置く必要がある。特に

ウイルスは一旦罹病すると壊滅的な被害を及ぼすと

ともに、その根絶は不可能にちかい。従って、ウイ
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ルスの検定方法、媒介昆虫の生息有無の同定までを

含めた知識と技術が求められる。

また導入する作物の種類、品種によっても条件が

異なってくるので、作物の特性、品種の特異性を認

識しておくことも大事である。具体的な例を示すと、

野菜の早生・晩生種による播種期の実態を標高別、

季節別に掴んでいないと、最悪な結果をもたらし、

種子への責任転嫁をすることになる。例えば、ニホ

ンナシの場合、在来種と改良種では「低温要求量」19

に若干の差があり、自ずと栽植標高帯も異なり、在

来種の自生は適地選定の根拠とならないことになる。

また水稲品種によっては積算温度によって、いも

ち病が発生し易い等々、作物の種類、品種によって

満たされる条件が異なるので、精通した知識が要求

される。さらに、普及員の資質、農家規模や技術レ

ベルでもなんとか実現可能な作物、品種選択を行う

ことも必要であろう。また女性の労働負担を軽減す

ることも考慮しなければならないが、ネパールの農

業はいわゆる三ちゃん農業に近い。従って、畜産業

や付加価値作物の奨励は女性参加を促すことは間違

いなく、労働の軽減どころか増加につながる恐れが

ある。現行の家畜飼育においてもその飼養者は女性

であり、養蚕飼養では、その労働力の大半を女性が

負うことになる。これは国内の養蚕業の経緯からし

ても明らかである。果樹、野菜の振興においてもほ

ぼ同様な状況にあるが、家畜飼育や養蚕とはその比

重の違いがみられる。実際、女性の細やかな手作業

なしでは、これらの生産は不可能である。女性参加

を考えるならば、同国の社会構成、家族制度上、夫

や兄弟の意識改革を行わない限り実現は不可能であ

り、第三者を交えた理解を徹底し、継続したアプロ

ーチが必要である。ジェンダー開発の協力者は、そ

れぞれの技術的専門分野を持ち、必要に応じた問題

解決と具体的な解決代替案を提示できることが望ま

しい。

体験に基づいた普及結果では、女性の元気な農家

や集落では、技術の習得も早く積極的であり、かな

り高い率で成果を上げている。また農家経営のみな

らず、研修への参加、子女教育にも熱心であり、食

生活改善への意欲もみられる。その理由の一つには、

女性自身による生産、販売によって、彼女達がある

程度自由にできる現金を手にした結果、自ら意識変

化をもたらした点があると考えられる。

ネパール農業を取り巻く厳しい自然条件は、一方

では近隣諸国にない付加価値農産物が生産できる優

位性を持ち合わせていることも事実である。その代

表例が、それほどモンスーンの影響を受けないヒマ

ラヤ北側地域20のリンゴやアンズ適地であり、マハー

バーラト山系北斜面の柑橘である。タライの平野部

を除いて、多くは斜面利用形態の畑作農業であり、

その規模も小さく、出口のみえない閉塞状態に陥っ

ている。丘陵山間地の一村一品的な適地作物を見出

し、それに対応できる人材の育成と言う観点から、

焦点を明確にしたモデル的技術協力を実施する必要

があろう。

５－３　山間部の農業（社会）基盤の整備

農業、他の分野を問わず、ネパールの開発におけ

る重要性は、タライ平野部では灌漑、山間部は道路

に代表されてきた。いずれもその重要性については

論を待たないところであるが、五ヵ年の短期間で成

し遂げられる課題ではなく、また多額の出資を伴う

ものである。同国においては、近年幹線道路の整備

が進みつつあり、タライ平野部の東西道はほぼ完成

した。また東西幹線道を基線とする北へ向かう郡庁

所在地へのアクセス道も延びつつあり、当分の間、

南北間の道路敷設がプライオリティーとなっている。

タライ平野部においては、各村落を結ぶ簡易道の敷

設は目覚しく、乾期の道路状況は飛躍的に向上して

きている。それに比べ、山間部の農村道は、工事の

難しさとタライとは比較にならない工事費により、

依然足踏みの状態が続いている。

一方、山間部住民の多くは人力輸送に頼っており、

換金作物の産地化はおろか農業開発の最大の障害と

なっていて、政治的問題にまで発展しつつある。従

って、農村道の開発協力にあたっては地方開発省地

落葉果樹や冬季野菜の多くは、一定量の低温が満たされないと発芽・開花せず結実不良となる。
Jumla, Dolpa, Jomsonなど。
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方開発・農業道路局の活性化を促し、地方行政、受

益住民の共同を図りながら進めることも一方策では

なかろうか。その場合の協力は、最低限の道路建設

機材およびオペレーター研修程度に止め、あくまで

も被援助国の住民主導による自前に近い道路作りが

望ましい。

山間部の灌漑、飲料水の設備拡充は、基本的には

自然流下方式が最も簡便であり、維持管理の上で好

ましい。これまで、受益農家の共同敷設、管理によ

って、小河川の伝統的な取水灌漑はかなり発達して

おり、彼らによって成し得る取水はほぼ利用し尽く

している。余剰水はなく、田植え期における農家間

の争いの原因ともなっている。残る改善策は、既設

灌漑施設の在来資材の改良・交換、漏水の無駄を省

いた灌漑水の効率化と利用方法および工事の困難な

河川水活用に絞られる。近年の傾向として、家畜の

飼養水、灌漑を目的とした、天水ハーベストなる集

水貯蔵池の模索が行われているが、溜池用ビニール

シート等の資材質に難点があり、また長い乾期の貯

水には不向きな面が多い。わが国の瀬戸内海や果樹

園に敷設利用された技術の応用など、今後、同専門

家、関係者の報告・助言を得ることも必要であろう。

重労働の一つとされる飲料水の確保は、各郡の開発

予算、あるいはVDCの開発予算の大半が飲料水事業

に振り向けられており、ポリパイプの便宜供与によ

って、かなりの農家数に簡易水道が行き渡りつつあ

る。水道水は飲料水のみならず、家畜、家庭菜園、

小果樹園等に活用される。さらに、子女の労働軽減

と生活・衛生の改良に寄与するものであり、事業の

継続対応が望まれる。課題となっているのは、共同

意識の喪失、モラルの低下に基づく我田引水的な水

の分配、敷設パイプの人為的被害によって、ことさ

ら少ない水の永年利用を難しくしている点と言えよ

う。

他方、タライ地域の灌漑は、大河川の大工事取水

によるものと、浅・深井戸掘削および湧水を利用し

た灌漑であり、前者の２灌漑工事は、国際機関、日

本などの協力によってボーリングが進められてきた。

そのうち、浅井戸掘削による灌漑は、掘削深度20ｍ

前後であり、揚水量平均12～15�/秒と比較的少なく

受益面積に限界はあるものの、掘削が容易で費用も

少ないこと、雨期の水田滞水は復元水となって枯渇

の心配がない利点がある。さらに、電気の普及によ

ってモーターポンプが使え、経済的負担が軽減され

ることも大きいメリットと言える。今後はボーリン

グ掘削のみならず、20ｍ前後の深度であれば、掘削

機（バックホー）を利用した露天掘りに井戸枠を据

え付けることによって、生活用水を兼ねた多目的利

用が考えられ、加えて、井戸枠による集水面積の拡

大は取水量の増加が期待できる。

５－４　郡単位の総合開発

スイス協力と言えば「ジリ」プロジェクトに代表

されるように、長期間に亘ってスイスが実施したド

ラカ郡ジリの総合開発がこれにあたる。同プロジェ

クトは1970年代半ばから、農林畜産業、医療、教育、

道路と文字通りの総合開発によって進められ、それ

なりの評価を得た。中でも、畜産加工、ジャガイモ、

林業、道路は高い評価を得、プロジェクト終了後に

おいても、継続フォローが行われ現在に至っている。

開発協力の大目標を地域住民の生活向上実現として

捉えるのであれば、単一分野の協力による課題解決

には自ずと限界を生じる。保健衛生、教育、生活改

善、女性の地位向上、社会基盤整備等々は農林業と

の連携開発によって解決される部分が多く、オーバ

ーラップしているものである。勿論、これまでの協

力手法を否定するものではなく、重要分野の協力継

続は今後も必要となる。しかしながら、これまでの

開発協力では、目指す成果を上げにくいことも事実

であり、先にも述べたように、中央政府の行政効率

がここまで低下した現状では、最早中央主導による

自立発展は望めないと推察するところである。折り

しも、ネパール政府は地方分権化を進めようとして

おり、その側面協力という観点からも、各国際機関、

あるいは二国間による郡単位の総合開発を模索する

ことも必要ではないだろうか。
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１．教育制度・行政

１－１　教育制度

現在の学校教育制度は、就学前教育（Pre-Primary）、

1年生から5年生までの5年間の初等教育（Primary）、

6年生から8年生までの3年間である前期中等学校

(Lower Secondary)、9年生と10年生の2年間の中期中

等学校(Secondary)、11年生と12年生の2年間の後期

中等学校（Higher Secondary）と3段階の中等教育制

度となっている（表5-1)。各学年の進級は学内の試験

の成績により決定されるが、5年生、8年生および10

年生の学年末には郡による試験があり、これに合格

すると次の教育制度に進むことができる。また10年

生の郡の試験に合格した者は、国家レベルでの統一

試験であるSLC(School Leaving Certificate：中等教育

終了資格) 試験を受け、合格者は次の教育段階である

後期中等教育制度や高等教育への進学資格を得る。

このSLC試験は、その成績により専攻分野が決定さ

れるので、個々人のその後の社会・経済状況に大き

な影響を与える試験である。

高等教育は1997年から学士課程が3年間となってい

るが、修士や博士課程は学部により修業年数が異な

っている。以前から大学にはインターメディアット

と呼ばれる2年間の教養課程コースが設置されてい

た。しかし1992年の教育法の改編により1993年から

後期中等学校が導入され、この教養課程コースは後

期中等教育と同じカリキュラムで実施されながら段

階的に後期中等学校に吸収される計画であったが、

現段階ではまだ完全に吸収されていない1。従って

SLC試験合格後、後期中等学校に進む者と大学内に

第５章　教育・人的資源開発

田中　研一

MOE(2000a)は、教養課程コースは後期中等教育と同等と見なしているため、ここでは教養課程コースは中等教育とした。1
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ある教養課程コースに進学する者が出てくる。大学

は表5-2のように国立私立を含め全国で5校ある。ま

た各大学は直接監理や運営については関与していな

いが、各大学の傘下に入ることにより、教育省から

高等教育機関として承認されているキャンパスがあ

る。これらのキャンパスには医科単科大学も含まれ

ている。国立のトリブバン大学には独自の地方キャ

ンパスが61、またその傘下に私立のキャンパスが161

あり、合計222ヵ所で大学教育がなされ、高等教育の

重要な役割を果たしている。

またトリブバン大学には以下の４研究機関があり、

それぞれの分野で調査研究がなされている。

①ネパール・アジア研究センター（Center for Nepal 

and Asian Studies : CNAS）

②経 済 開 発 ・ 運 営 研 究 セ ン タ ー （ Center for 

Economic Development and Administration : CEDA）

③教育改革・開発研究センター（Research Center for

Educational Innovation and Development: CERID）

④応用科学技術センター（Applied Science and 

Technology Research Center : RECAST）

職業教育は、労働省や家内工業省などによる職業

訓練が女性や小学校を終了した児童を対象に実施さ

れている。教育省には技術教育・職業訓練審議会

(Council for Technical Education and Vocational

Training : CTEVT) があり、全国の9校の技術学校

(Technical School)と5ヵ所の職業訓練・専門学校を運

営・監理している。これらの学校の訓練コースの設

定は各技術学校の裁量に任されているが、カリキュ

ラムの内容はCTEVTの承認を得ることになってい

る。訓練終了者には技術SLC資格が与えられるが、

正規教育進学への認可はされていない。技術・職業

訓練指導者の養成機関としてCTEVTの管轄に職業訓

練指導員養成所（Technical Instructor Training

Institute:TITI）があり、スイスにより支援がなされ

ている。（組織図は参考資料5-1参照）

また、全国に165のNGOによる職業訓練所があり、

地域のニーズに合わせて自動車整備、カーペット、

溶接、電機器具修理などの訓練が行われている。な

お、これらNGOによる職業訓練のカリキュラムや技

能の承認検定はCTEVTにより管理されている。

ノンフォーマル教育では、1999年に、以前から活

動していた機関が統合されノンフォーマル教育セン

ター（Non Formal Education Center: NFEC）が設立

され、全国で識字教室や識字教室終了後の職業訓練

が展開されている。基本的には世銀やDANIDAによ

り1994年から1999年まで実施された基礎・初等教育

開発事業（Basic and Primary Education Project :

BPEP）での活動を引き継ぐ形で、8-14歳までの児童

を対象にした識字教室と15-45歳の成人を対象にした

識字教室が主な活動となっており、非就学児童や女

性への識字教室、また識字教室を終了した児童に対

し学校教育の教育課程に基づく教育を行い、学校へ

の編入資格を与える等の活動が行われている。実際

の活動は郡教育事務所（District Education Office：

DEO）のノンフォーマル教育課（Non f o rma l

Education Section: NFES）の監督によりNGOが実施

している。1999年の統計では全国に6,475の成人識字

学級があり、850の子供識字学級、2,550の識字学級

終了後のノンフォーマル教育学級が設置されている2。

１－２　教育行政

1999年の7月からBPEP IIの実施に伴い、教育省に

教育局(Department of Education: DOE) が新たに設置

された。教育省は政策策定や計画の作成、評価・モ

ニタリングを行い、教育局が学校教育を実施するこ

とになった。教育局の下に、5地域に局長クラスが配

備 さ れ る 地 域 教 育 事 務 所 (Regional Education

Directorate :RED)があり、その下に75の行政郡に課

長クラスが配備される郡教育事務所が出先機関とし

てある。初等学校と中等学校は郡教育事務所により

監理監督されており、郡教育事務所の教育行政官が

学校を訪問し監督する制度になっている。初等学校

にはリソースセンターを中心にクラスターが組織さ

れている郡があるが、クラスター内の校長や教員の

支援の強化として組織されているもので教員短期訓

練の地方化がその目的である。しかし依然として教

MOE(2000a) p.63.2
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育行政は極めて中央集権的である。（教育省の組織と

行政担当組織図は参考資料5-2参照）

１－３　教育政策

ネパールでは1990年の民主化後に策定された第8次

五ヵ年計画(1992-1997)を終え、現在第9次五ヵ年計画

が実施されている。第８次五ヵ年計画での初等教育

の目標は、読み書き計算の基礎的能力および健康・

健全な生活習慣の習得とされていた。そして全国的

な規模で基礎教育開発事業を実施することにより学

校や教員数を増やし、地方組織の強化を図り義務教

育制度を部分的に導入し、教育の質の改善を行うこ

とが計画された。特に8-14歳の非就学の子供達や15-

45歳までの女性に対する基礎教育の提供や識字教室

の実施により非識字の撲滅が重要課題とされた。中

等教育では労働の尊重、国家と民主主義に対する尊

敬、環境保全、モラルの育成、文化や社会規範の習

得および後期中等教育に向けての知識や技能の習得

がその目標とされた。中等教育機会の拡充のために

授業料の無償化政策がとられた。後期中等教育は高

等教育に就学するための準備段階とされ、国家発展

に貢献する有能な人材を育成するための教育段階と

された。高等教育の目標は、国家発展のための高度

な知識をもった人材の育成とされ、高等教育の就学

機会拡充が図られた。

第9次五ヵ年計画（1997-2002）では、第8次五ヵ年

計画の理念を受け継ぎ、基礎的な生活習慣や社会規

範の習得と国家発展のための人材育成が重要課題と

されている。具体的な戦略としては、「万人のための

教育」の目標達成のために、初等教育での義務教育

の導入と全国識字運動が重要課題として掲げられて

おり、国際機関、地方組織や地域住民の参加が推奨

されている。また各教育段階で質の向上が重要課題

となっており、そのためには教員の専門的な知識や

技能を高めることが必要とされ、遠隔地教育や現行

の教員訓練の重要性が述べられている。さらに教育

の質の改善には学校運営の強化や地方教育行政の強

化が課題であると指摘している。そして初等教育が

拡充している現状をふまえ、前期中等教育と中期中

等教育の普及を図るとともに高等教育への就学機会

を拡充することが計画されている。また政府教育予

算の適切な分配を行うこと、教育行政の地方化によ

り地方組織による財源の確保や学業面での学校運営

への参加を促すこと、さらに民間の教育分野への参

入が推奨されている。

２. 教育分野の現状

２－１　財政

教育支出のGNPに対する割合は1996年には3.1％と

なっており、南アジアの近隣諸国とほぼ同程度であ

る。また国家支出における教育支出の割合は1995-

1997年の平均で13.5%あり、近隣諸国では高い比率と

なっている。

初等教育分野は教育分野の中で最優先分野となっ

ており、表5-4にあるようにここ数年教育支出の約

50％を占めている。しかし初等教育支出では教員の

給料や就学数の増加による教育施設の拡充にともな

う支出が大部分を占めており、質の改善への支出は

小さくなっている3。教育省によると1997/98年度の

初等教育の通常予算と開発予算を含めた全支出のう

ち教員の給料は72.54％となっている4。つまり教育予

算の約50％が初等教育に割り当てられており、その

うちの72.54％が給料であることから、全教育予算の

MOE(1998a）p.6-7.
教育省統計課によると通常予算は全て教員の給料となっている。

3

4
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約36.30％が小学校の教員の給料に割り当てられたこ

とになる。これは表5-4にあるように中等教育や高等

教育の支出より多く、初等教育の教員の給料が教育

支出の高い割合を占めていることを示している。

識字活動を行うノンフォーマル教育への支出の全

体での割合は1％前後であるが少しずつ増加してい

る、一方で技術・職業教育予算の割合がここ数年減

少傾向にある。女性教育の0.4％は女子教育促進のた

めに奨学金として主に中等学校の女子生徒に与えら

れている。

公立の学校では政府による教育無償化政策により、

初等教育での授業料と教科書の無償化（政府が未開

発と指定している18郡以外の郡の4年生と5年生の男

子を除く）が実現している。前期・中期中等学校に

おいても授業料の無償政策が実施されている。

国から学校への援助は教員の給料（全体の約96％

程度）と若干の学校運営費（約1％程度）である。学

校運営費は事務用品の購入として年間教員1名につき

300ルピー（約4.5ドル）で、1,500ルピーが最高限度

額5となっており、政府による学校運営のための財源

はチョークや黒板消しなど最低限必要な消耗品の購

入にも満たない程度である6。学校の運営費は校長の

努力により地域の有力者や村落開発委員会（VDC）

により支えられていることがあり、学校施設の維持

管理、トイレの設置、用務員の給料の負担、図書の

購入など学校のニーズによりその支援は様々である｡

しかしVDCにおいても財源が限られており十分に学

校を支援しているとは言えない状況である。

２－２　識字率

1991年の国勢調査ではネパールの6歳以上の識字率

は40％（女性25％）であるが、成人識字率は32％

（女性18％）であった7。また人間開発報告書（2001）8

によると1999年の成人識字率（15歳以上）は表5-5の

ようになっており、南アジア近隣諸国では男女とも

に最も低い国であると言える。

ネパールの農村部では家事のなかで子供の役割は

大きく、畑仕事、家畜の世話、薪集め、食事の手伝

いをおこない、学校に就学できるほど余裕のある家

庭は少ない。また教育施設や教育啓蒙活動の不足か

ら、教育機会に恵まれた家庭は少なかった。特に女

性は水汲みなど家事の手伝い、弟妹の世話など、ま

た早期に結婚することが社会慣習として残っていた

5年間の初等教育で5教室あたり教員が5人として算出されている。
MOE (1998) p.10-11.
MOE (1998) p.7.
UNDP(2001) p.176-212.

5

6

7

8
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ため、男子より就学機会が少なく低識字率となって

いると考えられる。

２－３　学校・生徒数

学校・児童生徒数ともに着実に増加している。第8

次五ヵ年計画が開始された翌年の1993年から第9次五

ヵ年計画の開始された翌年の1998年の5年間で小学校

が3,672校、前期中等学校が2,241校、中期中等学校が

1,382校新設されている。児童生徒数と学校数の比の

変化を見てみると、1996年より少しずつ学校一校当

たりの児童生徒数が減少している。これはBPEPや中

等教育開発事業（SEDP）等の事業により学校が新設

されたことによるものである。小学校での通学時間

が15分以内である児童が多く、都市部では97％、地

方では88％が30分の通学時間内であり、学校数は十

分であるとしながらも、タライ諸郡で教室の過密状

態が顕著になっている現状があり、地域による格差

がみられる6。中等教育についてはタライ諸郡や山地

諸郡では通学可能であるが、山岳諸郡では中等学校

のない村が多く、寄宿舎や下宿をして通学をしてい

る生徒も数多くいる。

２－４　就学率

児童・生徒の年齢を考慮せずに就学率を算出した

粗就学率をみると、初等教育の普及は127.7％と進ん

でいるように見える。しかし、法定学齢人口のみで

就学率を算出する純就学率9をみると学齢人口の約

72％しか就学しておらず、多数の法定就学年齢以外

の児童・生徒が就学していることが分かる。また男

女間の格差もあり、女性の就学率が低くなっている。

前期中等教育の純就学率は31.3％で、中期中等教育

は、20.8％となっている。高い粗就学率と低い純就

学率が特徴となっているが、年々増加傾向にある粗

就学率を下げ、純就学率を上げ両就学率ともに100％

に近づくことが望まれている。また中等教育への就

学率が低い原因として以下のものが挙げられる。①

中等学校の学校数が少ない。②教科書が無償でない、

③家事での責任が重くなり通学できなくなる10。④学

校にトイレが無く、女子生徒の就学に妨げとなって

いる。

教育省の資料によると初等教育の法定学齢は6～10

歳となっており、この年齢の子供の人数11は表5-9の

とおりである。1995年の学齢人口を100とすると、

1998年には106.44となり6.44ポイントの増加となって

いる。また純就学率が算出されている1995年から

1998年の学齢就学者数を試算し1995年を100とする

と、1998年には約111.17となり11.17ポイントの増加

である。つまり推計による学齢人口の増加より高い

割合で初等教育の就学数が伸びていることになる。

同様に表5-7から粗就学数をみても1995年から1998年

にかけて1995年を100とすると1998年には約109.95と

なり、9.95ポイント増加し、学齢人口の増加率より

若干高くなっている。これは過去の教育開発の効果

や社会経済開発全体の影響によるものと思われる。

教育省ではサンプル調査により純就学率を算出している。
教育省統計課でのヒヤリングによる。
教育省統計課は統計局の人口推計を使用している。

9

10

11
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２－５　留年・退学

ネパールの教育制度の大きな課題は留年や退学者

が多いことである。1997年の教育統計（表5-10）に

よると1年生から2年生への進級率は42.1％となって

いる。残りの58.9％の内訳をみると留年率が38.7％で、

退学率が19.2％である。この学年以外では約70％～

80％が進級している。5年生から6年生への進級率は

67.4％で、8年生から9年生への進級率は73.8％と若干

下がっている。これはそれぞれ5年生と8年生修了時

に郡が実施する試験で合格できなかったものが留年

や退学をしているためである。男女別では一年生か

ら二年生への進級時を除き女子の進級率が男子より

上回っている。留年率は女子の方が若干高いが、退

学率は女子のほうが下回っている。一旦二年生に進

級すると女子は男子より順調に進級していく。そし

て落第した場合には退学をしないで留年しているが、

男子は落第すると留年するより学校を中退している。

また小学校一年入学者のうち、5年間の初等教育の修

了者の割合である修了率は41％（1995年）である12。

留年や退学については様々な要因が考えられる。

特に一年生から二年生への留年率と中退率が高い原

因には、法定学齢以下の児童が就学していることが

挙げられている。村には保育所や幼稚園等の施設が

ないため、低年齢児童は兄姉により子守り代わりに

学校に連れてこられるが、学校はこのような児童の

就学意欲を拒否することはない。政府はこうした状

況の改善のために、一年生を学齢児童と低学齢児童

とを区別し低学齢児童だけのクラスを「シシュ学級」

と呼び新たに運営を始め、現在進行中である。また

中退の原因として、貧困、親の無理解、早期の結婚、

図５－２　初等教育就学率の変化図５－１　生徒／学校比の変化

MOE(1998) p.612
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教育制度内の問題（進級の判断が試験の結果と直接

結びついていることや教員の質）も挙げられる。

２－６　教員と教員訓練

法定教員資格は、小学校教員は中等教育修了資格

（SLC）試験、前期中等学校(6～8年生)教員は後期中

等学校修了資格またはインターメディアット修了資

格、中期中等学校（9～10年生）教員は学士修了資格、

後期中等学校では修士課程修了資格となっている。

さらに正規の教員資格を得るためには教育省が行う

教員訓練を受けなければならない。表5-10は一教員

当たりの生徒数を表している。初等と中等学校共に

教員一人に対する児童（生徒）数は比較的に教員数

は過不足がない。しかし訓練を受けた教員に対して

初等教育では児童（生徒）数は82～85、前期中等教

育段階では113.6～129.3となり教員の訓練が必要であ

ることを示している。

初等学校の教員訓練は国立教育開発センターとそ

の傘下の全国9ヵ所の初等学校教員訓練センターで行

っている。表5-11は1998年の教員数を示しているが、

初等教育では約9万人の教員のうち約46.5％が訓練を

終了している。初等学校教員訓練は教育の「質」の

向上には欠かせない課題である。中等学校の教員訓

練はSEDPが実施していた。SEDPは全国に25ヵ所の

訓練所（Secondary Education Development Unit[中等

教育開発研修所]: SEDU）をもち訓練指導員が配置さ

れている。この訓練も初等教育の現職教員訓練と同

様に大学で現職教員の訓練を実施している。

２－７　教育の「質」

ネパール国では初等教育の「質」の改善が必要と

されている。「質」の改善については、BPEPにおい

てカリキュラムの改善、教員訓練、教育施設の改善、

学校の監理・監督の強化により質の改善を図ろうと

した。しかしBPEPで行った中間評価での小学校3年

生のネパール語、算数、社会の三教科について約

3,400名のサンプリング調査では、期待される学習成
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果が得られておらず、ネパール語では期待される学

習成果の約45.7%、算数では約43.81%、社会科では、

50.37％であり、学習効果の改善はみられなかったと

報告されている。同調査ではこの原因は、就学前教

育施設の不足、教科書と指導書の配布不備、学習成

果の不十分な監理、施設の不備、児童の低出席率や

教師の低出勤率、教室で使用される言語の問題等が

あるとしている13。さらに特に教員の問題にふれて、

法定教員資格はSLCであるが、SLC試験でも低い点数

で合格した者が教員になっており、担当教科の知識

や技能が低いと述べている。また、教員の訓練受講

機会のなさ、教職意識の低さ、住民や父母による監

理・監督の弱さ、専門性を向上させるための研修機

会の少なさなどもこの原因として指摘されている。

また、小学校5年生の3,510名を対象にした学習成果

調査報告書は、ネパール語では期待される学習成果

の51.46%、算数では27.25%、社会科では41.79%の学習

成果であると報告し、算数の学力の低さについては

特別な配慮が必要であると述べている14。さらに報告

書は、施設の改善、カリキュラムや教科書の改訂、

教員用教科書ガイドの作成、新カリキュラムの研修

が実施されたが、生徒の学習成果は向上していない

と述べている。この原因には教員の訓練に問題があ

ることや、教室での授業が効果的に行われていない

ことが考えられると説明している。中等教育の質の

問題についてアジア開発銀行(ADB)はカリキュラム

全体の構成や教員の質の向上、およびモニタリング

や評価が課題であるとしている。

２－８ 高等教育

高等教育はトリブバン大学が中心的な役割を果た

している。

表5-13は1998/99年の在学者数を示している。全体

の半分弱が教養課程に在籍している。また高等教育

への進学にはSLCに合格することが必要であるが、

その成績により第一区分から第三区分の3段階に分け

られ、それぞれの区分により進学できる学部が異な

っている（表5-13のSLC区分は、例えば工学部に進み

たい生徒は第一区分でSLCを合格しなければならな

い）。表からも分かるように第二区分と第三区分で合

格した生徒が進める学部は教育、社会・人文学部、

経営と法律になっており、その学部の在学者が多く

なっている。また全学生数の女子学生の占める割合

も少なく、男子学生が多い。

ここ数年は各学部の学生の割合に変化はあまりな

いが、表5-14で分かるように1998/99年の教育学部が

若干多くなっている。SLCを第二区分、第三区分で

合格した生徒が、教職への就職を考えて教育学部へ

進む傾向がでているからである。

私立大学の在籍者数は３大学の合計で1,218名とト

MOE (1998) p.8.
EDSC (1998) 

13

14
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リブバン大学に比較すると規模は小さい。

トリブバン大学は、予算の不足から施設の不備が

顕著になってきており、民家や中等学校の校舎を借

りて運営しているキャンパスも数多くある。そして

大学の入学機会の拡充が計画されている中、私立大

学の役割が重要となりつつある。

職業教育への予算措置は表5-4にあるように年々減

少しつつあり、1997/98年度では教育支出の約1.6％

となっている。これはADBによるCTEVTの支援が終

了したため開発予算が減少したことによる。1999/

2000年度の統計によるとCTEVTの職業訓練には1953

（女性542）名が在籍している。NGOによる職業訓練

受け入れ規模は、全国で12,394とされている15。

SLC合格後、高等教育機関へ進学し、政府の役人

になることを希望する生徒が多いことや、民間セク

ターが未発達のために雇用機会が少ないこと等から、

技術・職業訓練を受ける学生数は少ないのが現状で

ある。また訓練内容が地方のニーズに合致しておら

ず、地方で働く人々の技術や技能の向上に適してい

ないとの指摘もある。職業教育の活性化には経済の

活性化と産業の振興による雇用の創出が急務である。

表5-16はCTEVTの傘下にある技術・職業訓練学校と

入校資格、訓練受講期間、訓練分野を示している。

MOE (2000a) p.62-63.15
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３. 教育分野事業とドナー等の支援動向

３－１ 第2次基礎・初等教育事業（Basic & Primary

Education Programme II : BPEP II）

基礎・初等教育事業（1994～1999年）の第二期事

業として1999年に開始された事業である。BPEP II

（1999～2004年）はDANIDA、 IDA、 NORAD、 EU、

FINIDA、UNICEFがコモンバスケットと技術協力バ

スケットに総額約1億2千5百万ドル（内HMGの負担

が約5百万ドル）の支援により全国75郡を対象に①初

等教育の就学機会の拡張と修了率の改善、②学習成

果の改善、③教育行政や学校運営の改善と3つの重要

課題に取り組んでおり、わが国の小学校建設計画

（1994年～現在）もこのBPEPIIの活動に貢献してい

る。それぞれの課題達成のために以下の17のコンポ

ーネントが設定されている。

(1) 就学機会の拡張と修了率の改善

① 教育施設の改善

② 正規学校教育に代わる教育制度（Alternative 

Schooling）

③ 女子教育

④ 少数民族や低カースト児童に対する教育

⑤ 障害者への教育

⑥ 幼児教育

⑦ 地域住民の参加

⑧ 識字教育

(2) 学習成果の改善

⑨ カリキュラムと教科書の改正

⑩ 評価方法の改善

⑪ 学校群の短期教員訓練

⑫ 長期教員訓練

(3) 教育行政や学校運営の改善

⑬ 教育局の強化

⑭ 郡教育計画策定・実施能力の強化

⑮ 地方行政力の強化

⑯ BPEP IIの財源運営管理

⑰ 技術協力

３－２ 初等教育開発事業（1992～1999年）とその

後の動向

この事業はアジア開発銀行(ADB)の支援により実

施され、国立教育開発センターと全国９ヵ所の初等

教員訓練センターの設立を行い長期教員訓練の制度

を確立した。1999年の７月に終了したが、長期の教

員訓練は持続されており、必要な事業費はBPEPIIの

コモンバスケットから拠出されている。ADBの支援

により2001年からこの事業の第2期が開始され国立教

育開発センターと初等教員訓練センターの運営や監

督強化の課題に取り組む計画がある。

３－３ 中等教育開発事業（Secondary Education 

Development Project : SEDP ）

SEDP（1993～1999年）は中等教育の質の向上を課

題としてADBの有償資金協力とDFIDの技術協力によ

り実施された。その重点課題は、①カリキュラム・

教科書の開発、②現職教員訓練（数学、英語、ネパ

ール語、社会）、③SLC試験のテスト問題の改善、④

教材や理科実験器具の配布、⑤行政官や事業運営官

の計画・運営・実施能力の向上であった。全国の25

ヵ所の中等教育開発ユニットで現職教員の訓練や研

修会が実施された。教育省はこの事業の成果を踏ま

えADBの支援により中等教育の質の向上をめざし、

施設の改善、教員訓練を行うためにSEDPIIを2001年

から実施する計画である。

３－４ 学校での人口と開発教育（Population and 

Development Education in Schools）

人口と開発教育事業（1997～2001年）はHMGが約

60万ドルとUNFPAが約100万ドルを拠出し人口問題

教育を学校教育で制度化する目的で活動がなされて

いる。この事業の主な活動内容は教育課程の見直し、

教員訓練の指導官や各郡の行政官への研修、中等学

校の教員への訓練等である。

３－５　学校給食事業（School Feeding Programme）

学校給食事業（1999～2002年）はWFPの支援を受
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け、第8次五ヵ年計画では教育省の小学校栄養教育事

業を通じて8郡で展開された。第9次五ヵ年計画では

就学率が低く子供の栄養状態の改善が必要とされる4

郡を追加し展開されてる。この事業では出席率や就

学率の向上の改善が目標となっており、WFP

（World Food Programme: 国連世界食糧計画）により

給食が支援される。また児童の健康改善のために虫

くだしも支給される計画であり、12郡の250,000人の

児童が対象なっている。資金はHMGの負担が350万

ドル、WFPの支援が1,500万ドルであり、合計1,850万

ドルの事業である。

３－６ 高等教育事業（Higher Education Project : 

HEP）

高等教育事業（1994～2000年）は世界銀行の資金

協力により、トリブバン大学の①一般管理、②財源

管理、③運営管理の強化を目的とした事業である。

具体的な課題としては以下の5項目が挙げられてい

る。

① 入学者数の増員

② 財源の効果的な運用

③ 高等教育制度の効率化

④ 施設の改善と維持管理

⑤ 後期中等教育の支援

資金はHMGの拠出が310万ドルであり、世界銀行

の支援が2000万ドルである。事業の期間が1年延長さ

れ現在も活動が行われている｡

３－７　スイス(SDC)による職業訓練事業

スイスは、バラジュ技術専門学校(1962～2000)と

ジリ技術専門学校（1981～2000）への長期に亘る支

援を行ってきた。現在では職業訓練指導員養成所

（TITI）での指導員の養成と質の向上のための活動

（1991～2003）を行っている。資金はHMGの負担が

40万ドル、SDCが87万ドルの支援を行っている。ま

た新しく職業訓練を2000年から開始し、各地域の職

業訓練指導員に対する訓練を2003年まで約90万ドル

の資金援助で行っている。

４. わが国の教育分野への協力

４－１　学校施設改善計画　（無償資金協力）

教育省(1985～89年)と地方開発省(1991～92年)に対

して学校屋根用に亜鉛鉄板を供与した。1987年以降

の供与額は総額10.99億円であった。

４－２　教科書印刷機材整備計画（1992年）

ジャナック教育教材センター（JEMC）の教科書

生産能力拡充のために、同センターに総額5.98億円

の印刷機材、製本機材を支援した。

４－３　小学校建設計画（1994年～現在）

BPEPへの支援として学校施設建設に必要な資機材

を供与した。わが国はネパール国内で調達し、郡内

の資機材集積地に搬入してネパール側へ引き渡すま

でを担当した。その後は地域住民自身が熟練工の助

けにより建設を行った。1994年度と1995年度の第一

次小学校建設計画では5.87億円の供与額で5郡を対

象、また第二次では10郡を対象に行なわれた。BPEP

IIでは小学校建設計画の第1期と2期がそれぞれ1999年
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度と2000年度に実施されている。実績は以下のとお

りである。

４－４　青年海外協力隊派遣（1980年～現在）

1980年から現在まで100名を超える理数科教師隊員

が派遣されている。1980年から87年までは中期中等

学校で教師として活動した。その後カリキュラムセ

ンターへの派遣があり、教科書の改訂やカリキュラ

ムと教科書の編纂に対する協力、視聴覚隊員や美術

の隊員による教科書のイラスト作成手法への支援が

あった。また限定的であるが教育省が実施した教員

訓練への協力も行われた。現在は教師の少ない極西

部で教師として活動をしている。また、体育隊員も

派遣されており、地域教育事務所（RED）に配属さ

れ体育の各種目や学校体育の普及を行った。

４－５　専門家派遣

中等教育における理科・数学の質の向上を目標に

し、カリキュラムと教科書の改善を支援するために

カリキュラム開発センターに理数科教育の専門家が

1993年～1997年まで4年間派遣された。教科書編纂手

法やカリキュラム開発のための基礎的な調査手法へ

の支援がなされた。

1998年にはカリキュラム開発センターのノンフォ

ーマル教育課にカリキュラム開発のために短期専門

家が3名派遣された。1999年2月には小学校現職教員

の長期訓練の実施と国立教育開発センターに教員訓

練カリキュラム改善のために短期専門家が派遣され

た。そして1999年6月からこの国立教育開発センター

に長期専門家が派遣されている。この専門家派遣は

小学校教育の質の改善のために欠くことのできない

教員訓練の改善・強化の支援を行うものであり、現

在も継続されている。

５．教育分野における開発課題、留意点

ネパールの教育分野では初等教育が重点分野とし

て取り上げられている。そしてこれまでの政府や援

助諸機関等の努力により就学率は年々向上しつつあ

る。しかしながら人的資源開発という観点から初等

教育をとらえると教育の質の改善が課題となるが、

これには、学校レベルへの直接介入を念頭においた

活動の計画策定および実施が期待される。

５－１　量的拡大と効率の改善

先に検討したように初等教育の純就学率は72.1％

である。初等教育の完全普及には少数民族や低カー

スト層の児童にターゲットを絞った活動が必要にな

る。また効率では法定学齢以下の児童が初等教育へ

就学しているので、就学前教育の拡充により留年率

や退学率を下げることにより効率の改善を図る。こ

れには就学率や留年・中退率での男女格差の改善に

留意することが望まれる。

５－２　教育の質の改善

(1) 授業の質の改善

小学校5年生の学習成果調査報告書が指摘している

ように、カリキュラムや教材は改善されたにもかか

わらず、教員の力不足により授業での児童の学習が

不十分であるため学習成果が上がっていない｡ 政府

は教員の資格について現行の資格を維持する方針で

あるため、授業の質の改善には教員の訓練が課題と

なる。また教員の訓練では女性教員、少数民族や教

育が遅れている民族や地域の教員を優先させること

が留意点となる。

(2) 学校運営の改善と行政の強化

教育行政は極めて中央集権的に実施されており、

学校に直接関係する行政単位である郡教育事務所は、

地方での教育活動の活性化に十分な役割を果たして

いないことが指摘されている。地方分権が進む中、

地方行政官や校長等管理職による地方のニーズに基

づいた教育計画立案・実施の強化を行い、地域住民

の参加による学校運営を促進させることにより学校

運営の改善をはかることが望まれる。
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参考資料５－１　技術・職業教育制度組織図（正規学校教育との関係）

参考資料５－２　教育省と行政担当組織図
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１．保健医療の現状

１－１　保健医療・衛生状態の現状

ネパールの保健医療･衛生状態の現状は、一言で言

えば、高い乳幼児死亡率、高い妊産婦死亡率、高い

疾病罹患率、高い人口増加率、ということになる。

この中で保健医療の重要な指標は5歳未満の幼児死亡

率（Under Five Child Mortality Rate: U5MR）である。

保健・医療は単に医学知識あるいは医療技術の進歩

によって向上するものでなく、生活の場である文

化・習慣・環境、国を動かす政治、実施する経済力

など、すなわち国の総合力に左右される。生まれて

きた子供を１歳まで育て上げるのには生物学的、医

学・医療の要因が大きいが、5歳まで育て上げること

は国の開発度が反映される。そういう意味で保健医

療開発の指標としてUNICEFではU5MRを取り上げ、

世界の国々・地域のランキング表を作っている。ネ

パールは2001年発行のUNICEF子供白書ではU5MRが

出生1,000に対して104で、世界193の国と地域の中で

ワースト第47位32、10年前のワースト第20位32から改

善していると言えるが、政治的紛争国を除くとあま

り前進していない。SAARC構成国はスリランカを除

いてどこもU5MRは100前後と悪いが、バングラデシ

ュに抜かれてパキスタン、ブータンに次いで悪い。

さらに妊産婦死亡率（Maternal Mortality Rate: MMR）

が分娩10万に対し540と著しく高く32、また女性の平

均寿命が男性のそれより短い世界でただ一つの国で

ある30。ネパール女性の他の指標も男性に比し悪いこ

とから、女性の生活環境は世界で最も悪い国と思わ

れる。すなわちネパールは母子保健の開発が著しく

遅れていると言える。2001年発表の基本的な保健医

療の指標を表6-1に示す。

この背景には、貧困からくる食生活・低栄養、衛

生環境の劣悪、保健施設へのアクセスの悪さ、保健

医療設備・機材の不足・偏在、管理能力からくる人

材の不適正配置、必須医薬品・機材の管理・保守不

良、医療サービスの不十分･不適正配分、教育の欠如

から来る住民の低い衛生知識、生活・習慣・ジェン

ダー無理解からくる女性の地位の低さ、分娩間隔の

短さ、家族計画の非協力などの問題が横たわってい

る4,10,14,34,36。

第６章　保健医療
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１－２　第8次、9次五カ年計画による現状の改善

第8次五ヵ年計画(1992/93-96/97)では①経済の持続

的成長、②貧困緩和、③地域格差の是正を柱とし、

社会サービス部門では住民の大部分が生活する農村

部の保健医療サービスの提供に力を入れ、選挙区ご

とに一つのプライマリ・ヘルス・センター、村ごと

にサブ・ヘルス・ポストの設置を各国のドナーや世

銀の協力によって行った18。保健医療施設数は表6-2

に示す通りである。ヘルス・ポスト数が減少してい

るのはヘルス・センターへの格上げがあるからであ

る。この10年間にサブ・ヘルス・ポストは全村の75％

に設置された10。しかし同時に進行している地方分権

化に伴う政治力、指導力、財政力の差が顕著に出は

じめ、あるいは職員の僻地への赴任拒否などのため、

保健医療サービスの地域差は拡大しつつある10。

第9次では｢貧困緩和｣に特に力を入れ、農業や水資

源・電力エネルギーなど生活の基盤の強化に重点が

置かれたが、社会サービス分野では人的資源や社会開

発などを通して保健医療の向上を目指している24。既

存の施設・サービス、１次(治療)・2次(予防)医療の

拡充・強化を目指したが、諸国・NGO の考えの違い

からくる多種多様な援助に振り回され、特に通常開

発予算には計上されていないがん病院および循環器

病院の維持に多大な金額を費やし、郡レベル以下末

端の保健医療予算を圧迫し始めている(Dr.K.B.S.

Karki保健省医療サービス部長談, 1999)。

この第8次、第9次計画の2期で保健医療施設の拡充

などハード部分のほかに、特にプライマリ・ヘル

ス・ケア（Primary Health Care: PHC）のアウトリー

チ12、母子保健の強化として「Safe Motherhood

Programme11」、郡保健医療強化事業、農村部のヘル

ス・ポストと郡病院を結ぶレファラル・システムの

構築などソフト部分にも力を入れ、さらに必須医薬

品の確保と普及「Drug Revolving Fund System」、医

薬品の民営企業振興も行った8。しかし後二者は本来

森林省に属していた部分を1993年に保健省が強引に

分離、組み入れたため、当初は混沌としていた。

一方保健医療分野の職員の養成、再研修などにも

力を入れ、特にサブ・ヘルス・ポストの母子保健師

数は倍以上に増加した10。さらに小児医療統合管理

(Integrated Management of Childhood Illness: IMCI) 41

のWHO東南アジア地域の研修センターがカンティ小

児病院に設置され、郡病院以下の各レベルでの地域

医療を担う職員の知識・技術の強化を始めている45。

１－３ プライマリ・ヘルス・ケア（PHC）の評価

PHCは住民参加、地域資源（人材を含む）の有効

活用、適正技術をその戦略に入れ、かなり期待され

た保健アプローチであった。第8次まではイギリス、

スイス、ドイツ、米国、日本、フランスのODAある

いはNGOが東部、中部、西部、極西部2～3郡を受け

持ちモデル地域として開発された。また上記のよう

にPHCセンターやサブ・ヘルス・ポストが大量に増

設され、住民の保健医療施設へのアクセスは格段に

改善した。しかし図6-1に示すように、幼児死亡率

（IMR）を初めとする指標は伸び悩み、1997～1998年

に頭打ちとなり、1999年にはU5MR、IMRが逆に後

退している14,16,32。

この原因は一つに人材開発の遅れと不適正な人材

配置がある(Dr.G.Shrestha, トリブバン大学医学部長
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談、1999)。医科大学やコ・メディカル分野の人材養

成所1はこの数年大量に設立されたが、まだ郡部末端

のポストを埋めるほどには卒業生は増加せず、サ

ブ・ヘルス・ポストの責任職種の補助保健師(AHW)

および母子保健師(MCHW)の人材養成に努力したが

間に合わないばかりか、相変わらず僻地への赴任拒

否が減らず、施設の稼動状況は芳しくなかった。さ

らに保健省の対応が不十分で、英国、米国、日本な

どの地域はある程度の成果を納めたが、ドラカ、ラ

メチャプ(Dr.M.Brissot, SDC-PHCプロジェクトリー

ダー談, 1996)、ダディン(Dr. J.P.Steinmann, GTZ-

PHCプロジェクトリーダー談, 1999)などモデル地域

とされた郡部にも保健省側が必要な人材を配置して

も赴任せず、効果は十分上がらなかった地域も多い

（開発課題として後述）。この人材配置の不備はその

まま予防接種など保健医療サービス(図6-2)に影響し
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ている。限られた人材でPHCのアウトリーチ活動に

力を注ぐあまり予防接種率は年々低下し、第8次終了

間際に注意喚起し少し改善したが、妊産婦の破傷風

を除いて再び低下し始めており、事態は深刻である
10,16,32。

同様にビタミンA補充やヨード添加塩使用率もそれ

ぞれ90%から51%、93%から55%へと1997年以降低下し

ている。特にPHCの目玉の一つでもあった経口補液

剤の普及は、その宣伝用の歌は爆発的に流行して広

く普及すると思われたが、1995年の49%をピークに27

～29％に低下している15,32,34。これも人材開発の遅れ

によるところが大きい。

一方、上水道やトイレの普及は国際機関、各国の

ODA、国際赤十字などINGOが精力的に努力したが、

請け負ったローカルNGOの理解が不十分だったり、

政府の管轄が保健省でなく国土水資源省のために

PHCの運動と結びつきにくく、効果的な教育や訓練

も行われなかったため、下痢症の減少にはあまり結

びついていない4,20,22。学校保健と結びつけて住民運動

に成功したところでは効果があがっている。WHO、

UNICEFでは1970年代に一時学校保健を検討したが、

学校が教育省管轄であることもあり、普及するに至

っていない35。教育省、女性福祉省、国土水資源省な

どとのインターセクトラルな協力体制が効果的と思

われる（後述）。

2. 保健医療サービス体制

２－１　保健省の組織と機能

保健大臣の諮問機関としてネパール医学協議会、

看護協議会、医学研究協議会などがあり、機能と質

の維持向上を監視している19。

医療政策･計画･外国援助･監視局（PPFAMD）が

国の医療政策を立てているが、予算の大半をODAで

賄っているためドナーの意見に左右されやすく、方

針が一貫しないところが問題である。また医療サー

ビス部の中にも企画･外国援助部があり、医療政策の

指導性に欠けるところがある。

医療サービス部は多くの病院等の施設を有し、職

員も多く保健省の中の巨大組織である。事務管理課

（前述の企画･外国援助課、総務課、人材開発課、疫

学疾病予防課、小児保健課、家族保健課）と、特定

機能センター（保健研修センター、IECセンター、結

核センター、エイズ性病センター、公衆衛生検査セ

ンター）および高度専門病院（ビル病院、カンティ

小児病院、タパタリ産科病院、軍病院）、地方保健サ

ービス局（１開発区に中核病院、結核センター、研

修センター、薬剤部、検査部）、県病院、およびその

下に郡保健所、郡病院、PHCセンター、ヘルス・ポ

スト、サブ・ヘルス・ポストが連なる（表6-3）。

２－２　専門病院・高度病院

トリブバン大学教育病院、ビル病院、ビレンドラ

軍病院、カンティ小児病院、地方基幹病院（ビラト

ナガル、ポカラ）などの国立病院の他、国が予算を

補充している私立あるいはINGOのタパタリ産科病

院、パタン病院(United Mission to Nepal: UMN)、が

ん病院、循環器病院(Adventist Development and

Relief Agency: ADRA)は整備が進みつつある。

２－３ サブ・ヘルス・ポスト、ヘルス・ポスト、

PHCセンター、郡病院とレファラル・シス

テム

第8次五ヵ年計画で表6-2に示す数の施設が完成し

た。それぞれの責任職種はサブヘルスポストは保健

医療助手（Auxiliary HealthWorker: AHW）または母

子保健師（Maternal and Child Health Worker:

MCHW）、ヘルスポストは　医師補（Hea l t h

Assistant: HA）、PHCセンターおよび郡病院は医師

（Medical Officer: MO）、郡公衆衛生事務所はMOまた

は公衆衛生師MPHである。サブ・ヘルス・ポスト、

ヘルス・ポストから医者のいるヘルス・センターあ

るいは郡病院へのレファラル・システムの構築が進

められている。しかし職員の適正配置がなされてい

ないため、一部の施設では機能していない。



第２部　現状分析
第６章　保健医療

119



ネパール国別援助研究会報告書

120

２－４　伝統医療

アーユルヴェーダ、ホメオパシー、ウナニなど伝

統医療も少数であるが認められている。第8次計画で

はこれらを強化することになっていたが実行されな

かった。むしろダミあるいはジャンクリといわれる

呪術医の方が住民に信頼されている。WHOや

UNFPAでは彼らをある程度研修させ訓練してPHCの

担い手とすることを提案している31,40。

２－５　20年長期保健医療改善計画9

第8次五ヵ年計画の終了する前の1996年からGTZの

提唱でWHO、世界銀行が中心となり20年の長期計画

を策定した。第8次計画で設立した諸施設の一部は有

効には使用されていない。これは計画を実施する人

材の不足、運営する管理システムの欠落、予算の不

足などが原因しているが、新しい長期計画案では如

何に実施する条件を整えるかを考慮している。重点

対象疾患は時期により異なるが、各期で研修、モニ

タリング、監視、管理、質の維持などを取り入れて

いる。骨子はPHCからヘルス・ケア・システムの確

立に移り、地方分権化、私立施設の参入を促進し、

保健医療サービスを国の隅々まで行き届くよう実施

し、そのモニタリング、監督を強調している。すな

わち各5カ年計画毎に到達目標を定め、各計画の実施

戦略を定めている（表6-4）。5年毎の実施戦略は次の

とおりである。

第9次五ヵ年計画（1997-2002）

健康促進・予防、感染症制御、栄養促進、母子保

健などの基本保健医療整備．一次医療の確立（人

材、機材、医薬品、管理、インフラ）．結核、マ

ラリア、カラアザールの制圧．研修・モニタリン

グ・監視システムの統合．患者の段階的転送シス

テム化．公立・私立施設での治療の標準化・医療

質のコントロール．郡･県レベルの外傷・熱傷ユ

ニット設立．郡保健システムの強化．地方分権・

住民参加の促進．HIV、タバコ、アルコール、薬

物への取り組み．医療供給や財政への民間活力．

費用分担機構．伝統医療の統合と開発．保健シス

テム研究．老人医療への計画．

第10次五ヵ年計画（2002-2007）

基本的一次医療の強化．HIVおよび非感染性疾患

対策．二次病院の強化．郡レベルの医療情報シス

テム．基本的都市医療サービス．医療の質向上．

臨床検査・診断センター改善．民間医療施設規則．

受益者負担への制度．慢性疾患や非感染性疾患へ

の伝統医療の役割．老人医療．

第11次五ヵ年計画（2007-2012）

保健医療分野への民間参入補助強化．本質的受益

者負担．非感染性疾患・新興疾患の制御．三次医

療センター（リハビリテーション）、老人施設の

設立．

第12次五ヵ年計画（2012-2017）

民間医療施設、NGOの保健医療参入促進．医療保

険の導入．循環器病や外傷センター、不妊クリニ

ック設立．都市部の基本医療サービス．老人施設

の拡大．

３． 保健医療人材養成

社会サービスの向上には、その基地となる施設の

増設と充実、および適正な人材開発が必須である。

ネパールの保健医療分野には医師(Bachelor of

Medicine & Bachelor of Surgeon: MBBS、 Medical

Officer)、看護師(Staff Nurse: SN)、公衆衛生師

(Bachelor in Public Health: BPH)、医師補(Health

Assistant: HA、 Certificate in Medical Science: CMS)、

補助保健師(Auxiliary Health Worker: AHW)、補助看

護・助産師(Auxiliary Nurse-Midwife: ANM)、母子保

健師(Maternal and Child Health Worker: MCHW)、村

落保健師(Village Health Worker: VHW)など保健医療

に従事する職種がある。これらは、必要に応じて国

際機関や国際NGOが養成してできたものが多く、制
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度として必ずしも統一されていなかった19。ネパール

医学協議会、看護協議会、保健医学研究協議会、保

健技師協議会などが次第に設立され、教育制度を整

備し、医師養成については1994年になってやっと統

一された28。しかしヘルス・ポストで責任職種であっ

たヘルス・アシスタント制度は廃止されたが、韓国

のNGOが再びその教育機関を援助する(Dr.Kim Myon

Don談、1999)など足並みはそろっていない。

さらに薬剤師、臨床検査技師、検査助手、放射線

技師、助手などコ・メディカル部門の教育システム

もSLC合格後のコースと各種学校に属するものもあ

る2,3,5。

一方、アーユルヴェーダ、ホメオパシー、ウナニ

など伝統医療、民間医療の養成期間も政府によって

認められており、長期計画では慢性疾患への適応な

どを計画している。

他方、伝統的助産師（Traditional Birth Attendant

: TBA）、呪術医などは第8次五ヵ年計画のPHC運動の

際に保健省やNGOが研修システムを作って保健医療

に取り入れ始めている4。

３－１　医者（MBBS）

1964年にネパール医学協議会が設立され、当時は

国内に医科大学がなかったため登録されたほとんど

の医者はインドの医科大学卒業生で、その他の少数

がロシア、中国、イギリスへ留学して医師免許をと

っていた。1973年から一般医を養成するシステムが

でき、これまでに1,600人の医師が誕生、活動してい

るが、教育年限の関係からインド医学協議会では医

師とは認めていない。1978年日本が協力して国立ト

リブバン大学に医学部を作り、毎年40名の新しい医

師(MBBS)が誕生するようになった。中学教育修了資

格試験（School Leaving Certificate: SLC）合格後2年

の高等化学コース、1年の医学部進学コース、4年半

の医学部カリキュラムを修了し、医師仮登録後1年の

インターンを経てMBBS取得ができる。しかしこれ

も当初インド等はネパールの医師免許を認めなかっ

たが、1994年Intermediate Science Course（ISC）、そ

の後のPremedical Courseを義務付けてから認められ

るようになった(図6-3)。またこの年に1973年以来の

一般医制度を廃止して医師の教育制度はここに１本

化された。実地経験1～2年の後この上に大学院を設

置し、総合医、内科、小児科、心臓外科、麻酔科、

産婦人科、病理、耳鼻咽喉科、精神科、整形外科、

放射線科の専門医MDコースができた、それぞれ３年

のコースである28(表6-5)。

一方、外国援助やNGO援助による医科大学

（College）が1993年以降多く設立され、2000年現在

10校を数える。このためネパール医学協議会では質

の低下を懸念し、カリキュラム、実習病院などを点
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検し、一部の大学を認可保留にした(Dr.B.R.Joshi、

ネパール医学協議会議長談、1999)。他方、外国医科

大学出身の医師の質が不明であるとして、特にソ連

崩壊後にロシアの医科大学出身者の質を問題にし、

外国医科大学出身者に対して医師国家試験を受ける

よう制度を検討している。

現在ネパール医学協議会に登録されている医師の

49％がインドの免許で、ロシアの免許が次いで多く

19％、ネパールの医師免許所有者はまだ16％である。

その他にバングラデシュ、パキスタン、中国、イギ

リスなどである。

３－２ 看護師(SN)、補助看護・助産師(ANM)、伝

統的助産師(TBA)

旧制度と新制度が併行している。新制度の看護師

(SN)はSLC合格後2年の教養(ISC)および4年の専門コ

ース（新制度）であるが28、旧制度では、SLC合格後

3年の専門コースでCertificate、その後3年の実地経験

と2年の専門コースでBachelor、さらに2年の実地経

験と2年の専門コースでMaster in Nursing（MN）と

なる10。

補助看護・助産師(Auxiliary Nurse-Midwife: ANM)

は日本とは逆に看護師より教育課程は短く低い。

SLC合格後1年半の専門コース、または高校卒業(10

年)後2年半の専門コース。旧制度では、中学校(8年)

卒業後2年の専門コースがある。主に出身地採用にな

る3。

伝統的助産師（TBA）とは、実際は伝統とは関係

なく見習い経験のみで家庭分娩を介助している。現

在は郡保健所レベルの2週間研修修了で郡保健所に登

録、その後年2回のリフレッシュ研修がある。

３－３ その他の保健医療助手およびコ・メディカ

ル・スタッフ

郡保健所などで保健衛生を担う公衆衛生師（DHO:

District Health Officer）への道は、ISC後大学に3年の

専門コースがある(Bachelor in Public Health) 28。

この他、医師補・助手：医師補（Certificate in

Medical Science: CMS）、医師補（HA）、Community

Medicine Auxiliary(CMA)、補助保健師（AHW）、村

落保健師（Village Health Worker:VHW）、 母子保健

師（MCHW）等の職種があり、HAは一時廃止にな

ったが韓国のNGOの援助のもとに復活するなど新制

度、旧制度が入り乱れている2,3。

またアーユルヴェーダも医学として認められてお

り、SLC合格後2年の高等教育を受け、その後専門教

育を受けるとKavirajの称号を得られ、伝統医療師と

なる。ウナニ、ホメオパシーの2種の医療師は特に決

められた専門コースはないが、中央地方医務局で伝

統医療師と認められている。

このほかに保健医療分野に取り込まれているグル

ー プ に 女 性 地 域 保 健 ボ ラ ン テ ィ ア ( F e m a l e

Community Health Volunteer: FCHV)がいる。FCHV

は1980年代にWHO、 UNICEFがかなり力を入れて指

導したPHC活動のための要員である。VDCの９つの

区(Ward)の各女性 グループから一人ずつ選ばれ、２

週間の研修を終了すると郡保健所に登録される。そ

の後半年毎にリレフレッシュトレーニングがある。

ダミ/ジャンクリといわれている呪術医(Traditional

Healer: TH)はネパールでは医師の80倍の人数がおり、

しかもどんな僻地にも住み着いて人々のよろず相談

とその解決のための儀式を行い、住民から絶大な信

頼を集めている。1970年代にUNFPAが家族計画の一

端を担うようにトレーニングし、1983年にはWHOが

世界的に呪術医もPHCに組み入れることを提唱した。

しかしネパールではその後省みられなくなったが、

1990年後半から再びPHCの協力者にするために一部

地域でトレーニングを再開した4。

さらにこの他に教育省下の職業技能協議会Council

for Technical Education and Vocational Training

(CTEVT)監督下の各種学校に検査助手、放射線助手

のコースなどもある。

医師および保健医療技術者の養成では次のような

問題点が解決されていない。

①制度、旧制度が共存し、移行措置がないものもある。

②人材養成と需要の不一致
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③数の充足と質の低下

④不適正配置（都市部、特にカトマンドゥ盆地集中。

保健省では僻地手当てのような給料50-100％増し

を実施しても効果はなく、次の案として医師仮登

録後の一年の実地修練後さらに地方の郡病院に最

低一年の研修を義務付けることを考慮している。）

４. 保健医療分野における援助動向

医療政策上はWHO、UNICEFが主に指導、協力し

ているが、資金面ではUNFPAが最大でIDA、WHOが

これに続く。

UNFPAはこの30年人口、家族計画、リプロダクテ

ィブヘルス、ジェンダーに力を注いでいるが、人口

問題に関連して統計局の基礎を作り上げた。WHOは

マラリア撲滅、痘瘡根絶から予防接種拡大（EPI）、

下痢症など個別疾患の垂直的な活動から、PHC、

Safe Motherhood、母子保健、郡保健衛生強化など水

平的活動に変えてきた。多くのプログラムは

UNICEFと協力して行っている。UNICEFはその他に

栄養関連のプログラム、衛生プログラム、必須医薬

品回転資金プログラムなどを展開している。世界銀

行は近年サブ・ヘルス・ポストの建設、医療政策指

導などを行った。

保健分野の二国間援助では米国がトップドナーで

保健政策指導、家族計画・母子保健を中心にSafe

Motherhoodに力を入れている。近年動物媒介による

疾患研究所を設立し、医学研究面の指導も行ってい

る。中国はB.P.コイララ記念病院がんセンター、医

科大学を建設した。イギリスは母子保健、PHC、上

水道など環境衛生などに協力している。ドイツは保

健政策・計画、家族計画・母子保健、PHCなど、ス

イスは郡単位の総合開発の一貫としてPHC、保健医

療人材開発、リハビリテーション・プログラム、ノ

ルウェーはリプロダクティブ・ヘルス、結核対策な

どを展開している。中国、日本はどちらかというと

ハード部門が大きく、欧米の国の多くはソフト部門

に主力を注ぎ、また独自で行わず、国際機関やINGO、

ローカルNGOと協力関係で活動するのが主流となっ

ている。

日本は保健医療分野では４番目のドナーとなって

いる。先進医療の施設建設・技術指導と、公衆衛

生・母子保健・PHCを行ってきた。特にトリブバン

教育病院プロジェクト、結核対策プロジェクトは長

期にわたり、ネパールの保健医療向上に大きな貢献

をした。

５. 保健医療分野における開発課題および

留意点

５－１ 医療政策・計画・外国援助・監視局の管理

強化

効果的援助は、ドナーがばらばらに行うよりは、

政府が方針を一貫して方針を立て、その各部分をド

ナーに協力を得た方が良い。ドナーが連合して政府

に当たると内政干渉にもなりかねないので、医療政

策・外国援助局を強化する必要がある。また地方分

権化が進む中、地方政府の財源や指導力を考慮に入

れた監視・評価をする機能が欠け、保健衛生状態は

年々地域差が大きくなっているため、本局を管理強

化しないと効果が期待できない。

５－２　人材開発と適正配置

一つは質の問題。医師の教育機関、制度は1994年

にMBBSに１本化されて落ち着いたが、この数年医

学生の数が一気に10倍以上となり質の低下、また外

国の医師免許取得者の質のばらつきが懸念されてい

る。医学協議会の介入が必要と思われる。また助産

婦、コ・メディカル・スタッフについては、教育省

と共同で整備･開発する必要がある。

もう一つの問題に適正配置の問題がある。原因は

給料と休暇制度にある。人事異動で郡病院や地方の

PHCセンターに転勤を命じられても長期休暇をとっ

て赴任せず、カトマンドゥで開業あるいは私立医療

施設で働いたり有力者の顧問医となる例が後を絶た

ず、郡病院では50％以上の病院で3人のポストが1～3
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空いている10。公務員の給料が低いために給与体系は

２つに分かれている。都市部の医師は午後から自宅

開業を含めた私的保健医療機関で働いてよいことに

なっているが、地方部では医療費を払って私的医療

機関を受診する人はほとんどおらず開業ができない

ため給与を都市部の150％にしている。その上保健省

は毎年のように赴任手当てを増額したりしているが、

有効策となっていない。1996年6月に保健省は地方を

A、Bの2地区に分け、給与をそれぞれ125％、150％

とし、さらにＡ地区は1年、Ｂ地区は2年勤務すると、

セミナー、研修への参加が優先され、さらに海外視

察旅行が特典に加えられた。Ａ地区は17郡、Ｂ地区

は20郡、すなわち全国の47％の郡に僻地特典をつけ

た(Kathmandu Post. June1996)。一方ネパールの休暇

制度では有給休暇を何年も繰越すことができる。そ

こで僻地に転勤を命じられた医師は１～2年まとめて

長期休暇を取り、合法的に赴任を拒否することがで

きる。休暇制度を改正しない限り人材の適正配置の

問題は解決しないと思われる。

５－３　施設運営管理の強化

保健医療施設の管理態勢が弱体である。JICAの医

療協力プロジェクト調査によると、例えば医療機器

の活用率は50％以下で半分以上は故障などの理由に

よって利用されていない46。一つにはそれを動かす電

気料金がかさむ等の維持費の問題もあるが、日々の

整備や定期保守をほとんど行っていないなど管理面

の欠如が大きい。設備･医療機器の保守管理ばかりで

なく、運営管理の基本、ノウハウは良質の効果的保

健医療サービス提供の基本である。運営企画、記録、

管理、評価など事務管理、診療録整理保管、医薬品

の管理など、援助協力プログラム終了後も継続でき

るよう管理能力を高め、強化する必要がある。

５－４　総合開発、インターセクトラルな政策など

(1) 人口・家族計画と母子保健

母子保健の改善、強化による乳幼児死亡率の低下

は目標に合致しており、将来の生産人口の増加とし

ては良いが、長期的な観点からは人口政策と連動さ

せないと、何時までも貧困緩和とはならない。この

30年で粗出生率は12％減少したが、粗死亡率も12％

減少している。すなわち人口増加率は相変わらず

2.5％前後を行き来し、貧困緩和には極めて厳しい状

況である。このまま進めば人口は8年で1.5倍、13年

で2倍に増加する。そこで母子保健政策は必ず人口政

策、家族計画、保健衛生教育とパッケージで推進し

ていくか、相互の整合性を常に確認する必要がある。

さらに女性のライフスタイル、平均寿命を考慮する

と、女性福祉省と共同でジェンダー問題とリンクし

たり、教育省と共同で学校保健に生活・健康・環

境・人口問題などを取り入れるなど、効果的方法を

探る必要がある。

(2) 飲料水・環境衛生

食事・栄養・食品衛生・下痢症は健康･保健衛生問

題の基礎である。一般的には保健衛生の向上はトイ

レや下水道の普及と並行するのでなく、上水道の普

及と密接に並行するため、上水道は開発の優先度が

高い。上水道と個人の衛生・健康・環境など生活と

の関係に関する教育の基礎があってはじめて上水道

の建設や利用が効果的となる。またWHO、 UNICEF

は経口補液剤の普及の際に、一度煮沸した水を使用

することを指導したが、煮沸するための燃料確保は

森林伐採など環境破壊につながるということで「安

全な水」を使用する方針に切り替えた。統計上は

1994年の時点で都市部の90％、農村部の43％に上水

道が完備していることになっているが、「安全な水」

で調整した経口補液は脱水の改善にはなっても下痢

症の減少にはつながらなかった。原因は上水道の水

源より高いところに民家や家畜小屋があり水源を汚

染しやすく、調査の結果半数は飲用に不適切であっ

た4。さらに上水道パイプの途中に孔を開けて農業用

水に流用して汚染する事故も多発している。上下水

道、環境衛生分野は保健衛生の基礎であるので、教

育省、国土・水資源省、森林省などと連携した開発
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が必要である。

なお、ネパールでは村落部はもちろん、都市およ

び近郊でもトイレが行きわたっていないところがか

なりあり、簡単なものであれ、その普及はさらに進

められる必要がある。

(3) 郡単位の総合開発

効果的な援助方法としては郡あるいは地域単位の

総合開発が考えられる。例えば道路建設あるいは水

力発電などは工事を行っている地域に直接的な利益

が見えにくいが、社会開発･サービスと結びつけるこ

とにより地域住民の理解、協力を得られやすい。特

に道路建設は産業・経済への効果ばかりでなく、生

活圏の拡大・生活環境の変化から、地域住民の健

康・栄養・食習慣･労働に影響を与え、また交通事

故・結核･性病などの増加からくる疾病構造の変化な

ど、住民生活全般に密接な影響を及ぼす。農業、林

業、産業開発とともに保健医療も視野に入れた総合

開発が効果的と思われる。
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１.  ネパールにおける貧困状況

１－１　貧困とは

貧困あるいは貧困の状況を何をもって示すのかは

非常に難しい。絶対的貧困、あるいはただ自尊心を

なくしている貧困など、多様に考えることが可能で

ある。もっとも端的には、貧困とは、衣食住を含む

基本的に必要なものごとの不足している状況を指す。

すなわちそれは、教育、技術、信用、情報のなさ、

あるいは資源へのアクセス、権利も含めて不利に置

かれている人々の状況、災害、暴力、犯罪などのシ

ョックに対応できない状況、言論、思想、生活手段、

職業の自由までも侵されている人たちの状況を言い、

そのような人々を貧困層とする1。貧困問題は、ネパ

ールの場合、厳しい自然状況によって大きく制約さ

れる生産構造と大きく関わる。複雑な地勢的状況､多

様な地域構造および社会構造に直接影響を受ける生

産・生活構造も密接に関連する。それらの条件下で

貧困が創成・再生産されるため、問題は非常に深刻

で複雑である。この問題に、依然として2％をはるか

に越える人口増加率が輪をかけ、増幅し、絶対的貧

困が形成され、問題は一層深まる。

１－２　貧困の要因

貧困は全般的に低位経済開発・人的開発から生じ

るが、主に以下の要因が貧困の醸成・促進に大きく

関わっていると思われる。経済的要因としては、不

動産の有無、農地、職業、あるいはフローの所得の

有無などがある。これらから経済的困窮・貧困が生

じる。社会的要因には、教育の有無、政治、社会へ

の参加の可否などがある。この面では、ジェンダー

（男女間の隔たり)問題や老人と子供の疎外等いろい

ろな（抑圧を含む）社会的問題や政治的疎外が生じ、

貧困問題を複雑化する。厚生的要因、例えば飲料水、

公衆・保健衛生、医療へのアクセスの可否などから

は健康面での疎外が生じ、貧困状況が増幅される。

文化的要因では、社会構造の根底にあるカーストの問

題、「ダリート」といわれる低位カーストの人々、あ

るいは（少数）民族・ジャナジャーティの問題等から

文化的差別が生まれ、貧困問題はさらに複雑化する2。

ネパールの場合、それに加えて地理的差異、つま

りカトマンドゥ盆地やポカラ盆地のような所と、タ

ライ、山間部との間に、物理的かつ社会文化的要因

を含む相異に伴う複合的疎外が生じ、地理的状況が

悪い方で困窮度が高まる。また地域的には国全体は

５つの開発地区（中央、東部、西部、中西部、極西

部）に分けられ場合によってはそれに対応した開発

投資等の差異もあらわれる。都会と農村の差異も加

わり、複合的疎外・困窮が生じ、貧困問題は一層増

幅される。

以上を勘案し、貧困（富裕)ピラミッドをイメージ

化すると、王族はその頂点になる。底辺には、例え

ば、極・中西部タライの各郡に広く存在するカマイ

ヤ3、山地ヒンドゥーの低位カーストのカミ、ダマイ、

第７章　貧困／人口

マハラジャン、ケシャブ・ラル

貧困の定義などについては、http:/www.worldbank.org/poverty/data/trends/index.htm も参照。

とりわけ、ネパール国家形成過程の近現代、特にラナ専制時代においてヒンドゥー教に基く「ムルキ・アイン」[国(民)の法]が
制定され、統治者の都合に良いようにヒンドゥー教以外の人々も含む全国民を、浄・不浄、可・不可触の概念を含むカースト制
に組み入れた。「同一犯罪に対しカースト身分に応じて異なった刑罰」のような差別は常識で、低位カーストの人々にとって極
めて不利なカーストのヒエラルキーが作られ、搾取構造が確立された (Vaidya and Manandhar 1985, LBMC 1994)。ラナをはじめ
とする統治者がこの制度を政治化し徹底的に利用してきた。その過程で低位カースト[他（少数)民族を含む)]の人々はより厳し
い貧困に陥っていった。なおネパールでは中世においても、例えばネパール（カトマンドゥ)盆地のマッラ時代に一種のカース
ト制がみられる。ムルキ・アインはその後改正され差別的条項が撤廃されたが、その社会的習慣は今日においても隅々まで蔓っ
ており人々の意識まで改革するには至っていない（Caplan,1975)。なお、マオイストの活動にはこのような状況に訴える所もあ
り、かかる貧困状態にいる人々にはこの活動を希望をもって支持する人もいる。なお、マオイスト問題については、Kumar,
2000も参照されたい。

カマイヤは年契約の住み込み農業労働者、またその慣習を指す。法的にはこの制度は2000年に突如廃止されたが、生活の術が
なくなった彼等の経済状況、社会的地位、人権は極めて脆弱で、生活の術を代替する何らかの制度的保証、サポートが無い限り、
彼らは主人のところへ戻ったり、森へ入ったり、都会でさまよったりすることが考えられ、生存が危ぶまれる。なお、関連文献、
INSEC, 1996やSharma and Thakurathi, 1998も参照されたい。

1

2

3
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サルキ4、タライの低地ヒンドゥーの低位カーストの

ムシャハール、極西部山地諸郡の少数民族ラウテや

西部山地タナフン郡の少数民族ボテ、あるいは中央

山地の少数民族チェパン、東部タライ・ジャパ郡の

少数民族サタール、カトマンドゥ盆地ネワールの低

位カーストの人々がくる5。

１－３　貧困の現状

貧困は多面性をもつがゆえに、計測は極めて難し

い。例えば、ある指標が低くても別の指標が高くな

ったりすることがある。経済的・人的低開発が貧困

を生む一番の要因であるので、一般的には経済的あ

るいは物理的困窮度をもって貧困であるか否かを計

ることが多い。その際、貧困線（poverty line）を利

用し貧困層の割合を導き出す。そのような貧困層は

ネパールの場合、全人口の４～５割だといわれてい

る6。ネパールでは、70年代以降、混合経済が実を結

びはじめ、経済が発展しだし、国民の所得が上がっ

たといわれる。しかしこの30年間、国民の生活水準

や貧困状況に関するデータが出始めてからその生活

水準は一向に変わらない。「手から口へ」と生活をせ

ざるを得ない人々は全人口の６割で、人口増加によ

りその数は増え続けている。1976年には570万人だっ

た貧困層人口が今は約920万人になり（World Bank,

1998)、貧困ピラミッドの底辺が広がっている。

この10年間、ネパール・ルピーで計上される一人当

たりのGDPは1989年の5,709ルピーから1998年の

15,187ルピーへと約３倍になっているが、ドル換算

したその数値はそれぞれ、207と227でそれほど大き

な変化は見られない(CBS, 1999)7。1977年の消費生活

水準調査では、一人当たり一日2,256カロリーの食糧

および最低必需品の合計出費2ルピー(1977年当時１

ドル＝12.5ルピー)を貧困線とし、40.3％を貧困層と

した（NPC, 1977)。同様に1985年の食糧、その他の

必需品、住居、教育、健康、安全など6つの点を考慮

した多目的家計支出調査は、年間出費2511ルピー

（1985年当時1ドル＝17.6ルピー)を貧困線とし、それ

を賄えない世帯を貧困層とした。その割合は42.5％

であった。さらに、1991年からの第8次五カ年計画で

は、同様な生活水準を満たし得る一人一日当たりの

支出（貧困線)を1990年の価格で6ルピー(1990年現在

1ドル＝28.9ルピー)とし、それ以下の49％を貧困層と

推定した（LDTC, 1997)8。70年代から80年代の終わ

りまでは貧困層は増える一方で、90年代初頭の民主

化を経て多少良くなる（貧困層が増える勢いが多少

鈍るが、依然として70年代の数値よりは多い)。しか

これらのカーストは「ジャジマニ制度」の中で労働・技能を提供し食糧を得る職業カーストで、不可触民とされ、近年は集合的
に「ダリート」といわれる。彼らは地域的に限定されることなくヒンドゥーの高位カーストのバフン・チェトリ同様、全国的に
広がっている。

世銀の監督で1995/96年に全国でサンプル調査的に実施された「生活水準調査」によるデータから、国民的貧困ピラミッドおよ
び地域的貧困ランドスケープを類推することができる（CBS, 1996）。また、同様なことは、農業プロジェクト・サービスセンタ
ー（APROSC）が行った、貧困度合いの調査からも確認され得る（Poudel, 1998a 1998b）。なお、この調査では、郡レベルの人
間開発指数を参考に、各開発地区のタライ、山地、山岳諸郡から１郡づつ、計15郡が対象として選定された。各郡内ではなるべ
く全地域を網羅するように15の行政村（VDC）が選ばれ、全国では225行政村にのぼった。そして、食糧自給度・調達度、厚生
ランキングなどについて、PRAおよび聞き取り調査法によるサンプルVDCの社会調査が行われた。これとは別に、国際総合山間
地域開発センター（ICIMOD）による、郡ごとの総合および各要素の開発指標も、開発が遅れている郡（貧困地域）を鮮明に表
している（ICIMOD, 1997）。それが依拠するのは、90年前半における17以上のソースから得た40以上の全国的データである。な
お小生は科研海外学術調査で、各開発地区の山間部から2郡（計10郡）を選び、その中の20VDCで社会調査を行ってきているが、
その暫定的集計においても類似の結果が出ている。これらの各調査・報告においては、方法が多少異なるため、貧困度がより深
刻な郡の順位は多少異なる。しかし順位による差異は問題ではない。そして、いずれの方法においても、一般的に山間部、中で
も中・極西部開発地区の山地・山岳諸郡は、貧困の度合いが一番厳しいとされる。その次にくるのは中部開発地区の山地・山岳
諸郡で、西部・東部開発地区はそれに続く。タライ諸郡の場合、経済的指標などは比較的良いのだが、人口密度が高いことおよ
び特定少数民族における生活状況が極端に悪いため、困窮度が高くなることが多い。

上述した「生活水準調査」によれば、年間4,404ルピー（一日に一人当たり2,124カロリーを確保する食糧費と最低必需品の費用
の合計を年間に換算した額、1996年現在1ドル=57ルピー)を貧困線として算定した貧困層の割合は42％である。しかし、国際比
較に良く使われる、「一日1ドル」相当の水準を貧困線とする場合、その割合は53％になる（NPC, 2000a)。さらに、エンゲル係
数が0.7以上の世帯を貧困層とするリプトンの概念を適用した場合、その数は7割近くにもなる（詳しくは、Lipton 1996を参照）。

例えば1974年における一人当たりのGDPは、1,434ルピーで、1999年における一人当たりのGDP の推定値は、16,680ルピーであ
り、10倍以上の開きがある。だが、ドルで表わした額はそれぞれ、137と242で、この間に倍にもなっていない（CBS 1987、
2000)。つまり、この間のGDPの成長はドル高傾向の為替と高いインフレにより相殺され、国民はほとんど豊かになっていない。

世銀は、これらのデータ（異なる年代に異なる項目内容を用いて行われた生活消費水準調査から算定される貧困の割合）は単純
に比較できないとし、最新のデータ（CBS, 1996）と比較できるよう独自に修正算定を行っている。それによれば、1977、85、
91、96年の貧困層の割合は、それぞれ、33%，41.4%，44.8%，42%となる（NPC, 2000a)。なお、この修正算定においても、90年
代初頭までは、貧困層の割合の増加傾向がみられる。

4
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し90年代半ば以降、政治が不安定になり、政治行政

の腐敗が深刻になったり、賄賂がまかり通ったり、

マオイストの活動が広がるなど、治安が悪化し、政

府の行政・統治能力が極端に下がり、貧困層はまだ

増加傾向にあると推定される。やはりネパールは、

ある意味で停滞のトラップにかかっていると言わざ

るを得ない。

しかし､それではカトマンドゥやポカラ盆地、ビラ

トナガル､ナラヤンガート、バイラワ・ブトワルのよ

うな工・商業地、ナムチェ、チトワンのような観光

地における豊かな生活は理解されなくなる。GDPは

一人当たりに均されたものであるが、他方、外国

（外貨)と関われる人とそうではない人との間の貧富

の差は拡大し、貧困ピラミッドの底は広く深くなっ

ている9。貧困の度合いは都会よりも農村の方が深刻

であるとともに、山岳諸郡、中・極西部地区の山地

諸郡でより貧困度が高い。少数民族である者やダリ

ートの世帯、世帯主が女性・寡婦で成人男性がいな

い世帯等の状態は絶望的でさえある。後述する多様

な開発政策によって東・中・西部地区の都市近郊農

村を中心に、都市―農村間の貧富の差が多少縮まり

つつあるが、中西部地区の農村ではその差はますま

す開きつつある（NPC, 2000a)。開発が叫ばれて久し

いが、あまり進展せず貧困状況が蔓延している。

貧困層・底辺の人々はさらに貧困になり、困窮度

が増していることはマクロ経済的指数の動向からも

よく理解できる。1984年を100とした単純労働者の平

均賃金指数は、1996年で211、1999年で271と、約2倍

から2.7倍になったが、これに対して、1983年を100

とした全国平均の消費者物価指数は、1996年で330、

1999年で417と約3.3倍から4.2倍となっている（CBS,

2000)。つまり、賃金上昇率より物価上昇率の方が非

常に高く、底辺の人々の自分の労働に対する実質的

対価は減っており、昔より貧乏になっている。

さらに、1990年の民主化後の三権（立法､行政､司

法）機能の低下、蔓延する構造的腐敗、急速に低下

する治安が、人々の生活を日に日に根底から揺るが

し、あらゆるショックに対する彼らの対応力を弱ら

せ、抵抗力をなくし、特に底辺層は「今日この時間」

をしのいで生きているのみとさえいえる。政治の腐

敗､賄賂等は、特に90年代以降の問題とはいえないが、

民主化後その件数は増え、国民生活の隅々まで行き

わたるようになった。また、政治家たちは以前と異

なり、自分たちと同等の生活をする普通の人々、時

にはアフノマンチェ（仲間や親戚)で、選挙の際自ら

投票した人たちである。その後、彼らの生活の違い

や態度の豹変のため、一般の人々は自らの状況を小

さく感じ、自らの存在すら惨めに思い、自尊心を失

い、その面でも貧困状態に近づく。

１－４　貧困の蔓延

貧困が一番蔓っているところは、国民の8割以上が

住む農村地域である。中でも中西部開発地区の山間

農村部はいかなる指標を用いても下位に位置し、ど

ん底にある10。近年大きな政治・社会問題となってい

るマオイストの拠点もこの地域で、いくつかの郡は

支配下に置かれ、無政府化している。農村に貧困が

蔓るのは、長年にわたる農業の不安定および低成長、

他産業の未発達、社会経済的インフラの少なさ、人

的資源形成に貢献できる社会サービスの欠如、機能

せぬ行政、近代システム的構造・制度等が未整備の

まま崩壊しつつある伝統社会の仕組みのためだとい

える11。農村地域の住民にとって一番の生業で、GDP

の4割も占める農業は国の基幹産業で、あらゆる意味

で重要である。だが、その農業の成長率が非常に低

い。近年における農業の成長率は、同期間の人口増

加率と有意な差がなく、上述した生活水準の停滞は

これによるところが大きい。

例えば、1996年における貧困層の割合は42％だが，都会ではそれは23％に過ぎず、農村では44％にも上り、約２倍の違いがあ
る（NPC, 2000a., World Bank, 1998）。なお、貧困の度合いにおいても都会と農村の間には２倍以上の差がある。

例えば、1985年には全国の貧困層41.4％に対して、山地諸郡は50%、山岳諸郡は44%、タライ諸郡は35％であった。1991年にお
ける同数値は、それぞれ44.8%、64%、64%、34%であった(NPC, 2000a)。しかし、タライでは人口が多く、その増加率は一段と高
いため、割合が一定でも貧困層の絶対数は増えている。

伝統社会が貧困層に特別やさしいというわけではない。近現代社会だけを考えると、上述したようにむしろ逆である。しかし、
人々が一定の地域に住み、コミュニティを成し、先祖伝来脈々と伝承される構成員の相互扶助を念じた社会組織が形成される地
域社会がある。時代の流れとともにこれらの社会組織・地域社会は変容していく。だが、急速な変化にこれらの社会組織・地域
社会はしばしば対応しきれず、過渡期には名も形もなくなるほど崩れることがある。その際、代替組織・仕組みが保証されない
場合、構成員は路頭に迷い、耐え難い損失を被ることがある。ネパールにおける各民族の地域社会においてもこのような過渡期
的現象がみられる。ネパール・ヒンドゥー社会におけるジャジマニ制度の変容、ネワール社会におけるグティの変容、タカリ社
会におけるディクールの変容はその数例に過ぎない。なお、これらのことについては、Caplan, 2000、Gellner et al. 1997、
Toffin, 1990、石井, 1992、飯島, 1982などが詳しい。

9
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この間、面積当たりの生産高が増えたのは、穀物

では米と小麦のみで、また食糧の大半、栽培面積の

半分以上を占める米の数値は、1962年の2トン/haか

ら1998年の2.4トン/haとなったのみである。その間、

年間籾米の生産量は220万トンから370万トンへと1.6

倍に増加したが、増加分は主として栽培面積の拡大

（110万ha→150万ha)によるものである。それも90年

代の初頭から頭打ち状態である。険しい山々を麓か

ら天辺まで耕し、文字通り畑がピラミッド化した今

日の総農地面積は260万haであり、今後、可耕地の拡

大で生産を増やしていくのは非常に難しい12。農業の

停滞的成長の背景には、気候、気温・降雨量・日射

量の季節・地域・地理的変動等の、厳しくて多様な

自然的地形的状況から来る制約がある。これらの制

約条件とも絡み、旧態依然の農業が続き、灌漑､農道

などの基本的インフラの不足、化学肥料、高収量品

種などの投入材の不足・不一致、投資・信用の不足、

流通市場形成の難しさの問題が生じている。さらに

農政の未整備・不一致、普及員や技術研修の不足・

不一致、住民側の行政サービスの受け皿の未形成の

問題がある。高収量品種や化学肥料を活用しその効

果を発揮させるにしても、安定的計画的栽培にして

も、栽培作物の多様化・多毛作化等農業経営の多角

化にしても、自然の雨に任せるだけでは安定的上昇

は期待できず、潅漑は非常に重要である。しかし、

260万haの農地に対し、1998年現在、潅漑されている

農地面積はたった58万haで、うち44万haはタライ地域

に限定され、山地では14万haしかない（CBS, 2000)。

そこに農業停滞の大きな原因があると思われる。

いくばくかの農政上のサービスも、行政の不徹底

のため担当職員が赴任地に行かないなどという、制

度と現実の不一致問題が生じている。これは貴重な

資源の未使用・悪用を招き、生産にはつながらず、

農業は遅れていく一方である。農業はその人口を扶

養することができず、貧困の代名詞にもなり、蔑視

されることさえある。

１－５　他の産業

国内資源を活用し人々に働く場を提供し経済を支

える産業として、製造業と観光業が挙げられる。製

造業は大きく工場的なものと家内工業（Cottage

Industry)的なものに分けられ、ほとんどが民間によ

って営まれている。1995年で前者は約4,500社あり、

約24万人に何らかの仕事を与え、290億ルピーを投入

し495億ルピーを生産し、205億ルピー（従業員一人

当たり約8,000ルピー）の付加価値を生んでいる

（CBS, 2000)。その後1996年には235社、1997､1998年

にはそれぞれ100社ずつ民間によって新しく設立され

ている。一方、公社は1995年には169社も設立された

が、その後は毎年数社に止まっている。これは民営

化の流れによるものであろう。家内工業の場合は

1998年には約１万社が登録されており、約9万人を雇

用し、96億ルピーを投入し200億ルピーを生産し、

104億ルピー（従業員一人当たり約12,000ルピー）の

付加価値を生んでいる。

カーペットは主に先進諸国へ輸出されるが、それ

を製造する企業は1994年には719社で、約6万人を従

事させ、約54億ルピー（従業員一人当たり約9,000ル

ピー）の付加価値を生んでいる（CBS, 2000)。農産

物を原料とし加工等を行い、食料品､調味料、飲料水、

酒類など輸入代替物を作る業者は850社で3万人を従

事させ、約40億ルピー（従業員一人当たり約13,000

ルピー）の付加価値を生んでいる。主に輸出向けの

ガーメンツが作られる縫製関連は300社で2万5千人を

従事させ、約20億ルピー（従業員一人当たり約8,000

ルピー）の付加価値を生んでいる。縫製業界に原料

を提供する繊維関連は300社あり、1万5千人を従事さ

せ、約10億ルピー（従業員一人当たり約7,000ルピー）

の付加価値を生んでいる。また、もっとも家内工業

的な土器（統計上の区分は明確ではないがレンガ製

造を含むと考える）づくりが550社で5万5千人を従事

させ、約8億ルピー（従業員一人当たり約15,000ルピ

ー）の付加価値を生み、もっとも高い数値を示して

いる。

一方、観光関係では、1998年に1億5千万ドル（現

農業・地域の開発課題については、Maharjan 1998、マハラジャン 1999bなどが詳しい。12
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在1ドル=74ルピー)相当の外貨収入があった。同年に

おける観光客数は46万人で、インド人の14万人に次

ぎ、日本人は3万7千人だった。アメリカ人､イギリス

人はそれぞれ3万5千人、ドイツ人､フランス人は2万

人強、オランダ人､イタリア人､オーストラリア人は

それぞれ1万人強であった。観光客の数は1995年の36

万人から堅調に増加している(CBS, 2000)。その間、

なんとなく休暇を過ごす観光客が18万人から26万人

に、トレッキング・登山と明確な目的を持つ観光客

は8万人から11万人に増えた。トレッキング・登山に

訪れる観光客は比較的長期間滞在し、ポーターやサ

ーダーなどの現地「シェルパ」を多く雇うので、農

村人口の雇用にも一役買っている。

これらの産業が人々に就業機会を与え、彼らの生

活に一定の貢献をしていることは間違いない。しか

し、その数は最大に見積もっても50万人に満たず、

貧困層の底上げには程遠い。そしてこれらの産業に

仮に資本蓄積ができたとしても、うまく経済特区が

でき、輸出向けの近代的生産がすぐ可能になるとも

限らない。また、観光にしても輸出業にしても、消

費国の政情、社会経済状況、環境や人権のような問

題に絡む国際世論等に大きく左右されるので、非常

に不安定である。さらに、国内の政情不安、治安の

悪化、サービスの質の低下等がそれに輪をかける。

ゆえに、現状ではこれらの産業は特定の地域やその

住民の経済向上に貢献しても、貧困対策に関し安心

できる手助けにはあまりならない13。

１－６　貧困問題に輪をかける人口動態

貧困問題に輪をかけ、さらに複雑にするのは人口

問題、とりわけ依然として2％以上の高い人口増加率

である。人口の大半は貧困ピラミッドの底の部分を

構成し、非常に高い移動性をもち14、社会福祉問題、

食糧問題、職業問題等を誘発する。上述したように、

人口増加に伴い、たとえ全人口に対する貧困層の割

合が変わらなくても、その数は30年間で570万人から

970万人にと増え、扶養する余力のない農村から都会

へと人口が流出している。その人々は、都会で不特

定の場所で不安定な形でスラムを形成し、職業面で

も不安定で、都会の下層（貧困）住民を成し、農村

よりも劣悪な状況を呈する。ここには社会のあらゆ

る矛盾や犯罪まがいのものも蔓り、友愛・厚生的対

応が欠如してしまうことがある。

１－７　蔓延する貧困状況における住民の対応

農村地域内の貧困状況に対して人々は古くから出

稼ぎをもって対応し、生計を立ててきている。グル

カ兵がその典型的な例であろう。その他、多くの出

稼ぎ者は体一つで村を出、カトマンドゥをはじめと

する国内の都会、ニューデリー、ムンバイ、カルカ

ッタ、バンガロール等のインドの都市部、農村部を

含む北部インド等で、農作業からありとあらゆる肉

体労働に就く。言ってみれば名声の高い勇敢なグル

カ兵も、名の無いニューデリーの路地裏の荷運びも

紙一重である。それに加え、近年は計画・無計画的

に、ある時は非合法的手段も含め、中近東、マレー

シア、タイ等の東南アジア、日本、韓国、台湾、香

港等の東アジア、アメリカ、イギリス、ドイツ、フ

ランス、オーストラリア等の欧米等の諸国への出稼

ぎ者（多くは肉体労働)が増えている。ネパールでは、

各５世帯に少なくとも一人、時には全世帯員が出稼

ぎに出ているといわれ、彼等による送金額は、国民

の総所得の27％にもなる（CBS, 2000)。

つまり、ネパールの政府が農業の開発に然るべき

力を注いで来なかった分、農村人口を農業・農村内

だけで扶養するのは難しい。そのような状況に対す

る住民の対応は出稼ぎであり、それが移動人口をつ

くり、かつそれが近年増大している。農村に残るの

は、ばあちゃん、じいちゃん、かあちゃんの「三ち

ゃん」であり、女性が中心になり留守宅を預かり、

農村を形成し、農業を営む。そのような状況下で農

村の多くの仕事を担うのは、ばあちゃん、かあちゃ

んなどの女性が必然的に多くなり、ジェンダー上問

題視されることもある。また、派生する問題として、

「働き手」を確保するため、皮肉にもその「働き手」

の人的開発につながる多くの機会（就学、技能等の

訓練､社会参加など）を彼女達から奪い取る、という

90年代初頭におけるカーペット産業の落ち込みは、同産業内の児童労働、染色に使用される化学物質の環境への影響に対して、
国際的批判が高まったためである。逆に、90年代後半に縫製産業が伸びたのは、インド、パキスタンが行った核実験に対する米
国の制裁（割り当て制の一時停止）のあおりである。また、最近観光業が“Visit Nepal”等の特別企画にもかかわらず伸び悩ん
でいるのは、度重なるスト、マオイストによる活動などの不安定な国内情勢のためである。

人口移動のダイナミズムは基本的に北から南への流れで、山岳地域から山地そしてタライへと移動する。このことも含めてタラ
イの人口増加率は非常に高い。なお、1981年および1991年のセンサスを利用した地域間人口移動の分析に関しては、マハラジャ
ン, 1995が詳しい。

13
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矛盾した構造的問題が存在する。貧困であればある

ほどこの問題は厳しい。そこに男女に対して異る社

会認識が重なれば、問題は一層深刻になる。貧困状

態が悪循環に入り込み、出稼ぎの延長線上で特定地

域との関係と結びついてしまうと、「生きるため」身

売りされる農村女性も多く、劣悪な状況に陥る。や

がて彼女達は、人に、社会に、政治に、制度に搾取

され、心身ともに蝕まれ、時にはエイズ等の治療不

可能な病にかかることもある。貧困のあまりに彼女

達の身売りに直接・間接的に荷担する人には、不幸

にして、身内、友人が少なくない。

農村からのこの人口移動は、「押し出し」によるも

ので、貧困層出身者が圧倒的で、低位カースト、ジ

ャナジャーティにおいてその割合が非常に高い。貧

困問題は全ての問題の根本であるだけに、うまく対

応しないと悪循環を作り出し、スクムバシ（スクウ

ォッター）問題に見るように、なかなか解決できな

い。それは政治不安、あるいは最近見られるような

マオイストの反政府勢力の温存にもつながり、もと

より厳しい住民の生活は、身の安全の面でも成り立

たなくなり、無政府状態になる恐れさえある。

２. ネパール政府による貧困対策

上述した貧困・人口問題に対して、ネパール政府

は今まで色々な方法で対策を取ってきた。プロジェ

クトものも含め、主要なものは以下のとおりである。

地理・地域的要因による複合的疎外・困窮からなる

貧困に対するRemote District Program（特定僻地対

策)、Special Area Development Program（最も開発

が遅れている山間部にある25郡を対象にしたセクタ

ー方式を取り入れた開発政策)、Vulnerable District

Program（マオイスト影響下地域対策が主なもので、

その内容は食糧〔運搬〕に対する補助、地方交付金

の使途、予算執行などでの別配慮）等。日本でいう、

ふるさと創生事業に似た、アフノガウン・アファイ

バナウン（自分の村を自分で作ろう）というプログ

ラムは、各行政村（VDC)に年間50万ルピーの特別予

算を交付し、同じく各郡（DDC)に年間200万ルピー

を交付する15。これは農村・地方振興対策であり、地

域的対策と理解される。

同様に、Small Farmer Development Program は、

小農用の開発プログラムで、経済的対策である。

Women Development Program や Gramin Bikas Bank

等は小農・女性を対象とした経済的、社会的対策で

ある。農業・農村振興関係の Crop Diversification

Program、Hill Agriculture Development Program、

Livestock Development Program、Rural Infrastructure

Program, Rural Energy Program, Community Forestry

Program 等々は、経済的、技術的対策である。また、

Water Supply and Sanitation Program、Primary

Health Care Program は健康・厚生的対策である。さ

らに、Basic and Primary Education Program は教育

的、文化的対策である。そして最近出来上がったば

かりの Bisheshwar Programは特に農村内雇用創出を

目的とした複合的対策プログラムである。その他、

いろいろなAwareness Programがあるが、それらに

は人権、環境、健康、教育、保健衛生、母子健康、

ジェンダー、文化など各種の問題に対する住民の意

識を高めるプログラムも多くあり、総じて社会・政

治的対策と理解される。

以上、ネパール政府の対策は、その政策目的達成

度はさて置き、農業を基軸にしながら、成長と公平

な分配を両立させるよう成長目標を定め、セクター

方式とターゲット方式との間にバランスをとる形で

作られているといえよう。そこで目指されているの

は以下のような点である：可能なところでのインフ

ラ形成、可能な限りの技術移転、そのための組織化

の推進、信用と貯蓄のセットでの推進・活用、人的

資源開発、そこからの雇用の創出・拡大、付加価値

創出、広範囲にわたる国民の実質収入の増大、住民

の意識向上や社会性の充足、不平等の可能な限りの

是正、人々の貧困からの脱出を伴う国の発展、全国

民のより良い生活の確保。以上の基本的考えをもと

に第9次五カ年計画(1997－2002)では貧困層を42％か

ら32％へと減らし､20年先には10％まで減らす目標が

「アフノガウン・アファイバナウン」は創設時（UML政権）には30万ルピーの特別交付金が出された。その後政権は変わり、ス
ローガンは言われなくなったが交付金額は50万ルピーに増やされた。

15
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定められている（NPC, 1998b)。

人口問題に特定した対策としては、まず、人口増

加の抑制を目的とし「ハミ・ドゥイ、ハムラ・ドゥ

イ(我々は二人、我々の二人)」のスローガンに代表

される長期にわたる家族計画があげられる。それに

加え、近年はリプロダクティブ・ヘルスプログラム

も推進されている。いずれの場合も具体的には家族

計画（避妊〔用具・方法〕）、母子健康に関する教

育・普及、少子化の長所の確認・普及を内容とする。

そして、健全な人口の育成として、各種予防注射、

ワクチン、公衆衛生、対疫病の医療が、町や村でグ

ムティ・トリ（移動診療）の形態も取り入れながら

推進されている。

以上の対策に関して世界銀行、国連開発機構、世

界保健機構、アジア開発銀行などの国際機関や先進

諸国のODA、各種国際・現地NGOがそれぞれの得意

な分野において資金、技術、人材、ソフトをもって、

（形式的には)ネパール政府の要請のもとに援助を行

い、政府への協力・補完を行い、一定の成果を上げ

ている。とりわけ、道路、発・送・配電、灌漑など

のインフラ形成は、ネパール政府自前では不可能に

近いだけに援助の意義が大きいと考えられる。これ

らの基幹インフラの二次的誘発による、社会インフ

ラ網の形成における効果も無視できない。この二次

的インフラ網の整備が、特に貧困層の雇用に有意義

である。Food for Work Programはその好例である。

統治（Governance）に関連するものとして、

UNDPの Local Governance Program (LGP)や

Participatory District Development Program (PDDP)

などは有意義であろう。これらは地方行政の梃入れ

となり、郡レベルにおける開発行政のシステムを確

立する方向で、地域住民を行政と関わらせる効果を

もつ。また、自らの能力を確認させながら開発に仕

向けたり､在地の資源利用を適正化し持続性を保つ方

向へ仕向けたりする効果をもつ。

開発プログラムにおいては、近年受益者(地域住

民)へのサービス付与(Service Delivery)手段として受

益者の組織化を促し、公共性を確保するため、組織

に一定の義務・権限を与えて責任感を培養し、参加

型プロジェクトを運営して援助を実施するものが多

くなっている。中でも、デンマーク、イギリス、ア

メリカ、スイス、ドイツ、オーストラリアや日本な

どが関わっているコミュニティ・フォレストリは、

集落と森林の両立を図り､女性を中心とする住民を組

織化し、住民のニーズに応じて森を利用しながら、

森林・環境保全を可能にしている意味で特記すべき

である。同様に受益者をグループ化し、広範囲に展

開しているプログラムでは、UNDPの飲料水充実化、

小規模灌漑施設の補修・維持、代替エネルギー拡充

に関するもの、ドイツの生産技術の普及を図るもの、

EUの家畜経営の充実化に関するもの等が注目に値す

る。

なお、近年、受益者の組織化を前提条件とする開

発プログラムにおいて、組織の中心的活動となるの

は(小額の)定期的貯金であり、受益者グループは小

規模金融活動も行うことになる。小規模金融活動自

体も貧困層に対する有効なプログラムで、カナダや

北欧の有意義な関わりも注目すべきであろう。

３. 貧困問題における開発課題

３－１　農業・産業面での課題

上述したように貧困の蔓延の根底にあるのは農業

の低成長、および冷え切った農村の現状である。こ

の現状から脱出するための開発課題として、まず重

視すべきことは、農業振興における短期的計画・実

施に裏付けられる中・長期的計画である。農業開発

に関連して重要なものに、潅漑、農道、市場、貯蔵

施設などのインフラ的なもの、化学肥料・高収量品

種の利用、機械化、信用事業等の中間投入材的なも

の、多毛作化、商品作物の推進、家畜、果樹との複

合経営などの技術・経営的なもの、普及活動、組合

活動、教育・研究などのソフト面を含む制度的なも

のがある。中でも灌漑は、他の農業技術・政策の効

果を発揮させ生産性を高める役割を果たすため、も

っとも重要である。その普及、整備は大規模事業に
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限らず、小規模レベルで、小農の利用を充分に考慮

し、河川の上・中・下流住民の利用の調整も図りな

がら行われるべきである。その際、灌漑面積は栽培

面積の２割強の現状から８割（タライでは可能な限

り全部、山間部では半分以上）を目標としながら着

実に一歩づつ進んでいく必要があろう。

その後、道路などの基盤整備、品種改良、営農指

導・普及などの農業生産面の環境整備や流通改善、

金融整備といった技術・政策面での支援を実施し、

生産性を高め、農業に対して構造的に再投資を行え

るように「儲かる」（他部門から農業に資金が流れ込

む）ような、農業を展開させることが不可欠である。

それは端的に言えば、商品価値の高い農産物を作る

ことであり、都市近郊の多様な野菜作、柑橘類を中

心とした果樹作、貯蔵・輸送に比較的問題が少ない

養蚕、スパイス類、茶、コーヒーなどの工芸作等に

代表されるような、地域特異的振興である。また、

農業経営の多角化、複合化においては、酪農､鶏卵･

鶏肉、養豚などの展開も重要である。その際､導入さ

れる技術等は現地にとって適切で「在地化」できる

ものが望ましい。さらに、農村の生活基盤の充実化、

森林資源などの持続可能な利用を考えながら、低投

入の開発と環境保全の両立を図る必要がある。

次の段階では、農業の発展を土台に、農業と密接

に関係を持つ非農業部門の製造業、観光関連の分野

を充実させ、農業・非農業部門が互いに貢献し合う

体制を作り、部門の複合をはかりながら経済全体を

「好循環」に導き、離陸させる必要がある。紅茶、柑

橘類、薬草、養蚕、畜産、羊毛等の地場産業の育成、

流通システムの開発による地域特産物の商品化、エ

コツーリズムや農村観光はその好例であろう。中で

も養蚕16､羊毛は、ネパールでは多額の外貨を稼ぐ重

要な産業であるパシュミナやカーペット産業と直結

する可能性があり、育成していく必要性が高い。

こうして、貧困対策において育成すべき農業以外

の開発課題として、以下のものが挙げられる：製造

業（農産物を原材料とする食料品加工業など)、零細

中小企業（パシュミナ、カーペット、繊維､縫製等に

関連)、農村のエネルギー供給に関連する産業、化学

肥料製造業、製紙・製薬等現地の原材料を多く使い、

輸出用あるいは輸入代替用の製品を作る産業など。

観光については、登山・トレッキング、農村観光、

エコツーリズム、国立公園観光、文化観光を基本に

し、世界自然・文化遺産を活用しながら、観光客の

ニーズも勘案し、トレーニングなども充実させなが

ら発展させていく必要がある。観光客には比較的購

買力が高い日本人が多いことも、この業界の今後の

発展に関して示唆的である。

ネパール経済は低成長の農業に過度に依存してい

るため、低成長のトラップに陥っているという一部

の批判は東南アジアなどに比較すれば否定できない。

ただし、現段階で様々な要素（GDPにおける農業の

割合、産業の現状、就業状況、農村人口、識字率や

教育水準、技術水準、政治状況、外交、国内資本形

成等々)を勘案すれば、段階論的にも、国の受容能力

（Absorption Capacity)論的にも、農業､そして農業を

ベースにした製造業の振興が重要であると思われる。

また、これらは日本の得意とする分野でもあり、今

までいろいろな形で協力・貢献してきている分野で

もある。上述したことは、今までの日本の協力の延

長線上において、必要に応じて多少の工夫を加える

ことで、実現可能なものであると考えられる。

その他、移動人口・出稼ぎ者に対する技能訓練を通

して人的資源の質を高め､付加価値の産出を可能に

し、国の開発を図ることも重要である。近年、出稼

ぎ者は、様々な理由で増加する一方だが、日本もこ

の問題への協力体制の整備を目指し、先見的・創造

的姿勢をもつことが望まれる。

また、ハングリー精神をもつ人が多く関わるスポ

ーツの振興も貧困対策の一手段になり得る。武道外

交で有名な日本のネパールへのJOCV活動では、体育

教育も重要なウェートを占めている。スポーツ振興

においても日本が果たせる役割は大きい。

３－２　地域・地方制度面での課題

上記の開発政策を広く行きわたらせるためには、

その意味では、近年日本が関わってきている養蚕振興は、ネパールの山地の気候、地形、輸送、貯蔵などの条件面からも、推進
する価値があると考えられる(マハラジャン, 1999a)。

16



第２部　現状分析
第７章　貧困／人口

137

政策実施における住民参加が不可欠である。住民の

組織化をはかり「開発受け皿」を形成するのがその

第一歩になる。開発政策の失敗例ではこのような

「受け皿」の欠如が大きな要因になっている。「受け

皿」作りは、90年代において顕著になる現象で、ほ

とんどの開発プログラム実施者が、計画の実施上そ

れを一つの条件にしてきた。これは、住民の参加を

得る一歩前進した方法で、成果が上がっているとこ

ろもある。しかし、たとえ「受け皿」による住民参

加を確保している場合でも、政策･プロジェクトごと

に半ば強制的に組織が作られ、それらが村内でも重

複し、横の連携もなく、組織メンバーも重なること

が多い。組織化は外部指導によって進められ、その

ため、個々のメンバーにとっては、目的と方法など

の理解もままならず、意識面での調整も困難になり

がちである。

この方法では専門的な組織が多くでき､排除される

人も多くなる。その上「受け皿」と開発政策･機関

（NGOを含む)との間には一元的･個別的な開発への介

入の関係しか成り立たず、関係は非常にもろく、「プ

ロジェクトが終われば全てが終わり」となる可能性

が非常に高い。住民のニーズを正確に把握する指向

性のないコンサルタントや一部の人の意見を中心に

実施され､結果が急がれるような政府(ODA)・I/NGO

プロジェクトには、往々このような状況が見られる。

上記の問題点を改善するため、受益者の末端レベ

ルで、開発政策の「受け皿」となる総合的組織を形

成する必要がある。この総合組織は､昨今の流行のよ

うに「外部からくる開発援助を受けるだけのために、

外部指導により組織化」されるべきものではない。

その組織は地域社会を土台にし、自発性および従来

からの相互扶助の理念に立脚し、地域で内部化され

なければならない。このような総合組織を「開発受

け皿」とし、当該地域に内外から投入される全ての

開発資源を内部化する必要がある。その場合、導入

される技術などを可能な限り「在地化」し、開発援

助の重点化・有効活用を推進し、効果を充分に引き

出すようにしなければならない。また、従来の、プ

ロジェクトごとに複数の組織が存在する弊害も克服

されねばならない。

このような総合組織は、１ガウン（集落・自然村)

に一つとする。自然村が大きければ例外もあり得る。

また自然災害等の緊急時には一時的な組織を作るこ

ともあり得る。この集落レベルの組織を、開発行政

上、Community Based Comprehensive Organization

（CBCO)とし、「開発受け皿」の末端に位置づけ、必

要な多くの機能を付与する。これらの CBCO を

Village Development Committee （VDC=行政村)

レベルでまとめ、Village Based Comprehensive

Organization （VBCO)とする。VDCレベルでは村議

会と横の連携をはかりながら開発政策の選定･実施の

調整を行うことになる。さらに、これらのVBCOを

郡(DDC)レベルで連携させるため、各郡にDistrict

Based Comprehensive Organization （DBCO)を設け

る(図4-1)。各郡のDBCOは「開発受け皿」における

当該郡の本部とし、郡関係の内外の開発政策はここ

で調整し、より効率的に実施する。開発政策の目的

や内容により、いずれのレベルの「開発受け皿」も

「開発」の実施主体になり得るが、最終的にはCBCO

を軸にしながら住民参加を確保することになる。一

方､開発機関と「開発受け皿」との接点はDBCOが軸

になるため、その関係は当該郡において窓口が一本

化されることによって、従来よりは包括的で連続性

が確保でき安定性が増す。また、住民のニーズを制

度的にボトムアップという形で郡まで汲み上げるこ

とが恒常的に可能になる。

その際､今までは政策･プロジェクトや援助機関ご

とにバラバラである予算も、地域ごとに重要ないく

つかの政策に絞り込み､政府、ドナー、NGOsが協議

を行い、得意な分野・地域を担当し、いわゆるター

ゲット方式を用いて予算を集約する。郡内の地域

（集落・行政村)や分野(技術・普及､教育・学校､厚

生・ヘルスポスト､飲料水、農道等)の調整を行い、

必要度の順位を付け、年限を切って実施する。この

開発政策実施方法が実現すれば、各省庁の垣根は克

服され、住民本位の開発が促される。すなわち、最
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大限の在地技術･資源･労働の活用、住民のニーズの

考慮、あるいは地方分権を促し、ひいては、限られ

た予算・資源を有効活用する方向での統治の改善に

もつながる。また「開発受け皿」が相互扶助の理念

を内包する総合組織となれば、参加型モニタリング

と評価も実現でき、開発プログラムの計画･実施の透

明度・参加度が高まり、不正防止や政治･行政の浄化

にもつながり得る17。

このような組織化の推進は重要な開発協力の一つ

と考えられるが、今日まで本格的にこのような開発

協力を考案し実施した開発関係国・機関はみあたら

ない18。その主な理由として、ここで提案するような

「開発受け皿」作りが非常に時間のかかる息の長い作

業で、成果の見定めも難しい点がある。また､そのプ

ロセスは、ドナー側にすれば前例の無い骨の折れる

作業であり、またネパールからは内政干渉ともとら

れかねない。本来ならばこのような政策はネパール

政府が自ら率先して実行すべき事柄である。ただ今

日のような貧弱な財政､不安定な政情、低い行政・統

治能力などを考えるなら、その実施方法・時期は慎

重に見極める必要がある19。なお、実施の際には、上

述の貧困ピラミッド、貧困ランドスケープを充分に

考慮し、貧困の度合いが厳しい所を優先し、「開発受

け皿」形成ができるところから、順次に開発プログ

ラムを推進することになるであろう20。また、対象と

する郡を特定した時に、集落・行政村のような小単

位の地域レベルにおける貧困ピラミッドやランドス

ケープが無い場合は、PRA（Participatory Rural

Appraisal）などによる調査を実施し、それを作る作

業からはじめる必要があろう。

日本はこの種の協力を今まで不得意としてきたが、

今後は中･長期的な視野をもって、協力の効率を高め

るためにも、取り組んで行くべきであろう21。それは、

最近の貧困削減に関するネパール政府の取り組み､自

己改革、オーナーシップの認識、関連政策の実施等

に対する援護にもなる。また、ネパール政府が持続

的に一貫性のある政策を取れるようにする環境を整

備することにもなる。この点も今後は開発協力上認

識を深め､広くアピールしていくべきであろう。

ネパール政府の行政・統治能力が非常に落ちていることは上でも述べた。実はこのことはネパール政府自身が一番良く知っており、
その原因を自己分析し、外国の援助を有効に活用するため、public expenditure review (公的支出の見直し)等をとおしてその改善策
を模索している（World Bank, 2000）。そこでも、統治（governance）の問題、地方分権、不適切な予算配分・執行、多くのプロジ
ェクトに分散された小額の予算、オーナーシップが欠如したドナー主導プロジェクトの多さ等の問題が指摘され、改善策が提案さ
れている。その意味でも上記の「開発受け皿」の形成は重要な意味をもつ。なお、Maharjan, 2000、 Maharjan and Bhusal, 2000 も
参照されたい。

ネパールでは「サジャ」の名で協同組合活動が早くから導入され、その活動も農業､生活､出版、運輸など多分野にわたり、全国的広
がりを見せている。その意味ではネパール国民は伝統的な社会組織だけではなく近代的な開発組織の経験も有している。しかし「サ
ジャ」の協同組合は各分野に特化され、異なる分野の組合との間に連携はほとんどない。また「サジャ」農業協同組合にしても生活
協同組合にしても、資材・生活物資の売買が主たる業務となっており、商社的性格が強く、ここでいう「開発受け皿」となる組織と
は根本的に異なる。なお、「サジャ」協同組合の動向については、CDD, 1987も参考になる。

実は、ネパール政府は最近になって開発が遅れている郡を念頭に、貧困対策における特別な施策として 貧困軽減基金（Poverty
Alleviation Fund）を形成し、中央政府の指導のもとで、郡レベルに地方信用基金 （Local Trust Fund）をつくり、NGOsの理解も得な
がら、VDCとも協議し、ターゲット方式で、集落にある諸組織を活用しながら開発プログラムを実施する施策を打ち出している

（Koirala et al., 1992、Sharma and Ghimire , 1997、NPC, 2000）。この施策は、セーフティネットを念頭に、多人数による有効需要に基づ
き、人的資源開発､インフラの整備、信用を中心としたプログラムに予算・資源を重点的に配分するとしている。だが、プログラムの
調整は全て中央で行われ､基本的にはトップダウン方式にほかならず、施策全体が信用プログラムの有無､内容に大きく左右される恐
れがある。また、似たような考え方に基づき、25の低開発郡(東部地区は山岳諸郡から3郡、中央地区は山岳諸郡から3郡および山地諸
郡から3郡、計6郡、西部地区は山岳諸郡から2郡および山地諸郡から1郡、計3郡、中西部地区は山岳諸郡から5郡および山地諸郡から4
郡、計9郡、そして極西部地区は山岳諸郡から3郡および山地諸郡から1郡、計4郡)における特別開発政策のマスタープランも提案され
ている（APROSC , 1999a, 1999b）。さらに、今年になってマオイストの活動の影響が強い郡において、各省庁による開発予算を、コモ
ン・バスケット方式で一カ所にプールし、予算執行する方策をとった。これもターゲット方式に基づきその効率を高める狙いで実施
されたのだが、今のところマオイスト活動の前に、政府の行政・統治力のなさを露呈するのみである。さらに、この方策は最近にな
って治安確保の目的で警察行政と合体されるようになり、極端な例であろうが、ついには軍までも出動することになった。政治が流
動化する中で、この施策の行方は不明であるが、政府とマオイストとの間に対話がもたれており、それを見守りながらこれらの政策
の有効な運営と成果に期待したい。

その意味では、山間部とタライの間で大きく地域の順位をつけ、中・極西部開発地区、中部開発地区、西部・東部開発地区の順
に、それぞれの地区で最も貧困度が高い（複数の）郡を選定し､ターゲット方式を軸に、貧困対策開発プログラムを実施するこ
とが望まれよう。

日本も最近、一部の国・地域においてこのような組織作り､地方行政の梃子になるようなソフト指向型協力をし始めている（河
村, 2001、河村教授との個人的懇談）。
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20

21
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図７－１「開発受皿」となる総合組織の概念図
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1. 森林保全

柳原　保邦

１－１　森林と利用人口の分布

主として気温・降雨量・土壌タイプの因子に規制

され成立する森林の各開発地域毎の分布は表8-1のと

おりである。

ここでいう森林とは、基本的に林業以外の直接的

利用の目的はなく、対象面積の10％以上が樹冠で覆

われた土地をいい、植林目的のための一時的伐採跡

地を含む。叢
そう

林とは植生としての樹体に主たる幹が

認められないような樹木から成る森林をいう。

上記の森林面積につき、これを森林利用の視点か

ら各地域の到達可能森林及び到達不可能森林に区分

すると表8-2のとおりである。

ここでいう到達不可能森林は傾斜45度以上の場合、

また急斜地に囲まれたあるいは地すべり地等物理的

な障害がある場合、また保護区を中に含む森林の場

合はこの区分に含まれている。なお、この区分は

MPFS (Master Plan for the Forestry Sector)1998の定

義とは異なる。すなわ、MPFS 1988では到達可能森

林を測定する優先因子として採用したのは対象森林

とそれに最も近接した村落との距離である。例えば

村落から３kmの距離にある全ての森林は到達可能森

林となっている。従って両者の間で数値上の比較は

困難である。

また、この到達（利用）可能森林2,179.3千haにつ

き、その主な利用目的（薪材、家具材等）である木

質材を量的に見た森林蓄積について、地域毎の単位

面積当たり平均幹材積および全幹材積（総量）は表

8-3のとおりである。

また、到達（利用）可能な全国の森林蓄積につき、

これを主要樹種別にみると表8-4のとおりである。

ここで以上のような森林資源の恩恵を受ける住民

の側面に焦点を当ててみると、その開発地域別宗教

別の人口分布の状況は表8-5のとおりである。またネ

パール国の民族、言語、宗教の３要素についてそれ

ぞれの分布域はほぼ重なっていることから、これら

第８章　環境
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森林資源の利用と保全に関与する者の地域・地区別

の分布状況が分かる。言い換えるとそれぞれの住民

生活の現状と社会的・文化的背景を知ることができ、

これを基にしてそれぞれの地域・地区毎に資源の利

用と保全対策についての木目細かい具体的施策の打

ち出しが期待できよう。

１－２ 農山村住民の日常生活の中での森林との関

わり

ネパール全土につき東部から極西地域まで、また

南北軸の視点で、山地からタライ地域までの住民と

森林の基本的依存関係、すなわち住民の日々の衣食

住を支え、また水の供給・農地の保全・各種防災機

能の発揮により外部から住民の日常生活の安全と継

続性を保証するという基本的構図は変わらない。

また、住民の日常生活と森林の具体的関わり方と

して、農家（住民）の活動を中心とした森林へのア

クセスの基本的構図については、下図からそのあら

ましが説明できよう。

すなわち、農家・住民は生業として農業活動を優

先度第一におき、水田・果樹栽培を含む畑地の耕作

を基本として日常生活を展開し、穀類、野菜の基本

食材を獲得する。この基本財産である農地の生産力

を維持するための施肥をする場合、山地では一般に

森林からの落葉採取、家畜の敷き藁からの堆肥によ

る。山羊・豚・家禽の飼料は飼料木の枝卸し、採草、

食物残滓から得るが、この見返りとして肉・乳およ

び乳製品を収穫し、住民自身の食生活として動物性

蛋白質の摂取をする。そして直接森林から得る恩恵

として、主として炊事・採暖用の燃材、住生活のた

めの建築資材・家具材、その他果実、蜜蜂、薬用樹

種のエッセンスおよび薬草の採取が住民の生活と健

康を支えている。また家畜用資材・農用資材として

のフェンス、杭の恒常的な木材需要が大きい。

また、住民は間接的に森林を通じて安全な飲料水、

生活用水、灌漑用水を得るが、一方では流水による

田畑、放牧地の土壌の侵食・流出の防止・緩和、ま

た田・畑地、各種施設に対する洪水からの保全、そ

のほか、家、敷地、道路等に対する地すべり・土砂

崩落、風害等各種災害の防止あるいは緩和作用を発

揮する。このように種々姿形を変えて森林の恩恵は

住民の日常生活の隅々に行き渡り、その生活の安全

保障には不可欠の「生きた施設」として実際にその

機能を果たしている。

１－３　森林利用の現状と課題

住民による森林の利用面をみると、燃料としての

薪需要は一貫して増大の方向にあり（表8-6）、かつ

燃料需要の未だ80％以上を占めている現状をみても、

森林は山地住民の個々の日常生活にとって、また村

落住民の生活全体を安定的に維持する上からも不可

欠の資源の一つと言える。

そして、この森林資源の利用傾向は過去から一貫

して量（面積）的減少傾向と質的劣化（森林から叢

林へ）の流れがあり、それは今日まで続いている。

しかし、1989年のMPFS以降、ネパール政府森林

研究調査局、JICA開発調査（西部山間部総合流域管

理計画）等の各種のデータを勘案すると、近年森林

の量（面積）的減少は下げ止まりの傾向にあるもの

と見られる。すなわち、1997年に作成・提出された

JICA開発調査報告書（西部山間部総合流域管理計画）

の中でネパール国森林面積の推移（表8-8）が示され

ている。

上記のMid-Mnt.とシワリク丘陵を加えた山間部の

森林減少はほぼ停止状態にある（少なくとも減少の

見通しがない）が、本表では明らかではないがタラ

イ地域では減少傾向が顕著であると政府筋は捉えて

いる。このことは山間部ではすでに農地として開拓

できる所は開拓し尽くされたうえ、地形条件や材質

に障害があって商業ベースに乗らぬこと、一方タラ

イ地域は未だ開拓可能地（森林）が残っていること
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を意味している。森林の量（面積）的保全のために

はタライ地域で農地の無秩序な開発の阻止が必須の

条件であり、次いで、中山間地域の森林の質的低下

を防ぐには住民参加（＝森林は住民の生活基盤である

ことの自覚）に基づく森林保全活動が必要となろう。

また一方では、植林活動も行われており、1985年

までに全国で7万haが植林されてきたが、1964年から

1985年の間に57万haの森林面積が減少したとされて
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いる。

住民による周辺森林の過度の利用、すなわち燃材

の無秩序な採取とその範囲の拡大、過大な数の家畜

放牧と飼料木からの強度の採枝・採葉、堆肥用下草

の採取範囲拡大があり、加えて森林伐採による農地

拡大もあり、住民の生活に必要な森林生産物の収穫

は地利的不便さとともに、その内容は量的にも質的

にも低下傾向が続いているとみられる。

しかしながら一方では、住民の日常生活レベルの

維持には、森林の間接的効用として水源の確保、土

壌浸食の防止、洪水の調節、土砂崩壊の防止等の機

能発揮が期待されるので、上記のような過度の森林

利用の継続は、水の恩恵よりも水による災害の危険

性が増すことになる。

以上のように、森林からの恩恵が十分受けられな

い状況では農地の生産力低下と生活維持のため住民

の一層の労働強化を生み、農地の再生産能力の低下

とともに、住民のさらなる貧困の助長に繋がるもの

と考えられる。

このような課題の発生する要因は、主として人口

と家畜の急増と森林資源の無秩序な利用にあるが、

その背景には官民に亘る人的資源の弱体の現状、す

なわち資源の経営・管理についての技術力・組織的

実行力の弱さと知的人材が量的に手薄な点がある。

これに加えて政府上層部の長年に亘る援助慣れの下

で思考回路の固定化があり、また、各種情報の公開

をはじめ地方分権の趣旨と効果について、住民への

周知徹底が行き届かず、行政当局と住民との間の信

頼関係が十分に成立していないことがあると考えら

れる。また、これと同時に国・地方を通じて財政基

盤の脆弱さも特徴であり、これが事業の実行力を一

層弱めているものといえる。

１－４ ネパール政府の基本的施策と支援機関の動

向

現在、ネパール政府は国有林のうち適地について

は住民管理による共有林化を推進する政策を実施し

つつあるが、全国有林面積の61％がその潜在的適地

とされる。しかし実際の移管実績は低位に止まって

おり、その一方では移管後の住民による経営管理が

不充分なことから、森林の荒廃を促進する状況があ

るとされ、事業の細部見直しへの動きもある。

また最近、20年以上にわたって喧伝され試みられ

てきたCommunity Forest 活動の核心部分（森林資源

経営と実行計画、森林利用者グループ組織の開発と

公平性、林産物市場と所得向上活動、所得・税・補

助、制度の枠組みと支援活動、関連する法制度）に

ついての技術評価（Joint Technical Review of

Community Forestry, February 2001）が行われた。

今後この評価を踏まえた新たな活動段階に入ってい

くものと思われる。

ここで、現Community Forestryの施策推進に至る

歴史的経緯を以下に辿ってみる。

1957年、私有林の国有化が法制化され、従来まで

の森林は土地と人の濃密な私的な取り扱い（Birta

and Jagir System1）から政府主導の森林経営へ大きく

転換した。この法の趣旨は「森林は国富の重要な位

置を占めており、国富の散逸を防ぎ、また私有林の

十分な保全・維持・住民と国の福祉に活用するため

に国有化は妥当な措置である」（Nepal Raj Patra 19752）

としている。しかし同法の趣旨が住民に十分理解さ

れなかったこと、政府の適切な施策がタイムリーに

実施されなかったことから、森林国有化事業は一部

の者の利益となり、その結果として森林の荒廃を招

くことになった。

約20年後の1978年、森林資源の管理に地元村落の

参画を求めて政府はパンチャヤト3森林制度を設けた

が、森林の移管先が村落のリーダー（村長）個人で

あったこと、そしてリーダーは選挙による交代があ

ること、村落側自体に森林管理についての自立意識

が薄く、中央の執行機関との間に意識のズレがあっ

たことから、その多くは水泡に帰した。

その後この制度は改訂を重ね、1988年には次第に

利用者主体の弾力的なものとなった。すなわち、施

策としては他の森林経営戦略に優先し実施すること、

またこの実施には地方分権化の適用があること、森

Birtaは国から個人へ贈与（無税）される土地で、Jagirは役人等の利得のため譲渡される土地を意味し、18世紀の国の土地所有
政策で地域の統治手段として用いられた。その後これが政治・行政組織の土台となり、この制度により貴族階級、僧侶・武士階
級、王室の寵愛者達は優越権のある土地所有の恩恵に浴した。
MFSC(1996)
パンチャヤト制度は1959年公布の憲法で制定された行政・立法制度で、国・県・郡・市町村レベルに評議会を置き、国王を頂点
とする統治・統合システムである。そしてこの制度は森林管理制度として採用されたが、1990年の反体制・民主化要求運動のあ
と廃止された。

1

2

3
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林の主な利用者である女性は森林の管理に参画する

べきこと、森林用地は原則として耕地として解放し

ないこと等が規定された。

1989年には2010年までを計画期間とするMPFSが

策定され、森林政策は大きく変更された。この政策

の特徴は、住民の基本ニーズを優先すること、森林

局現場スタッフの基本的役割は森林の持続的経営の

ための支援・助言を住民（利用者であり保全者であ

る）に与えること、Community Forestryの実施は他

の森林経営戦略に優先し、地方分権化の適用がある

こと、女性は主要な森林利用者であることから森林

管理に参画すること、森林地の農地化は原則として

今後実施しないこと等である。

そしてこれらの基本的考え方に立って、次の６つ

の基本プログラムを策定した。Community Forestry

and Private Forestry（村落および私有林林業）、

National and Leasehold Forestry(国有林および借地林

業)、 Wood-Based Industries（林産業）、 Medicinal

and Aromatic Plants（薬草・香料植物）、 Watershed

Management（ 流 域 管 理 ）、 Conservation of

Ecosystems and Genetic Resources（生態系と遺伝資

源保全）プログラムがそれであり、投資規模からす

ると村落および私有林林業に50％近く比重が置かれ

た。そしてこの実施方針はプログラムアプローチと

して全ての援助機関はいずれかのプログラムに特化

すべきこと、この特化された援助を全ての地域で円

滑にすすめるために中央で調整を行うこととした。

その後の経過からすると各国機関による援助の特化、

中央調整は十分には機能しなかったが、上記の基本

的考え方からCommunity Forestry計画は全国的に実

施され、National Forestry、Leasehold Forestry、

Wood based industry の諸計画は未だ十分な展開をす

るに至っていない。

その後、MPFSを実務面からサポートするために、

1993年に森林法の改正、更に1995年に同法の改正を

行い、全てのCommunity Forestryの課題に対応でき

るように改めた。その主な改正点は、全ての

Community Forestryの手続き・過程は地域レベルの

森林事務所で完結すること、他の森林関連プログラ

ムに優先してCommunity Forestryを扱うこと、森林

利用者グループは独立の共同体組織と位置付けるこ

と等である。

Community Forestry事業は丘陵地域では比較的順

調に進んでいるが、タライ地域の利用者グループ形

成は停滞しているとされる。これは地域毎の事業へ

の対応の多様性、事業内容の差異、スタッフの資質

の違い等によるが、一般的には丘陵地域は「開発優

先」を指向し、一方のタライ地域は、より「市場優

先」という現実的な違いによるものとされる。

タライ地域のCommunity Forestry 事業を盛んにする

ためには、住民のインセンティブをより高め（従来

の取り締まりでなく）必要な研修と普及プログラム

をより浸透させる必要がある。このため現存の国有

林が果たす役割に着目し、森林局署職員の住民への

対応がより実際的になるように森林法改正が最近実

施された(Forest〔Second Amendment Bill〕, 2001)。

支援機関の動向として「直接Community Forestry

プロジェクトを実施する機関」としてはIDA (Hill

Community Forest Project)、DFID (Nepal UK

Community Forestry Project)、AusAID (Sindhu-Kavre

Community Forestry Project)、DANIDA (Community

Forestry Training Project)、SDC (Dolakha Ramechhap

Community Forestry Project)、GTZ (Churia Community

Forestry Project)、USAID (Environment and Forestry

Enterprise Project)がある。

このうちDFIDはネパール国の共有林推進事業に協

力してきており、森林局現場職員の森林経営計画立

案、移管事務等に関する研修・訓練、及び対象住民

による森林の管理経営についての実務訓練実施の支

援活動を行っている。

その他の支援機関には「Community Forestry活動

等を通じて間接的に流域管理／流域保全の実現を指

向するプロジェクトを実施する機関」があり、それ

らはCARE Nepal、DANIDA、UNDP、 TMI、 EEC、

JICA、 KMTNC、 SNV、 FAOである。

このうちJICAの活動としては、これまで森林局及
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び森林事務所と協力して移管事業の促進を図るとと

もに、移管後の住民／利用者グループに対し、森林

の経営管理について主に技術的フォローアップ訓練

を実施してきた。現在は村落住民の自発的意思によ

る村落内の各種資源の有効利用・管理経営活動の実

現に向けて、住民参加の下での各種村落開発活動の

企画・実施に焦点を置いている。このことを通じて

住民が森林と自分達の生活との繋がり・森林の重要

性に気づき・認識を深めることが期待されている。

そして、これが結果的にCommunity Forest の設定・

経営の機運を醸成すること、ひいては住民が自らの

生活を守り安定させるために居住地周辺の森林の保

全・流域の管理活動等を始めること、またそれが定

着すること等を期待してプロジェクト活動を展開し

ている。すなわち村落開発から森林保全へ進化・熟

成させるアイデアであるが、これを住民自身の意思

として主体的に実現することを目的にする活動であ

る。

１－５　森林保全における開発課題

(1) 住民による森林保全活動の活発化

今日まで、また今後将来にわたって森林の存在と

その保全管理は、特に山間部の住民生活の維持安定

に不可欠な要素であるにとどまらず、より下流地域の

住民にとっても防災上の要点である。この保全管理

活動は日常生活の中に習慣の一部として取り込まれ

ることによって住民活動が安定し継続が期待できる

が、そのためには住民自身がその必要性を納得しか

つ自身の活動成果を実感する必要がある。このため

日常生活の維持・向上活動、すなわち日々の各種村

落開発事業への参画を通じて森林と人々の日常生活

との関係を徐々に学習し体得してゆくのが無理の少

ない方法であろう。

住民一般に対する情報公開、すなわち住民自身が

生活する村落全般に亘る開発に係る住民ニーズの収

集・分析・確認、このうち森林に係る開発と保全の

基本計画及び実施計画、実行と経過のモニタリング、

実行結果（経費管理を含む）と評価等が住民参加の

具体的かつ基本的要素であろう。しかし情報は一般

の関係者向けに公開するが、実際に各種開発事業の

実行管理をするのは通常住民の委託を受けた実行委

員会・実行グループであろう。そしてこの委員会・グ

ループは事業実行に関する権限と責任を持つことに

なり、当該事業推進の鍵を握る組織である。従って

この組織づくりは重要で、その要点は組織の構成員/

規模とリーダー選任にあり、特にリーダーの選任に

当たっては地域毎の特色を反映するとしても客観性

のある厳正なものとする必要がある。

今日、開発事業への住民参加は基本的でごく常識

的な考え方とされているが、実務的には『どのよう

な住民』を『事業のどこに・どの程度』参加させる

かの判断が大事である。この場合の基本的スタンス

は支援国（先進国）の判断基準・レベルで住民ニー

ズというものを解釈するのではなく、当該国の地域

住民の常識的目線からの判断が必要である。これを

活動の基本とすることによって、率直に現場の実態

を反映でき、参加する住民に参加意欲が生まれるよ

うな施策が案出でき、その後の活動が効果的に有利

に展開できよう。またグループ構成員の選抜・選考

段階では政府側カウンターパートの外に、ローカル

NGOの参画は事業実行に有益であり、これによる住

民ニーズ把握はより信頼性の高い成果が期待できる。

住民参加の程度は当該地域の住民の慣習、志向、

知的レベル等の状況によるが、一般的に住民自身に

よる最初の参画経験は調査目的の説明集会参加、住

民ニーズの調査実施への立会いから始まる。これと

同時に事業活動参加者については対象事業への熱

意・貢献・能力等の度合いからのスクリーニング作

業を行うが、住民の参画活動は事業の企画・計画の

立案、事業実施とモニタリング、事業評価と次期計

画作成・参画へと進む。これら一連の参画の時間的

経過と共に住民の視点も、また事業についての考え

方も、自身の生活に身近で具体的な局面からより広

い社会的視点へ、当面の活動からより長期展望をも

つ活動へと進化・熟成され、複数回の事業経験を通

して成功・失敗の体験を重ね、幾つかの段階を経て
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事業の成果、意義を実感・体感できるようにする。

そして、これが住民参加事業の定着化への第一歩に

他ならないと考えている。

(2) 受益者（地方行政機関/住民）を核としたNGO、

ドナーとの協調・調整活動の活発化

現在、世界の援助動向として、支援国単独による

援助活動に代わって、各国支援機関の持つ特徴を寄

せ合って調整し、支援効果をより大きくしようとす

るコモンバスケット方式が検討・試行され始めてい

る。従来から同一地域で各援助機関がそれぞれの事

業を進める時、事業内容の重複は当然に企画段階か

ら調整に努めてきたが、実際の事業実施段階では相

互に技術上のまた住民を含めた行政上の調整が多く

必要とされる。また専門家・カウンターパートの現

場サイトでの綿密な指導・交流を特徴とする、従来

日本が得意とする技術支援スタイルは今日まで数多

くの実績を上げ評価を受けてきたが、今後は支援対

象国の経済発展段階、社会的な援助環境に応じて開

発手法の選択には弾力的配慮が必要とされよう。

いずれにせよ、途上国支援のあり方に議論の多い

現在「誰のための援助か」等の援助理念の明確化・

確認作業に関し支援国側だけでなく、ネパール国の

中央政府機関、地方行政機関、NGOをも加えた会合

で議論を深めておくことが援助の前提となる。

近年、ネパール国当局は現地のグラスルーツNGO、

すなわちCBO(Community Based Organization)の活用

を強調している。このことは事業の継続性・安定性

維持には極めて妥当な考え方であるが、現実には

人・組織・技術・経験・資金の全ての面で新たな出

発を意味することが多い。これに対しては支援国側

からの国内外にわたる各種訓練・経費支援等による

中長期的な視点からの現実的対処をする必要がある

が、このことは次項の地方行政機関との連携にも深

く関わっている。

(3) 地方行政機関との連携・調整の強化

もし事業の当初から住民自身の自覚に基づいた森

林保全活動があるならば、それは理想であるが、現

実にはこれに至るまでに一般に多大の時間と経費・

労力を要するものと考えられ、特に求められるのは

現実的な成果を早期に示すことである。常に効率性

を求められ、時間と経費に限度のある実務において

は、現場の事業実施機関に寄せる住民の信頼性,当該

機関の実行能力の有無・程度が成果を左右する要件

となる。従って、現実にこれらの要件に基づいた住

民への活動支援を基本とする必要がある。そこで現

実的な事業実行機関としては、住民を直接代表し行

政の最小単位で最も身近な行政機関であるVDC(村落

開発委員会)が好ましいが、現実には開発事業に必要

な知識・経験・財力等に乏しいという事情を抱えて

おり、その上部機関の郡レベルの地方行政機関

（DDC：郡開発委員会）による実施が目的実現には現

実的と考えられる。すなわち、このレベルでは一般

に組織と人材・技術と知識・経験・経費負担力等で

それなりの実行力を備えている。特にカーストが絡

む住民参加の現実を捌く場合DDCレベルなら突破の

可能性はあるが、VDCレベルでは可能性が少ない。

また、このDDCレベルによる事業実施は現地住民を

代表する機関としての見地から、住民参加の基本的

アイデアにも矛盾しない。

むしろ、昨今注目すべきは、地域開発の全ての活

動はDDC/VDCの承認を取り付ける必要があること、

また事業活動はDDC/VDCの開発長期計画に沿った

活動であることが支援側の守るべき基本要件という

点である。このことは国の唱導する地方分権の実態

が具体的に定着化の方向にあることを示すものと理

解され、実行力のある地方行政機関が開発事業に参

画することは、事業終了後の成果の維持管理面から

も望ましいものと考える。
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２．防災

大井　英臣

ネパールでは、急峻な地形、脆弱な地質、モンス

ーン性豪雨、ヒマラヤ造山運動などが原因で、洪水、

地すべり、地震などの災害が多発する。このことが

国の発展を阻害し、また、貧困問題を一層深刻にし

ている。

「国際防災の十年（1990～1999）」に関する第42回

国連総会決議（1987年12月11日）はその前文で、「こ

のような災害の結果が、開発途上国、特に開発がほ

とんど行われていない内陸部並びに島嶼部の開発途

上国においては、その脆弱な経済基盤に非常に重大

な被害を与え、開発の進展を妨げていることを認識

し…」と述べている。ネパールはそのような国の典

型の一つである。

２－１多発する自然災害

(1) 災害の原因

急峻な地形：ネパールは、国土は狭いが起伏は世

界一である。インド国境の標高約100mからヒマラヤ

山脈まで南北約150～200kmの間に8000m以上の高度

差がある。タライ平原（標高100m～300m）を除き、

国土の大半（80％）が急峻な山間部である。

モンスーン：モンスーンは、東部で5月頃に始まり、

次第に全国を覆い９月頃消滅する。この間断続的に

降雨が続き、時には集中豪雨が発生する。年間雨量

は約1530mmである1がヒマラヤ南斜面やポカラ盆地

等では3000mm～6000mmに達する。

ヒマラヤ造山運動：インド亜大陸プレートは約5千万

年前にアジアプレートに到達して以来、現在も年間

約5cmの速度2で北に移動しアジアプレートの下に潜

っている。その変形エネルギーのためネパールを含

むヒマラヤ地域では地震活動が活発である。

脆弱な地質：ヒマラヤ山脈およびこれに平行する山間

部は、ヒマラヤ造山運動により形成されたもので、

断層が多く地質は脆い。特にヒマラヤ山脈南縁のシ

ワリク丘陵は、地質年代的に新しく地層の固結が十

分でないので崩れやすく侵食されやすい。

危険地域での人口増加：人口の増加に伴い、災害危

険地域での人口が増加している。山地の急斜面、河

川沿いの低地などであり、特に貧困な人々が多い。

少ない防災事業：これまで防災事業といえば、灌漑

や道路などの国家プロジェクトを保護するものが殆

どであった。災害は神のなせる業で政府の責任では

なく、また、政府としても問題が山積する中で防災

に対する投資を行う余裕はなかった。防災事業の少

ないことが、災害が頻発する原因の一つである。

山地の荒廃：森林の減少（樹林の伐採、過放牧等に

よる）、不適当な耕作方法、石材採取等により山地の

荒廃が進んでいる。その結果、土壌浸食や斜面崩壊

が増えるとともに、洪水が一層危険なものになる

（ピーク流量の増大、多量の土石を含むことによる河

床の上昇等）。

氷河湖の形成：ヒマラヤ高地に多数存在する氷河湖

は、氷河堆積物が川をせき止めその上流に貯水する

ことによって形成されたものである。水位が上昇す

ると決壊しやすい。

(2) 災害の発生状況

ヒマラヤ高地の災害：「氷河湖決壊洪水」

氷河湖は、決壊すると急勾配の渓流を土石流となっ

て流下し、沿川の道路、発電所等に被害を及ぼす。

高地での災害なので人的な被害は少ない。1935年か

ら1991年の間に14の氷河湖決壊洪水が発生しており、

現在24の氷河湖が危険な状態にある。1981年のスン

コシ川の氷河湖決壊洪水は、チベットの氷河湖が決

WECS (2001) p.2. 
Minster, J.B., and Jordan,T.H.(1978)による推定値41～61mm/年等に基づき一般に5cm/年と称されている。

1

2
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壊し土石流がネパールに達したもので、国境の「中

国・ネパール友好橋」を破壊し、コダリハイウェイ

に大きな被害を与えた。

山地の災害：「土壌浸食」、「地すべり・山腹崩壊」、

「土石流」

急峻な地形、脆弱な地質、山地の荒廃により、通常

の降雨でも山腹の土壌浸食が発生し、豪雨があれば

大規模な地すべり・山腹崩壊、土石流が発生する。

山腹斜面にある人家や農地が地すべり・斜面崩壊に

より潰される。谷底にある集落や農地、河川沿いに

ある道路・橋梁、発電所などが土石流により被害を

受ける。さらに、多量の土砂が洪水とともに流下す

るので、タライ平原、さらにインド、バングラデシ

ュの洪水災害を大きくする。

平地の災害：「洪水氾濫、河岸浸食」

タライ平原が鬱蒼とした森林に覆われていた1950年

代までは、山地に降った雨は森林の中を分散して流

下したので洪水の問題はなかった（人口も疎だった）。

しかし、過去約半世紀の間に森林は伐開されて広大

な農地となり集落が発達したが、堤防や護岸はほと

んどないので、頻繁に氾濫や浸食の被害を受けるよ

うになった。

地震

地震の発生頻度は高く、巨大地震も少なくない（表

8-9）。20世紀に3回の大地震で約1万人の人命が失わ

れている（表8-10）。この内の最大は1934年の地震で

あるが、これと同程度の規模の地震の再現期間は75

年～81年と推定され3、発生時期が近づきつつある。

そのような地震が発生した場合、特に構造的に脆い

建物が密集しているカトマンドゥは壊滅的被害を受

ける可能性がある。

２－２　防災への取り組み

(1) 政府

ネパールの災害関係の最初の法律は1982年に制定

された Natural Calamity Act である（1986、1989、

1992年に改定）。この法律は災害発生後の緊急活動に

ついて規定したもので、それまで「福祉活動」とし

てのみ行われていた「緊急活動」を正式に行政の一

環として実施することになった。この法律により、

災害が発生した場合には「中央災害救援委員会（内

務省）」および「郡災害救援委員会（DDC）」が中心

となって緊急活動を行うことになった（図8-1、表8-

11）。

表8-9では再現期間を81年と推定しているが、Kathmandu Valley Earthquake Risk Management Projectでは75年と推定している。3

１
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「防災」、「復興」についても、国家プロジェクト

に関する事業のみであった。例えば、現存する河川

堤防はほとんどが灌漑プロジェクトや橋梁プロジェ

クトの一環としてそれらの保護のために建設された

もので、災害で被害を受けた場合には外国の援助で

復旧する。プロジェクトに関係しない一般の防災

（小河川の堤防・護岸など）については、地域住民が

実施する防災工事に対し日本政府から供与された蛇

籠を配分する程度であった。

「国際防災の十年」の一環として、「国家防災行動

計画」が策定された（暫定案は1994年の「国際防災

の十年世界会議」（横浜）で発表され、最終的に1996

年2月政府の計画として承認された）。この行動計画

は、災害対策の4つのフェーズ（Preparedness、

Response、Rehabilitation、Mitigation）の各々について行

動計画、実施機関、実施時期を定めている。

ネパールの災害対策は、こうして「緊急活動」か

ら「防災」、「復興」も重視するようになった。しか

し、貧困にあえぐネパールとしては、極めて限られ

たリソースの中で直接的経済メリットのある開発事

業（灌漑、発電、道路等）を優先せざるを得ないと

いう事情もあり、計画と実施の間には依然として大

きな乖離がある。

(2) NGO

NGOも、活動地域でしばしば災害が発生する場合

には、防災をプロジェクトの中に組み込んで実施し

ている。特に防災に積極的に取り組んでいるNGOが

グループ「DPNET：Disaster Preparedness Network」

をつくり、これにUNDP、JICAプロジェクトも加わ

って協力して防災を推進している。

メ ン バ ー ： Action Aid、 CARE、 Caritas、

ECKRADS、Lutheran World Service、Nepal Red

Cross Society、Oxfam、 Rural Reconstruction Nepal、

United Mission to Nepal、 National Society for

Earthquake Technology Nepal、UNDP(Disaster

Management Section)、日本医師会（Japan Medical

Association: JMA)、治水砂防技術センター、JICA

(3) その他

ICIMOD（International Center for Integrated

Mountain Development）は、ヒンズークシ～ヒマラ

ヤ地域の8ヵ国で設立した政府間機構である。山地の

開発を目指した調査､研究､普及を行っており、貧困
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は勿論、防災をテーマにするものも多い。

Nepal Geological Society、National Society for

Earthquake Technology(NSET)、Nepal Engineers'

Association、Society of Nepalese Architectsなどが、

建築基準の策定（1992～1993）やカトマンドゥの地

震防災に貢献している。特にネパールの地質関係者

には、ヒマラヤに興味を持つ多くの国際的研究者

（日本人を含む）の触発を受け優秀な人材が多い。

(4) 外国の援助（緊急援助を除く）

災害直後の緊急援助は多くのドナーが積極的に行

うが、「防災」に関する援助は比較的少ない。小規模

な防災事業は、地域開発、流域管理、森林保全等の

プロジェクトの一部としてGTZ等により実施されて

いる。

UNDP

継続的に制度・組織強化の面で支援してきたが、

現在実施中のParticipatory Disaster Management

Programme（2001.1～）は、過去のプロジェクトの

経験を踏まえ、住民参加型の防災活動を通じ、貧困、

ジェンダー等の問題の解決も目的としている。中部、

西部、極西部の8つのVDCを対象とし、Japan Women

in Development Fund(JWIDF)、ICIMOD等との連携

で実施している。

USAID

Asian Disaster Preparedness Center(ADPC)との共

同で「Kathmandu Valley Earthquake Risk Management

Project(KVERMP)」、「防災セミナー（地方巡回セミ

ナー）」等を実施している。

日本

・河川護岸用蛇籠用鉄線、蛇籠編機、運搬車両供与

（無償資金協力）

ネパールは建設資機材に乏しく、豊富なものは石

材と労働力のみである。そのような事情から、蛇籠

は貴重な資材として河川工事に役立っている。住民

は、DDCに配属されている灌漑局出先職員から蛇籠

または蛇籠鉄線を受け取り（住民の中には蛇籠を手

で編む熟練工がいる）、住民総出で蛇籠を敷設する。

蛇籠工は住民参加型事業にふさわしい工法である。

・治水砂防技術センター（プロジェクト方式技術協

力）

1991年にスタートし、現在は水資源省の中に恒久

的な組織として位置付けられ活動を行っている。当

初は技術の開発に重点をおいたが、技術の応用・普

及、防災教育の導入等に重点を移している。センタ

ーはネパールにおける唯一の防災に特化した活動を

行う組織であること、ほとんど全ての政府の防災関

係機関と組織的な連携にあること等から、ネパール

の防災全般の推進、調整にも貢献している。

・タライ河川治水計画調査（開発調査　1999～2000

年）

河川工事は、個別に計画すると他の地区（対岸や

下流）に悪影響を及ぼすことが多い。特に、最近は

コミュニティを単位とする「住民参加」で事業を実

施する方向にあるため、広く流域全体に対する考慮

に欠け、このような問題が生じやすい。この調査は、

このような問題が生じないよう、住民参加型事業実

施を前提としつつも、流域全体で調和の取れた計画

を提案しているところに意義がある。

・カトマンドゥ地震防災（開発調査　2001年～）

巨大地震の再現の近づきつつあることが予測され、

各種の被災シミュレーションが行われているが、い

ずれも大災害のシナリオを結論づけている。インド

その他で大規模な地震が発生していることから市民

の不安も大きい。地震の発生時期を正確に予知する

ことはできないが、いずれ発生することが確実であ

るとすれば、この調査により首都の被害を軽減する

ことの意義は大きい。
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２－３「災害が開発を妨げる」メカニズム

(1) 災害が開発に及ぼす影響

国家的経済への影響

・救援活動、復旧に多額の出費　→国家財政悪化

・基幹インフラの機能停止による経済的損失

→国家財政悪化

1993年7月の水害では、幹線道路が不通となり

カトマンドゥへの物資の輸送が約1ヵ月滞りクリ

カニ発電所は発電再開までに4ヵ月余を要した。

地域社会への影響

・人命、財産の損失　　　　　　　　→貧困増大

・生活手段の喪失　　　　　　　　　→貧困増大

・インフラ復旧の遅延→生活再建困難 →貧困増大

国が管理する大規模なインフラ（幹線道路・橋

梁、灌漑施設、発電所等）は外国の援助で復旧さ

れるケースが多い。しかし、地方のインフラの復

旧は、管理者が明確でないこと、復旧計画作成技

術が不足していること、および費用負担の問題（被

災者は費用負担が困難であり、国も地方までは手

が回らず、ドナーも緊急援助には積極的だが小規

模インフラの復旧には必ずしも関心が高くない）

等から、大幅に遅れ或いは復旧されない。政府の

見舞金はわずかである（表8-11）。低利融資の制度

もなく、災害を契機に多額の借金を抱えるケース

もある。被災者にとって生活再建は容易ではない

が、生活インフラの復旧の遅れが、被災者の生活

再建を一層困難にする。

・生活手段（農地等）の喪失 →

土地なし農民、日雇い労働者、出稼ぎ→貧困増大

インフラが復旧しても、農地などの生活手段を

失った被災者にとっては、生活再建は極めて難し

い。土地なし農民・日雇い労働者となり、あるい

は仕事を求めて都会へ行くが（出稼ぎ、移住）、

被災家族が元の生活に戻ることは容易ではない。

・居住場所の喪失→危険な場所での居住増加

→災害リスク増大

ネパールでも土地に余裕はない。災害で土地も

家も失った場合、安全な土地を購入する経済力の

ない者は、結局元の場所かまたは土地代の安い河

川沿いの低地や斜面などに住むことになり、再度

災害を受けやすい。

・被災場所が復旧されず荒廃地が増加する、森林

伐採が増加する。→環境悪化 →災害リスク増大
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(2) 「災害～貧困」の連鎖
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２－４　災害対策と課題

(1) 災害の発生を少なくする

防災事業の推進

ネパールは災害の危険に満ちている。山の斜面で

あれ、谷底であれ、平地であれ、崩壊、土石流、洪

水氾濫などの危険のあるところに多くの人が無防備

に住んでいる。危険な地域に住まないことが第一で

あるが、ネパールにも土地に余裕はなく、貧しい人

は災害に遭っても安全な土地を購入することができ

ず、危険を冒しつつ同じ土地に家を再建せざるを得

ない。

政府は防災を重視しつつあるが、ネパールの防災

の大半は地域住民自らが実施しなければならない。

現在、DDC/VDCが開発計画の中で洪水対策などを

実施しているが、問題は、地元での技術レベルが低

いこと、資金不足から場当たり的工事が多いこと、

また省庁出先機関（治水は灌漑局、山地崩壊は土壌

保全局等）が技術、資機材供与などで支援すること

になっているが、十分指導、監督ができていないこ

とである。このためせっかくの住民の努力にもかか

わらず、施工は必ずしも良くない。

また、洪水対策の場合は、堤防や護岸の施工が、

対岸さらに下流に多少とも影響を及ぼすので、極力

影響が少なくなるような工法を検討するとともに、

上下流で調和の取れた流域全体計画の作成が必要で

ある（前出2-2(4)の「タライ河川治水計画調査」は、

そのような治水計画のモデルを示している）。

また、関係するDDC、VDCの他にさらに下流国イ

ンドとも場合によっては協議が必要である。インド

は自衛のため、ネパールとの国境に沿って堤防を建

設しており、これがネパール側の洪水湛水を長引か

せ、しばしば問題になる。

カトマンドゥ首都圏については、地震防災計画を

作成し、地震が発生しても被害を最少に止めるため

の緊急救援体制を早急に整えることになった。長期

的には建物の耐震化等地震に強い街づくりを進める

必要がある。

復興を通じた防災の向上

防災は、特に貧困な途上国においては優先課題と

なりにくい。しかし災害直後は、政府および被災地

域の人々の間で防災に対する意識が高まる。インフ

ラが災害前よりも強度を上げて復旧されるとともに、

さまざまな防災事業が実施され、組織的強化も図ら

れる。災害は防災を進展させる一つの機会を提供す

るものといえる。ネパールでは毎年各地で災害が発

生しているが、被災地ごとに防災レベルを上げると

いうプロセスを繰り返すことにより逐次全国的に防

災のレベルアップを図ることが期待される。そのよ

うな意味からも復興段階における援助は重要である。

ハザードマップの作成と防災情報のGIS化

防災を効率的に進めるためには、まずハザードマ

ップの作成が必要である。National Action Planでも

洪水、地滑り、土石流、地震に関するハザードマッ

プを作成することとしているが、これまでのところ

あまり伸展がない。また、ネパールでも各種情報の

GIS化が進み、すでにいくつかの機関が各々の目的に

応じたGISを持っている（NPC/UNDP、ICIMOD、

大学等）。ネパールの場合、地域開発計画をはじめ各

種の計画において災害は重要なファクターであるの

で（DDCの開発計画等）、災害に関する情報をGISに

組み込む必要があり、一方、防災事業を計画する場

合には（タライ河川治水計画等）、単に災害の発生状

況だけではなく、人口分布､社会状況、経済活動等を

考慮し、優先順位、工法等を検討する必要がある。

このようなことから、いろいろな機関各々が有し

ている情報を提供し、災害情報の豊富なGISを整備す

ることが、防災のみならずネパールの行政全般に有

効である。治水砂防技術センターがこの面でのイニ

シアチブを取るにふさわしい。

(2) 災害が発生しても被害を少なくする

緊急時体制の強化

緊急時活動については、法律・制度が次第に整っ
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てきたが、組織、機材その他の面で実体が伴ってい

ない。国際緊急援助により大量の援助物資が届くが、

それらを迅速に被災地へ輸送・分配するためにも緊

急時体制の整備が必要である。

National Action Planでは次のような項目を挙げて

いる。

・迅速、正確な被害及びニーズの把握

－各DDCに調査地チーム（恒久）設置

・通信、輸送機能の強化

－全75郡と本部をつなぐ通信回線の設立

－各DDCにオペレーションセンターの設置

－本部およびVDCレベルでの通信機器の充実

－輸送手段の確保（民間車両の利用も含む）

・避難、備蓄

－VDCレベルで避難場所の指定

－各VDCに備蓄基地の設置

被災者の生活再建支援の強化

被害者に対する生活再建支援は重要ではあるが、

実施上難しい問題があり、日本でも阪神・淡路大震

災の際、その不十分さが問題になった。またネパー

ルの場合、被災していない貧困者とのバランスも考

慮する必要がある。National Action Planでは以下の

ような措置を挙げている。

・被災者への低利融資制度の創設

・国有地等の土地の提供

・生計手段確保支援

インフラの復旧促進

インフラの早期復旧は、国家的な経済復興のため

にも（大規模な災害の場合）、被災地の復興のために

も必要である。ネパールの場合、国が管理する大規

模なインフラは通常外国の援助で復旧されるが、地

方道路などの生活インフラは復旧が遅れ、被災者の

生活再建を困難にし、被災地の貧困化を助長する。

Action Planでは、地方インフラの復旧を遅滞なく行

うため、各DDCに「復旧計画作成委員会」を設置し

災害発生後速やかに復旧計画を作成する事としてい

る。
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３．都市環境

小林　茂

３－１ 近年の首都圏における都市環境問題の激化

とそのインパクト

カトマンドゥ市やこれに隣接するラリトプル市 (パ

タン)を中心とする首都圏では、1980年代の後半から

ゴミの集積、河川の汚濁や臭気、大気の汚染など、

都市環境の悪化が目立つようになり、特に1990年の

民主化以後急速に深刻化している。民主化以後の経

済の自由化は、首都圏での急速な経済発展、さらに

それにともなう急激な都市化をもたらし、住民の生

活様式の変化や車の増大も加わって、各種の汚染が

急速に進行してきたわけである。

こうした都市環境の悪化は、他の発展途上国で広

く発生している類似の問題と同様に、目に見え易い

形で進行している。市街地における各種の汚染は、

短期旅行者にとっても容易に観察でき、その深刻さ

が体感できる。そのため、住民の健康や都市の美観

を損ねるだけでなく、外国人観光客の来訪にも影響

していることがしばしば指摘されてきた。

ただしこれらの指摘は、しっかりしたデータをほ

とんどともなわず(たとえばAdhikari,1998, p.60-68)、

インパクトがどの程度のものであるかを推定するこ

とは容易ではない。ネパール政府人口環境省の『カ

トマンドゥ盆地の環境の計画と管理』(Oli et al. ed.,

1999, p.139-143)でも、もっとも重要と思われる住民

の健康に対する影響についてさえ、わずかな関係資

料を挙げているにすぎない。疾病統計の整わないネ

パールでは、この種の問題の広がりや変化が充分に

把握されていないのである。また外国人観光客数は、

1993年にいったん減少するが(334,353人/1992年、

293,567人/1993年, CBS, 1996, p.138)、これは首都圏

における都市環境問題というよりは、むしろ当該年

における首都圏でのデモやスト、さらに豪雨災害に

よるものと解釈される。外国人観光客の来訪は、翌

1994年以降は増加に転じ、1998年には46万人に達し

た(CBS, 2000, p.137)。

この場合、データが不足しているからといって、

首都圏における環境問題のインパクトが大きくない

というわけではもちろんない。充分とはいえないが、

各種データは都市環境の悪化を示し、その影響が多

方面におよんでいることが確実である。以下では、

これらを参照しつつ、首都圏における都市環境問題

の展開を追跡する。

なお、多様な問題が存在しながらも、それに関連

するしっかりしたデータが少ないことは、問題の把

握だけでなく、それに対する合理的な対策の立案や

実施の障害になっている(小林, 2001)。これらも首都

圏における都市環境問題の一環として位置づけ、以

下の検討を行いたい。

３－２　首都圏における環境問題発生の背景

首都圏における都市環境問題の背景には、急激な

都市化の進行のほか、伝統的な廃棄物処理システム

の崩壊、さらにそれに替わる近代的システムの移植

の困難さがある(小林, 1994; 1999 )。都市環境問題の

具体的様相の検討に入る前に、まずこれらについて

ひとわたりみておきたい。

(1) 首都一極集中と急激な都市化

カトマンドゥ市およびラリトプル市(パタン)並び

にその周辺より成る首都圏では急速な人口増大が続

いている。表8-13は、このうちカトマンドゥ市とラリ

トプル市についてみたものである。

両者合わせて20年間にほぼ2.5倍という増加ぶりで

ある。2001年の人口センサスの速報によれば、カト

マンドゥ市の人口は701,962人となり(Kathmandu Post
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誌,  2001年７月24日)、1991年から30万人近い増加を

示している。首都圏の市街地は、カトマンドゥ市や

ラリトプル市の行政界を超えて拡大しており、これ

らを合わせれば、現在すでに確実に人口100万を超え

ていることになる。

このような急速な人口増大は、首都圏におけるさ

まざまな機能の集中の結果として理解できよう。行

政・教育・医療などの諸機関が立地するとともに、

カーペット産業のような産業も集中し、首都一極化

ともいえるような現象が進行しているのである(小林,

1996)。この背景にはさらに、まだ不充分とはいえ、

インフラが整備された首都圏に対する各種投資

(ODA、NGOによる援助も含む)の集中があるとみて

よいであろう。

各種廃棄物の収集や処理に必要な組織や施設の整

備は、この人口増や産業の集中に追いつかず、都市

環境の悪化が進行する、という構図がここに成り立

つが、以下さらに述べるように、問題はこれにとど

まらない。

なお、カトマンドゥ市は1995年12月に Municipalityか

らMetropolitan Cityに昇格したが、以下でもカトマン

ドゥ市と表記する。この昇格は、環境問題をはじめ

とする都市問題の激化もふまえたものであることは

改めていうまでもない。

(2) 伝統的ゴミ観とカースト分業

首都圏における環境問題の悪化に関連するもう一

つの要因は、その廃棄物処理に関連する社会的・文

化的特徴である。カトマンドゥ市・ラリトプル市は、

中心部に世界遺産遺跡をもつ歴史都市で、その主要

部分は先住民ネワールによって形成された。この旧

市街では、清掃や廃棄物は、こうしたネワール社会

のカースト体系の底部に位置づけられてきた清掃人

カーストが伝統的に処理してきた。このカースト分

業を支えているのが伝統的ゴミ観で、各種廃棄物は

ケガレをもたらすので、清掃人カーストの扱うもの

とされ、他のカーストに属す人々はそれに触れるこ

とを忌避してきたのである。清掃人カーストに属す

人々は一定の報酬 を得て清掃を行う他、収集した廃

棄物を肥料として売却して得た収入などで生計を維

持してきたが、近年の都市化の進行とともに廃棄物

の量や質も大きく変化し、こうしたカースト分業に

よる収集や処理はもはや維持できなくなった。

ただし上記のような伝統的ゴミ観は根強く続いて

おり、首都圏の住民は、ゴミはいったん捨ててしま

えば処理されたも同然で、あとは清掃人カーストの

仕事と考える傾向が強い。近年はカトマンドゥ市や

ラリトプル市のような自治体やSolid Waste Management

and Resource Mobilization Center(略称SWMRMC、

1980年以降のドイツの援助にともなって設立された

ゴミの収集並びに処理のための機関で、地方開発省

に属す。1998年に市当局に移管されたと報道された

〔Kathmandu Post誌, 1999年11月16日〕)により清掃や

廃棄物処理が行われるようになったが、その労働は

依然として清掃人カースト出身者によって行われて

いる。また こうした機関によるゴミの収集が不充分

で、これに対応するため首都圏の各所にゴミを収集

する住民組織や事業体が形成されているが、それら

でもゴミ収集人を雇用してこの種の作業を行わせて

いるのが普通である。この種のゴミ収集には、従っ

てコスト負担が必要となるが、住民によってはその

理解が容易ではなく、サービスの普及率はまだ高い

とはいえない(田中, 2001)。

(3) 弱体な都市自治体

さらに大きな問題として、ネパールでは都市環境

の維持や改善に責任をもつ役所が従来はっきりと決

まっていなかったことに加え、それを引き受けるべ

き都市自治体が充分な行政能力をもっていないこと

が指摘できる。以下に述べるように、首都圏ではゴ

ミ以外でも、河川や地下水の汚染、大気の汚染など、

多方面で環境の悪化が進行している。しかしカトマ

ンドゥ市やラリトプル市の組織や権限、財政基盤は

弱く、こうした汚染に充分に対応できないのである。

ゴミの収集と処理については、上記のように都市

自治体と地方開発省が関与しているが、最終的な責
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任機関は必ずしも明確でない。首都圏のゴミ処理の

近代化を推進したドイツは、1993年以降の援助の継

続に際し、ゴミ関係の業務を全面的に都市自治体に

移管することを条件にしたが、これが満たされず、

以後援助を中止した。その後は、ドイツの援助によ

って開発された従来のゴミの埋め立て処分場が閉鎖

されたにもかかわらず、新処分場の開発の目処がた

っておらず、行き場のないゴミが市街地に溢れると

いう事態がしばしば発生している。これには、処分

場予定地の住民の反対もあるが、何よりも主管官庁

が明確でないことが関与していると考えられる。ま

た、カトマンドゥ市だけで1,300名もの清掃員を雇用

していながら、全市に清掃が行き届かず、ゴミの堆

積が各所にみられるのは、その行政能力を示してい

るといえよう(小林, 1999; 2001)。

他方、水道関係のサービスは、首都圏についても

政府機関であるネパール水道公社(Nepal Water

Supply Corporation: NWSC)が管轄しているが、資金

不足で既存の上水道システムの運用に精一杯である。

下水道の管理はほとんど行われず、二つの下水処理

場もほとんど機能していない。上記『カトマンドゥ

盆地の環境の計画と管理』(Oli et al. ed.,1999, p.43)は、

首都圏の水管理について、水資源省のもとに独立機

関を設置し、ネパール水道公社や水供給下水局、保

健サービス局(保健省)、都市自治体、NGOの業務を

調整すると同時に、水質基準の設定やモニターも行

わせるべきであるとしている。各官庁の責任分担が

明確でなく、先進国にくらべて都市自治体の役割が

小さいことは注目されよう。大気汚染についても、

車の排ガス規制が人口環境省によって行われている

が、その他の汚染源については、ほとんど規制が行

われず、これを管轄する官庁すらはっきりしていな

い。

これらの背景には、都市行政の主体になるべき自

治体の歴史がネパールでは浅く、法規に加え組織や

財政においても整備が遅れているという事情がある

(小林, 1999)。特に象徴的なのはその収入で、大部分

を最近まで「物品入市税」に依存していた。これは

市外より市内に搬入される物品に課せられる税で、

入札により徴税権を得た民間人が、交通の要衝で徴

収するという前近代的なものであった。

地方自治法の施行とともにこの税は廃止され(1999

年)、現在は国が徴収する「地方開発税」(関税の税

率を上げて徴収し、地方開発省より交付)に依存して

いるという状態であるが、その額は充分なものでは

ない。従って、これに替わる都市自治体独自の収入

源を確保する必要があり、そのために土地税などを

徴収する権限が都市自治体に与えられているが、実

際は事務体制が整っておらず、ようやくその準備が

始められているという状況である(Mahat, 2001, p.8-9 ;

Kathmandu Post誌, 2000年4月21日, 2001年9月7日な

ど)。本来ならば住民の支払う税を中心に、都市自治

体は独自の財源をもつべきではあるが、まだそれに

はほど遠いわけである。最近のインタビュー記事で

も、カトマンドゥ市長が市役所にはMetropolitan City

どころかMunicipalityとしても充分な権限が与えられ

ていないことを指摘している（Kathmandu Post誌、

2001年9月6日）のは、こうした事情もふまえてのこ

とと考えられる。このままでは、急増する都市環境

関係の行政需要に応えることは容易ではない。

以上、都市環境の悪化の背景として、急激な人口

増や市街地化に加え、伝統的ゴミ観、さらに都市行

政機構の未整備といった問題があることを示した。

行政に対する需要は急激に増大しているが、それに

対応することができないわけである。以下、さらに

この様相を詳しくみていきたい。

３－３　固形廃棄物 (ゴミ)

放置されたゴミがカトマンドゥ都市圏で目立つ背

景として、まず戸別の収集が行われておらず、回収

が市街地全域をカバーしていないという点が指摘で

きる。関係当局による清掃は主要道路に限られ、住

民はゴミを市内各所に配置されたコンテナまで運ぶ

必要がある。しかし、この収集体制に協力せず、自

分の住居周辺の公共スペースにゴミを放置したり、

またコンテナ付近まで運んでも、必ずしもその中に
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ゴミを投入しない住民も少なくない。さらにコンテ

ナまでの距離が大きく利用できない場合もあり、未

回収のゴミが常に市街地に残存することになるわけ

である。

もう一つの背景は、ゴミの埋め立て場の問題であ

る。ドイツの援助の停止(1993年)以来、既存のゴミ

埋め立て処分場が限界に達し、付近住民の抗議によ

りこれがたびたび閉鎖されたのに、新規の埋め立て

場の選定が進んでいない。このため、行き場がなく

なったゴミが市街に溢れるという状態が継続してき

た(小林, 1999; 2001)。このピーク時には、ゴミはコ

ンテナの周りに集積され、道路に大きく広がって、

何日も収集されなくなる。生ゴミは腐敗して臭気を

発し、歩行者や車はこれを避けて通行する事態とな

る。

こうした状態なので、毎日どれくらいのゴミが発

生し、どの程度が収集されて埋め立てられ、どの程

度がどこに放置されることになるかは、単に環境汚

染の把握だけでなく、収集や処理に関与する行政に

とっても重要であるが、その変化も含めて充分に把

握されていない。Halcrow Fox & Associates et al.

(1991a, p.87)は、約25％の市街地が収集サービスを受

けていないとしているのに対し、Oli et al.(1999, p.82)

は、発生するゴミの40-45％が収集されるとしている。

ただし後者の場合、その根拠は示されていない。

消費水準の上昇とともに人口1人あたりのゴミの量

が増大していることはしばしば指摘されるが、その

具体的な量となると、しっかりしたデータが少ない。

Halcrow Fox & Associates et al.(1991a, p.86)は、所得

の高い地区で、0.4から0.6kg、他の地区で0.25から

0.35kgとし、平均的には0.4kgとしている。他方、

NPC et al.(1992, p.21-24, p.29-31)では、１人あたりの

ゴミの量が0.25 、0.40 、さらに0.565kgの三つのケー

スを想定した、カトマンドゥ市内の総量とその変化

の推定を紹介している。またゴミの比重や構成の変

化もサンプルの収集方法が一定しないため、推定が

困難であることも指摘する。

ゴミとしては、この他工場や商店から出るものも

あるが、その量も判明していない。また家庭内での

処理に加え、いわゆるスカベンジャーによるリサイ

クルに向けた収集(これらは仲買人により集められ再

生利用される。これについてはYoshida[1997]を参照)

の量や比率についてもほとんどデータが収集されて

いない。なお、医療機関から出るゴミについては、

毎日700kgに達しており、大規模な施設では焼却が行

われているが、小規模な施設では普通のゴミとして

廃棄されているという(Sharma, Akshay, 2001)。

ゴミ収集に関連して注目されるのは、すでにふれ

たような民間の会社やNGOによる戸別収集である。

住民より料金を徴収し、清掃人を雇用して戸別にゴ

ミを収集するサービスが広がっている（田中,1997;

2001）。公的なゴミ収集事業の欠を補うサービスを提

供するわけであるが、収集したゴミは関係当局の設

置するコンテナに投入されており、処理はそれに依

存している。なお、カトマンドゥ市は、こうした民

間事業体に対し営業許可を与えるほか、道路清掃の

一部の民間委託も開始した(Rai, 2001, p.19-20)。

ところで、既存の処分場(Gokarna)の閉鎖期間中、

ゴミは行き場を失うことになるが、1994年9月から

1995年半ばにかけては、カトマンドゥ旧市街西側を

流れるビシュヌマティ川の西岸に、道路の造成を理

由にして埋め立てが行われた。また上記処分場が最

終的に閉鎖されて以後、2000年夏には、やはり道路

の造成を理由にして、都市圏を貫流するバグマティ

川上流の川岸(Jorpati付近)で埋め立てが行われた(小

林, 1999; 2001)。さらに最近では、住民の抗議により

これが使用できなくなり、バグマティ川下流の川岸

(Chobhar付近)にこれが移っている(Kathmandu Post

誌, 2001年5月14日)。いずれに際しても、埋め立て部

分の河川による浸食やゴミから流出する有害物質を

含んだ水による河川の汚染は考慮されていない。ま

た、河川はヒンドゥー教徒にとっては重要な場所で

あり、市民からの批判も強い。

なお、新規の埋め立て処分場の開発は、地方開発

省が担当しているが、場所の選定などについて、カ

トマンドゥ市当局との関係は必ずしも円滑ではない。



第２部　現状分析
第８章　環境

165

また、生ゴミから堆肥をつくるプラントの建設と操

業を、民間委託により行おうと計画している市当局

は、用地の入手について国の協力が得られないこと

をしばしば表明している(Kathmandu Post誌, 2000年5

月30日など)。Metropolitan Cityになってからも、カ

トマンドゥ市の行政区画は以前のままで拡大されて

おらず、市街地化が進んだ市域内ではこの種の施設

の用地を確保することが不可能になっているのであ

る。

３－４　水の汚染

水の汚染は、河川、地下水、さらに水道水の汚染

に大きく区分でき、このうち河川の汚染は、その汚

濁の程度や臭気から深刻さを容易に知ることができ

る。この基本的な原因は、市街地からの未処理の下

水や工場排水の流入である（Sharma,1992）。カトマ

ンドゥ都市圏では、下水処理場が２カ所に設置され

ているが、いずれも長期間機能しておらず、下水や

工場排水は直接河川に流入しているのである。また

後述するような下水を大量に含んだ浅層の地下水も、

河川に流入していると考えられる。

従って、どの河川も市街地より上流部の水質は良

好であるが、これを流下するに従い汚染されていく

ことを、容易に観察することができ、河川沿いの複

数地点での水質検査の結果もこれに一致している

（Halcrow Fox & Associates et al.,1991b, p.45-52;

Koirala, 1999, p.11）。近年では、日本系の環境調査会

社によって、水質の長期変化の解明に向けた継続的

観測が行われ、これが季節的に大きく変動し、モン

スーン季には大量の降雨のため改善されること、し

かし同じ場所で同じ月に採取されたサンプルを経年

的に比較すると、汚染は次第にひどくなっているこ

とが明らかになっている（Paudel and Upadhaya,

1995; 石田, 2000）。

下水の流入に加えて、カトマンドゥの河川敷や川

岸は火葬、さらには排便やゴミ捨て、家畜の飼養の

場所としても利用されてきており、これらも河川水

の汚染の原因になっていると考えられる。

すでにふれたように、浅層の地下水の汚染にも下

水が関与している。カトマンドゥ都市圏の市街地の

大部分では、下水道が整備されておらず、トイレの

排水を含む下水の多くは、地下の砂層に浸透させて

いる場合が普通である。これにより浅層の地下水に

依存する浅井戸や旧市街の水場（ヒティとよばれ、

やはり水源を地下水に依存する）の水が汚染される

ことになるわけである。この種の水源の水には、特

に夏に大腸菌が多くみられるほか（井戸6カ所、ヒテ

ィ2カ所の前後３回検査結果、Halcrow Fox &

Associates et al.,1991b, p.50-54）、アンモニア性窒素な

どがWHOの推奨値を大きく超える濃度で含まれてい

ることが明らかになっている（井戸全22カ所の調査、

Sharma and Shahi, 1995）。

カトマンドゥ都市圏では水道水の供給が安定して

おらず、浅層の地下水は、住民の生活に現在もなお

重要な役割を果たしている。特に水道が行きわたっ

ていない郊外では、その役割が大きいが、そうした

地区の井戸でも汚染がひどい例が認められる（川

崎・松永・川崎, 1999）。

カトマンドゥ都市圏では、上記に加え、水道水で

さえ大腸菌など人の糞尿に由来する物質で汚染され

て い る こ と が 広 く 確 認 さ れ て い る (Oli et al.,

1999,p.37, Sharma, Upadhaya and Shahi, 1995など)。

1990年代にカトマンドゥ市の東北部と北部に浄水場

が日本政府より無償供与され(カトマンドゥ上水道施

設改善計画、1992～1994年にE/N)、本格的な浄水が

行われるようになって、送水管に入る前の水質は大

幅に改善された。しかし、送水途中での汚染は現在

も続いている。

その基本的な原因は、断水時の水圧不足による汚

染された浅層地下水の管内への流入である。カトマ

ンドゥ都市圏では、水不足により水道の時間給水が

常態化しており、朝晩の給水時間よりも断水時間の

方がはるかに長い。送水管内の水圧は、この断水中

に低下するうえ、ポンプによる違法な吸水（少しで

も多量の水を採取するために行われる）により陰圧

となる。古い送水管は隙間が多く、陰圧になると、
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上記のような糞便を含む水で汚染された浅層地下水

が水道管に流入し易い。断水終了直後、通水の開始

時に流れてくる水道水は、このため特にひどく汚染

されていることが知られている。

こうした汚染の根本的解決に必要なのは上水道の

常時送水で、常に管内の水圧を高くし、浅層の汚染

された地下水の流入を防止することであるが、現在

は全く不可能な状態である(小林, 1994; 1997a)。この

背景には、カトマンドゥ盆地内の水資源の絶対的不

足があり、河川の汚染にも関連するので、少し詳し

くみておきたい。

カトマンドゥ盆地は、周囲の水系から孤立してお

り、上水道はその狭い分水界の中の水源に依存して

いる。その一つが周囲の山地からの谷川であるが、

流域が狭いため水量が限られ、季節的変動も大きい。

これを補うのが深層の地下水であるが、現在の汲み

上げ量(推定4200万～5500万�/日)は涵養量(同1500万

�/日)をはるかに超えており、地下水位は年々低下

していることが知られている(Oli et al., 1999, p.28-30

など)。

こうした状況を反映して、水道水の供給は毎年乾

季が深まるにつれて減少し、3～4月になると多くの

地区で事実上の断水状態になることも少なくない。

この季節には、水道の取水もあって河川水は著しく

減少し、流入する下水を希釈するほどの量もなくな

って、汚染がひどくなるわけである。

現在の水道システムでは、送水中の漏水によるロ

スも多い(推定40～65%[Oli et al., 1999, p.34])が、上記

のような水源に依存するかぎり、上水道の常時送水

が不可能なだけでなく、地下水の減少により現状の

維持すら困難になることが確実である。このため、

カトマンドゥ盆地外からの導水が必要になるが、隣

接する水系の主な河川の高度は、カトマンドゥ盆地

の高度(約1300メートル)よりも数百メートル低く、

揚水が必要となる。揚水なしで豊富な水量が導水で

きるのは、約20km北東方に位置する、シンドゥ・パ

ルチョク郡メラムチ付近に限られ、ここから取水す

る「メラムチ水供給計画」が検討されてきた。

最近になってようやくこの計画(アジア開発銀行

〔ADB〕を中心に日本の国際協力銀行〔JBIC〕も参

加)が実施に移されることになったことは、首都圏の

上水道にとって大きな意義をもつと言えよう。ただ

し完成までにまだ数年を要し、その効果が発揮され

るまでにはさらに時間を要する。

水道水や地下水の水質に戻ろう。上記のような飲

料水の汚染状態は、当然のことながら各種の伝染病

の原因となると考えられる。モンスーン季には特に

「胃腸炎」や「下痢」の流行が報道されるが、病原体

の種類や伝染経路に言及されることはほとんどない。

1994年夏は特にこの種の病気が全国的に流行した。

この最中、カトマンドゥの子ども病院では、入院患

者からコレラの複数タイプの病原体が確認され（683

名の子どものうち285例）、さらに市内各所の河川水

からもその一部が検出された(Ise et al.,1994)。この検

査には、隣接するトリブバン大学医学部付属病院の

日本人医師を含むスタッフがあたっており、態勢の

整った病院だけで病因を特定する検査が可能なこと

を示唆している。従って、「胃腸炎」や「下痢」と報

道されたもののなかには、相当数コレラも含まれて

いたとみてよいであろう。

以上から、カトマンドゥ都市圏における水に関連

する衛生環境のひどさが理解されよう。外国人旅行

者も、下痢などに悩まされることは常態となってい

る。これに関連して、宅地化のはげしい郊外のヘリ

コバクター・ピロリ菌(胃潰瘍の原因になる細菌)の

感染率は、子どもや若年者の場合、都市から離れた

山村の場合よりもはるかに高いことが判明しており

(Kawasaki et al., 1998)、示唆的である。

なお、カトマンドゥ都市圏の下水に関する行政は、

独立機関であるネパール水道公社が管轄しているが、

財政をはじめとしてさまざまな問題をもつことが指

摘されており(Ministry of Housing and Physical

Planning, 1990, p.27-28; Halcrow Fox & Associates et

al., 1991a, p.155-157; 1991b, p.179-182)、Oli et al.(1999,

p.43-45, 81,90,96)の記述でも、大きな役割は明らかに

期待されていない。
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３－５　大気汚染

大気汚染も目につきやすく、特に市街中心部や交

通の結節点での車の排気ガスが問題になってきた。

1990年代前半には、黒い排煙を出しながら走るディ

ーゼル車、特に乗り合いの三輪車(Vikram Tempo)が

問題にされた。

こ う し た 事 態 を ふ ま え 、 1 9 9 3 年 2 月 に は 、

UNDP(国連開発計画)の協力により、Kathmandu

Valley Vehicular Emission Control Project (KVVECP)

が発足した(Rajbahak, 1994)。その一環として、1993

年の秋から冬に14の観測点で調査が行われ、その結

果主として車の排気ガスに由来すると考えられる

SO2、NO2は、ほとんどの地点でWHOの基準（SO2

で125μg/m3 、NO2 で150μg/m3）をはるかに下回

っていることが明らかとなった。これに対して、ダ

スト（浮遊粉塵）はTSP(Total Suspended Particles)

でもPM10（大きさが10ミクロン以下の浮遊物質）で

も都心部を中心にかなりの地点でWHOの基準値(120

μg/m3)を大きく超え、原因は主として車の通過にと

もなう道路脇に堆積したホコリの舞い上がりによる

ことが示唆された(Devkota, 1994)。

カトマンドゥ都市圏の車の台数は近年大幅に増大

し、交通渋滞も発生するようになった。また車の中

には整備状態の悪いものも多くみられるが、それで

も他の大都市に比べればまだ絶対数がはるかに少な

く、排気ガスによる汚染は深刻なレベルには達して

いないわけである。これに対し、清掃の行き届かな

い道路脇には常時ホコリが堆積し、側溝や排水管が

ゴミで閉塞されていることが多いので、降水があっ

ても流れずに滞留する。これが車の通過のたびに舞

い上がって再堆積を繰り返すわけである。

他方これと並行して、上記の日本系の環境調査会

社によってほぼカトマンドゥ市全域のダスト（PM10）

の調査（1993年秋、全60地点以上）が実施された。

その結果、特に幹線道路沿いでひどく、おもな発生

源は道路脇に堆積しているダストの舞上がりで、こ

のコントロールにより汚染が防げることが確認され

た(Otaki et al., 1995)。カトマンドゥ盆地内には、セ

メント工場（１カ所）や煉瓦工場のような他の大き

な発生源からのダストもあるが、市街地では道路脇

の堆積が主要なダストの原因であることは、別の研

究でも支持された(Larssen et al.,1995, p.34-43)。

このように、大気汚染の基本的な原因が特定され

る一方で、マスコミや行政機関の関心は車の排気ガ

スに集中されていく。その一つのきっかけは、デン

バー大学の研究者の1993年夏の調査結果で、ガソリ

ン車の調査から、その排出するCO（一酸化炭素）な

どはメキシコ市に続く濃度の高さ（COで3.9％、メキ

シコシティは4.3％）で、彼らの測定したソウル・香

港・台北・バンコクよりもひどいと報道され、大き

な関心を呼んだ（Kathmandu Post誌, 1993年8月28日）。

これ以降、当局の関心は車の排気ガスに集中し、そ

の測定および規制に傾斜していく。

1994年3月には、政府、政府系バス会社、外国の大

使館・援助機関の車の排気ガスについては、ディー

ゼル車で65HSU(Hartridge Smoke Unit)、ガソリン車

のCO濃度（容積）で3％を基準とし、それ以下の車

の走行が規制されることになった。以後、一般車に

対してもこの規制の適用が検討されたが、上記

KVVECPにおける検査結果では、ディーゼル車585台

のうち91.2％が75HSU以上、ガソリン４輪車1,011台

のうち49％が3％以上のCOを含む排気を出しており

(Rajbahak, 1994)、上記の基準を適用すれば、かなり

の車が走行できないことが明らかとなった。これを

受けてか、同6月には、上記の基準をパスしていない

外国大使館・援助機関の車は、政府機関の集まるシ

ンガダルバールへの入構を禁止するという措置が取

られた。

しかし1995年以降一般車に対する規制も行われる

ようになり、上記に準じた基準をパスした車には緑

のステッカーが与えられ、これをもたない車は市内

中心部の指定地区の通行禁止という取り扱いを受け

ることになった。ただしこの基準をパスしないのに、

担当官の裁量でステッカーを受け取った車が少なく

ないといわれる（Katmandu Post誌, 1999年6月17日）。

また一方、上記ディーゼル車、特に乗り合い3輪車
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(Vikram Tempo)についても規制が強められ、1999年

9月にはついにそのカトマンドゥ盆地内での走行が禁

止された(Kathmandu Post誌 , 1999年 9月19日、

Poudel,2000)。他方、これに替わるものとして、バッ

テリーで動くSafa Tempo（safa=saphaは清潔を意味

する）の他、ガス(LPG)で動く3輪車も導入された

（Independent誌、1999年1月6日）。また、２サイクル

のエンジンを搭載するオートバイの輸入禁止のほか、

輸入車の検査も強化された(Kathmandu Post誌, 1999

年9月2日, 12月26日など)。

なお、車の排気ガスの規制値はたびたび変更され

たが、1999年に施行されたものでは新しいディーゼ

ル車で65HSU、古いディーゼル車で75HSUとなって

いる。また新しいガソリン車では、COの排出が3％、

古いガソリン車では同4.5％である(Poudel, 2000)。

以上、大気汚染に関しては、車の排気ガスに対す

る規制が中心で、特にディーゼルの乗り合い三輪車

に集中してきた。ただし大気汚染の中心はダストで

あり、その主要な原因である道路脇の堆積をなくす

には、道路のしっかりした舗装に加え、徹底した清

掃、さらに付随する側溝や廃水管の通水を妨害する

ゴミの除去などを持続的に行う必要がある。しかし、

そうした対策が大気汚染に関する議論の中で登場す

ることも少ない（例えば、Oli et al.,1999, p.141-145）。

これには多額の資金を要することもあるが、道路・

清掃・排水それぞれに関与する複数の役所の協調も

前提とするからと考えられる。

ところで、大気汚染に関する長期的変動に関連す

るデータとして、カトマンドゥ空港で収集されてき

た視程記録が紹介されている(Shrestha, M.L., 1995)。

8000mの視程の長期的な悪化は、特に逆転層の発達

する冬にひどく、12月を例にとると、1970年代末か

ら低下しはじめ、特に1985年以降はそれが急速で、

年々ひどくなっている。なお、カトマンドゥ盆地の

地形は逆転層が発達しやすく、これが汚れた空気の

滞留に影響することに留意しておく必要がある。

こうした大気汚染は、住民の健康に大きく影響し

ていると考えられるが、それを示すデータは少ない。

その種の研究がないわけではない(Shrestha, B., 1995)

が、世界の他の地域で得られたパラメーターをカト

マンドゥのデータ（TSPなど汚染レベルや人口）に

当てはめて算出したもので、信頼性の確認が要請さ

れる。他方、病院の入院患者における、呼吸器系疾

患の増大がしばしば報道されている（Kathmandu

Post誌, 1994年5月14日; 同誌, 2001年9月1日など）。

３－６　都市環境における開発課題

以上、首都圏における都市環境問題について検討

してきた。この解決に向けた施策は多方面にわたる。

またそれぞれの問題が相互に連関し、多面的なアプ

ローチが要求される。その点で、問題の整理すら容

易でないが、以下では政策課題を環境モニター体制

の整備、都市行政機構の強化、部門間の連携強化、

さらに民間セクターの活用の４つに大きく区分して

述べることとする。

上記からも明らかなように、都市環境に関連する

各種の測定データは充分でなく、またあったとして

も一貫性が認められず、政策立案に際しても極めて

不充分である。環境の体系的なモニターは、合理的

な政策の実施の前提になると言えよう。またすでに

みてきたように、ネパールでは都市環境を担当する

行政機構が中央(国)と地方自治体に分散しており、

責任官庁が明確でない場合も少なくない。このため、

都市自治体を主体とする行政機構の整備が不可欠で

ある。さらに都市環境については、上記のように問

題が複雑に連関し、施策の総合性・持続性が要求さ

れる。これに対しては、都市行政機構の強化を前提

としつつ、部門間の連携を推進する必要が痛感され

る。他方、行政機構が整備の途上にあるネパールで

は、民間セクターを活用していくことは、サービス

の拡充の早道と考えられる。

ネパールに限らず、発展途上国の都市環境には、

その他にも多彩な問題が認められ、技術的な問題も

少なくない(国際協力事業団, 1993)。以下では、ネパ

ールで特に大きな問題と認められるもののうち、組

織上の問題を中心に述べることとする。
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(1) 環境モニター体制の整備

すでに人口が100万を超える首都圏にあっては、環

境問題は大都市の都市問題として、体系的・組織的

な解決が求められる。効果的な政策を立案し、実施

するには、汚染源や汚染の実態についてできるだけ

正確なデータを収集することがまず必要である。

ゴミを例にすれば、その量や質は市内各地の業務

や所得水準によりかなりの差があると考えられる。

またゴミの水分含有量は、雨季と乾季では大きく変

化し、収集だけでなく、輸送や堆肥化にも大きく影

響することが明らかである。さらに業務の変化や消

費水準の上昇にともない、これらは大きく変動して

いく。効果的なゴミ対策を展開するには、こうした

点について常時モニターを行い、計画を修正してい

くことが必要である。

このような観点から、汚染の関係項目について、

定期的に同一地点で同一内容・同一精度の測定を実

施し、汚染源や汚染の分布、季節変動、経年変動が

把握できるデータを蓄積・公表する必要が認められ

る。これは、都市環境問題に関する政策の立案だけ

でなく、実行された政策の効果のモニターにも有用

である。加えて、各種感染症に関するデータや疫学

調査と関連づけることにより、住民の健康に対する

各種汚染のインパクトも明確になるであろう。

これらのデータは、市民の都市環境に対する理解

や関心を喚起し、さらにはその政策に対する協力を

得る際にも意義あるものとなろう。学校やマスコミ

における環境教育・衛生指導においても不可欠なデ

ータとなると予想される。

この種のモニター業務は、本来各種汚染に関する

責任官庁の行うべきものと考えられるが、それがま

だ充分に明確になっていないネパールにあっては、

都市自治体が主体となる可能性も考えられる。各種

汚染情報を都市自治体に集中しておくことにより、

以下に述べるような部門間の協力を容易にするとと

もに、都市自治体の企画立案能力の向上も図ること

が可能である。

なお、こうした都市環境モニターについては、ま

とまった外国の協力はほとんど行われていないこと

を付記しておきたい。

(2) 行政機構の強化

都市行政機能が、国の機関や都市自治体に分散す

るネパールでは、深刻化する首都圏の都市問題に対

して、首都圏の各種行政を調整するような会議(カト

マンドゥ盆地都市開発委員会など)が設置されてきた

が、充分な役割を果たしていないことがしばしば指

摘されている(Halcrow Fox & Associates et al., 1991b,

p.111-114など)。また、地方開発省の調整能力も低い

と評価されている(ADB内部資料, 2001)。

こうした状況の中で、地方分権化が提唱され、地

方自治法(1998年)により自治体の権限強化が図られ

ているが、上記のように現在のところ充分に実を結

ぶに至っていない。まだ地方自治法と他の法律に矛

盾さえみられる(ADB内部資料, 2001)というような段

階で、制度的な課題も多い。従って、都市環境の改

善に向かっては、当面地方自治体の強化を待ちなが

ら、各種政府機関との業務の調整が重要な意義をも

つことになると予想される。ただし、担当する政府

機関が明確でない場合においては、地方自治体の役

割は大きいと考えられ、それを支援していくことが

必要になろう。

都市環境に関連する行政需要は、今後もますます

増大することが確実であり、今後は上記のような長

期的観点にたって、それぞれのレベルの行政機構の

能力強化が課題となると考えられる。その場合、特

に都市自治体については将来的な潜在力が大きく、

重視していく必要があろう。都市自治体では、これ

までの物品入市税に依存した財政から、住民から徴

税する自主的な財政に転換しつつある。これは間接

税から直接税への転換でもあり、住民の都市行政に

対する要求も、それにともなって高まっていくと考

えられる。こうした点でも、都市自治体の強化が必

要と言えよう。

なお、首都圏には限らないが、この方面ではすで

にGTZがUrban Development through Local Effort
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(UDLE)という名称のもとに援助を展開し、都市自治

体に対する金融や組織整備、徴税、景観整備と、多

彩なプロジェクトを実施している(UDLE, 1993など)。

また、ADBはカトマンドゥ市の組織強化をねらった

技術協力を行っている(ADB, 1999)。地方自治法が整

備された現在では、これらと連携しながら、都市環

境問題の解決にむけて、さらに他の方面でも協力が

必要であろう。

(3) 部門間の連携強化

首都圏の都市問題には、関係官庁の多彩な部門が

連携しなければ解決できないものが少なくない。す

でに述べたダスト対策を例に挙げれば、その基本的

原因は汚れた道路にあり(道路脇のホコリの舞い上が

り)、道路清掃と大気汚染対策は密接に連携する必要

がある。また閉塞した排水溝や配水管の清掃や維持

管理も必要となる。この場合、以上のような連関は

必ずしも理解されておらず、所管機関が明確でない

ような業務も認められる。これらを連携のもとに実

施することにより、首都圏のダストを大きく減少さ

せることができると考えられる。

こうした部門間の協力体制を構築し維持していく

ことは、ダスト対策に限らず、今後の効果的な都市

環境対策には不可欠である。この場合政府機関と都

市自治体、政府機関と政府機関、さらには都市自治

体内部と、さまざまな調整が必要になると考えられ

るが、特に都市自治体と地方開発省の企画調整能力

の向上が望まれる。

この場合、上記のような環境モニター体制が大き

な意義をもつと考えられる。恒常的なモニターによ

って、都市環境対策の効果を知ることができ、部門

間の連携調整をさらに推進することができると考え

られる。上記のような部門間の協力が必要な問題に

ついては、また関係諸機関の調整を待つだけでなく、

そうした調整を前提としたプロジェクトを提案して

いくことも必要であろう。

(4) 民間セクターの活用

ゴミの堆肥化を民間に委託する計画があることは

すでにふれたが、その他でも民間セクターの役割は

大きい。その一つは、すでにふれたような、戸別の

ゴミ収集を行う民間組織で、公的機関の不十分なゴ

ミ収集に対して、住民が自主的に組織しているもの

が多い。その他料金を徴収してサービスを提供する

タイプもみられる(田中, 1997; 2001)。これらの一部

は、上記のようにすでに公的機関のゴミ収集・処理

と連携しているが、これをさらに推進する必要があ

ろう。

民間セクターの活動は、さらにリサイクルにもみ

られる(Yoshida, 1997)。この一つは廃棄されたゴミ

の中からプラスティック類などリサイクルできるも

のを選別する、いわゆるスカベンジャーによるもの

で、これによるリサイクル資源は、仲買によって集

められ、加工される。もう一つは戸別に空き缶や紙

類などリサイクル資源を回収するもので、やはり仲

買によって集められ、加工にまわされる。こうした

活動は、有用資源を回収する産業としての性格をも

つが、同時にゴミの量を減らし、都市環境問題に貢

献するものとして評価されている(Furedy, 1989)。

公的機関はこうした活動とも連携し、その便宜を

図っていく必要があろう。特にスカベンジャーとい

われる人々に対しては、その社会的・経済的位置か

らしても支援が必要で、社会保障としての政策も必

要と考えられる。

このような広がりの中でみると、都市環境対策は

総合的な政策として展開される必要があり、今後の

課題は極めて大きい。すでに浄水場の設置(カトマン

ドゥ上水道施設改善計画)など都市衛生の向上に大き

な役割を果たしてきた日本のODAにとっても、環境

関連の重要な援助分野として位置づけられる必要が

あろう。これによってまた、メラムチ水供給計画の

効果を一層高めることも可能になると考えられる。

なお、これまで検討してきたような都市環境問題

は、首都圏に限らず、地方都市でも広範に発生して

いる。これらにおいても基本的に類似の問題がみら
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れるが、首都圏にあっては、ネパールのプライメー

ト・シティーが立地することに加え、カトマンドゥ

盆地という限られた空間で都市化が進行していると

いう特殊性を考慮する必要があろう。急速な都市化

が容量の小さな場所で発生しているのである。この

ため、変化が急速なうえ、問題が深刻化し易いわけ

である。そうした意味でも、首都圏の都市環境問題

の解決には、従来以上の支援が必要と言えよう。

また、水源問題に象徴的に表れているように、現

時点でその開発は容量を大きく超えており、今後の

対策で人口増加にともなう環境負荷に追随すること

は、メラムチ水供給計画にみられるように多額の資

金を必要とし、容易ではないこと、また関連して将

来予想される多様な問題からしても、首都圏におけ

る各種機能や人口の集中に歯止めをかけ、さらには

それを軽減するための施策も必要であろう。すでに

首都移転が議論されているが、これを含めた首都圏

の今後のあり方が模索されるべき時期にさしかかっ

ていると言えよう。

ところで、類似の都市環境問題は、文化や社会に

共通性をもつ南アジアの諸都市でも発生している(小

林, 2001)。これらでも、その解決のために多彩な努

力が行われており(穂坂・篠田編, 2001)、参考にして

いく必要があろう。
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１. 運輸交通インフラ

木全　俊雄

１－１　政府の基本的開発政策

ネパールの経済開発は、1956年に策定された「第

１次五ヵ年計画(1956/57～1960/61)に始まり、現在

「第9次五ヵ年計画（1996/97～2001/02）」の期間とな

っている。ネパール政府は「第4次五ヵ年計画

（1970/71～1974/75）」までは農業生産増大、工業開

発、観光開発、資源開発などの経済開発を進める上

で、運輸インフラ整備を最優先する政策のもと運輸

部門に対して開発計画予算の最大投資配分を実施し

てきた。「第5次五ヵ年計画（1975/76～1979/80）」以

降は、国内の貧困軽減、農業加工業の促進を最重点

課題とし、最優先の政策を農業生産増大に置き、農

業部門の投資を拡大したため、農業部門への投資が

運輸部門の投資を上回るようになったが、後者は依

然として政府開発予算の20％近くを占めている。

現在の第9次五ヵ年計画の主要な政策目標は①経済

成長の持続、②貧困の軽減、③地域間格差の是正で

あり、その中で農業の商業化、観光の促進を謳って

おり、それらを支える運輸インフラの開発が今後も

重要な役割を担っていくとされている。

運輸分野整備の目的としては、輸送コストが最小

限となるバランスの取れた運輸システムの開発、各

種の運輸手段を有効に生かした総合的な運輸システ

ムの整備などが挙げられている。具体的には、生活

基盤、社会開発、産業開発の基盤となる道路網の整

第９章　インフラ・エネルギー

表９－１　経済開発計画の推移�
 開発計画 政府開発総支出額 うち運輸部門 ［参考］農業部門3）�
 第1次五ヵ年�
 　(1956/57-60/61)�
 第2次三ヵ年�
 　(1962/63-64/65)�
 第3次五ヵ年�
 　(1965/66-69/70)�
 第4次五ヵ年�
 　(1970/71-74/75)�
 第5次五ヵ年�
 　(1975/76-79/80)�
 第6次五ヵ年�
 　(1980/81-84/85)�
 第7次五ヵ年�
 　(1985/86-89/90)�
 第8次五ヵ年�
 　(1992/93-96/97)�
 第9次五ヵ年�
 　(1997/98-2001/02 )

 330 124.0（37.6％） 94.5（28.6％）�

 600 144.0（23.9％） 81.6（13.6％）�

 1,740 579.0（37.2％） 647.0（21.7％）�

 2,570 986.7（38.4％） 662.8（26.0％）�

 7,545 1,882.6（25.0％） 2,278.7（30.2％）�

 21,750 3,880.0（17.9％） 6,600.0（30.3％）�

 29,000 4,594.8（15.8％） 8,868.9（30.6％）�

 129,100 27,560（21.3％） 33,030（25.6％）�

 215,150 38,760（18.0％） 58,090（27.0％）�

1）�

2）�

4）�

（注）（ ）内は部門別支出のシェア（％）�
　　　１）公共部門支出額のみ�
　　　２）ミニマム・プログラム�
　　　３） 灌漑、林業含む�
　　　４） 通信分野含む�
出所: 海外運輸協力協会(1999 )

（単位：百万ルピー）�
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備を掲げ、今後は民間部門の参加を促進していくこ

とを挙げている。また、東西鉄道（タライ）整備の

可能性調査、インド国境近くのドライポートの整備

とインド側広軌道鉄道との連結、カトマンドゥ市内

のトロリーバスの強化などが挙げられているほか、

観光開発支援の観点から、国際航空サービスの充実、

トリブバン国際空港の安全性の向上、第2国際空港の

建設、ポカラやビラトナガル等の国内ハブ空港の拡

充整備などが挙げられている。

道路整備に関する第９次五ヵ年計画の主な施策は

以下のとおりである。

・東西ハイウェイの完通（カルナリ5km区間と22

橋建設の完成など）

・現在施工中の南北軸を形成する国道の完成

・郡庁まで道路アクセスのない郡における道路建

設継続

・水力発電所等の立地する重要箇所へのアクセス

改善

・道路の補修・維持管理の強化、他区間における

通行料金徴収システム導入

・長期的視野に立ち環境・ローカル資源の変化を

見通した技術基準の作成

・労働集約型、ローカル資材利用型道路建設の採

用（国道除く）

・研修や機械化を通した建設業者・コンサルタン

トのレベルアップ

・道路不法占用者に対する適切な措置

・適切な都市開発の誘導を図るためのリング道路

（カトマンドゥ）の有効活用

上記施策を達成するため、数値目標としては、

2,917kmの道路建設、758kmの道路補修、2,954kmの

定期的維持管理、90橋の吊橋建設、87橋の道路橋建

設を今次５ヵ年内に実施し、未だ郡庁に道路アクセ

スしていない19郡に対して、うち12郡は道路アクセ

スを図ることとしている。

また、道路局（Department of Roads:DOR）では、

1994年に策定されたDOR Strategy（道路局施策）を

基に1997年に策定されたPIP（Priority Investment

Plan）が今後10年間（第9次および第10次五ヵ年計画

期間）の道路整備のマスタープランとなっている。

計画では今後10年間に年間約350kmペースの舗装

修繕等の周期的管理（Periodic Maintenance）、カト

マンドゥへのアプローチ道路の改良（ナウビセバイ

パス、アルニコハイウェイの4車線化）のほか、10路

線約880kmの山間部補助幹線道路新設（これにより、

全国75郡のうち道路アクセスがないのは5郡となる）、

維持管理強化方策、財源対策など提案している。

１－２　運輸交通インフラ分野の現状

(1) 道路

ネパールの道路交通網は総じて整備が遅れており、

特に険しいかつ脆弱な山々が連なる山岳諸郡の道路

は難工事・高コスト・低便益等の観点から整備が進

んでいないのが現状である。全国75郡のうち郡庁へ

自動車道路の通じていない郡が2000年７月時点でま

だ17郡もあり、そのうち10郡には自動車道路がない。

地方道路のほとんどは舗装はおろか橋梁未整備で河

道を渡らねばならない。（雨季は通行不可のfai r

weather road）

ネパールの道路は、道路行政上 ①国道（National

Highway）、②補助幹線道路(Feeder Road：国道と郡

役場を結ぶ道路)、③郡道路(District Road：日本で言

う町村道のイメージ)、④市道路 (Urban Road：市道)

に区分され、各々の路面状況別、開発区別の道路延

長は表9-2のとおりである。

道路総延長は2000年7月現在15,308kmと5年前の

10,724kmに対して43％の伸びとなっているが、うち

舗装道路は4,522kmで舗装率は約30％にとどまってい

る。（5年前に対し28％の伸び）ちなみに国道の舗装

率は79％、補助幹線道路の舗装率は40％であり、た

とえ舗装がしてあっても、維持管理がほとんど行わ

れていないため、徐行しなければならないほどの路

面状態になっている国道も多々見うけられる。この

ため、輸送に多大な時間を要する結果、時間コスト

が高く付き、相当な経済的損失が生じるという結果
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を招いている。（表9-3 参照）

一方、経済開発区別の道路の分布状況を見ると、

国土面積の19％を占めるにすぎない中央部開発区に

道路延長の40％が、また舗装道路の43％が集中して

いるが、これに対して中西部・極西部開発区は国土

面積の42％、全人口の33％も占めているにもかかわ

らず、道路延長は21％、舗装道路では18％しか分布

しておらず、道路の恩恵を被る地域に大きな格差が

生じている。（道路のない郡12郡のうち、6郡が中西

部、1郡が極西部）

ネパールの道路交通の基幹をなすのは、15路線あ

る国道である。特にインド・カルカッタ港から首都

カトマンドゥへの物流路線となるビルガンジからヘ

タウダ、ナラヤンガート、ムグリンを経由してカト

マンドゥに至る道路が国の大生命線になっている。

一方、国土全体における道路ネットワークは、タラ

イ平野を東西に走りアジアハイウェイ（A2ルート）

にも位置づけられるマヘンドラハイウェイ（東西ハ

イウェイ：総延長は1,024km）およびカトマンドゥと

観光都市ポカラをつなぐプリティビハイウェイ

（173km）を東西軸としている。またそこから南北に

伸びる幾つかの路線で南北軸を構成している。道路

局が主管するStrategic Road Network（国道および補

助幹線道路）を図9-1に示す。

道路アクセスのない郡も幾つか残ってはいるもの

の、国全体の道路の基本的骨格はほぼ出来上がりつ

つあると言える。しかし、いずれの幹線道路も災害

に対する安全度は極めて低く、毎年繰り返し起こる

降雨災害（斜面崩壊・土石流）による道路の交通遮

断が、国の経済活動に与える影響も無視できない状

表９－２　道路種別・路面状況別・開発区別  道路延長 (Km)
 道路種別 開発区 舗装 砂利 土 計 ％�
�
�
 国  道�
 （15路線）�
�
�
�
�
 補助幹線道路�
 （51路線）�
�
�
�
�
 地区道路�
 （郡道）�
�
�
�
�
 都市道路�
�
�
�
 総 　　   計�
 ％�

 東部�
 中央部�
 西部�
 中西部�
 極西部�
 計�
 東部�
 中央部�
 西部�
 中西部�
 極西部�
 計�
 東部�
 中央部�
 西部�
 中西部�
 極西部�
 計�
 東部�
 中央部�
 西部�
 中西部�
 極西部�
 計�

 506�
 658�
 479�
 341�
 340�

 2,324

117�
63�
7�

52�
0�

239

45�
6�
0�

181�
131�
363

668�
727�
486�
574�
471�

2,926

4.36 �
4.75 �
3.18 �
3.75 �
3.08 �
19.12

 147�
393�
241�
40�
0�

821

69�
137�
96�

119�
94�
515

90�
136�
166�
249�
88�
705

306�
667�
503�
408�
182�

2,065

2.00 �
4.36 �
3.29 �
2.67 �
1.19 �
13.50

68�
288�
34�
15�
42�
447

652�
1,058�
231�
259�
146�

2,345

1,165�
2,315�
992�
661�
407�

5,539

1,885�
3,661�
1,257�
935�
595�

8,331

12.32 �
23.92 �
8.21 �
6.11 �
3.89�
54.43

 128�
593�
179�
19�
11�
930

146�
315�
49�
32�
20�
562

167�
182�
123�
12�
8�

492

441�
1,090�
351�
63�
39�

1,984

2.88 �
7.12 �
2.29 �
0.41 �
0.25 �
12.96

4,522�

29.54

3,661�

23.92

7,123�

46.54

15,305�

100.00

100.00

出所: DOR (1998)

（2000年7月現在）�
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況にある。物流の大動脈として最も重要な区間であ

るカトマンドゥとタライを結ぶ幹線道路においてさ

え、1993年の豪雨災害では20日以上、2000年のクリ

シュナビル斜面崩壊では11日間の交通止めが生じ、

カトマンドゥの首都機能、市民生活に多大な影響を

及ぼしている。

道路事業は従来より公共事業・計画省道路局

（DOR）の所管であったが、第9次開発計画（1997－

表９－３   カトマンドゥから郡庁までの所要時間�

No.
郡庁� 郡名�

カトマンドゥから�
の所要時間�

1�
2�
3�
4�
5�
6�
7�
8�
9�
10�
11�
12�
13�
14�
15�
16�
17�
18�
19�
20�
21�
22�
23�
24�
25�
26�
27�
28�
29�
30�
31�
32�
33�
34�
35�
36�
37�
38�
39

Taplejung＊�
Khandbari�
Solusalleri�
Okhaldhunga�
Diktel�
Bhojpur�
Phidim＊�
Ilam＊�
Bhadrapur＊�
Terhathum＊�
Dhankuta＊�
Biratnagar＊�
Inaruwa＊�
Gaighat＊�
Rajbiraj＊�
Siraha＊�
Sindhulimadi＊�
Janakpur＊�
Jaleswar＊�
Malangawa＊�
Gaur＊�
Kalaiya＊�
Birgunj＊�
Hetauda＊�
Bidur�
Dhunche�
Dhulikhel�
Chautara�
Charikot�
Dhading�
Bharatpur�
Kathmandu�
Lalitpur�
Bhaktapur�
Manthali�
Jomsom�
Chame�
Beni�
Gorkha

Taplejun*�
Sankhuwasabha�
Solukhumbu�
Okhaldhunga�
Khotang�
Bhojpur�
Panchthar�
Ilam�
Jhapa�
Terhathum�
Dhankuta�
Morang�
Sunsari�
Udayapur�
Saptari�
Siraha�
Sindhuli�
Dhanusa�
Mahottari�
Sarlahi�
Rautahat�
Bara�
Parsa�
Makawanpur�
Nuwakot�
Rasuwa�
Kabhre�
Sindhupalchowk�
Dolakha�
Dhading�
Chitwan�
Kathmandu�
Lalitpur�
Bhaktapur�
Ramechhap�
Mustang�
Manang�
Myagdi�
Gorkha

21�
N.A�
N.A�
N.A�
N.A�
N.A�
18.5�
17�
15.5�
16.5�
15�
13.5�
13�
11.5�
11.5�
10.5�
9.5�
9.5�
10�
8.5�
8.5�
7�
7�
5.5�
2�
3�
0.7�
2�
3.5�
2.5�
3�
0�
0.1�
0.4�
4.5�
N.A�
N.A�
7�
3.5

40�
41�
42�
43�
44�
45�
46�
�

47�
48�
49�
50�
51�
52�
53�
54�
55�
56�
57�
58�
59�
60�
61�
62�
63�
64�
65�
66�
67�
68�
69�
70�
71�
72�
73�
74�
75

Beshisahar�
Damauli�
Pokhara�
Kusma�
Baglung�
Syangja�
Tansen(via Butwal)�
  〃   (via Pokahra)�
Tamghas(via Butwal)�
Bhairahawa�
Parasi�
Taulihawa�
Sandikhark�
Simikot�
Gamgadhi�
Jumla�
Manma�
Dunai�
Jajarkot�
Jumli Khalanga�
Ghorahi�
Salyan�
Pyuthan�
Liwang�
Surkhet�
Dailekh�
Nepalgunj�
Gulariya�
Darchula�
Chainpur�
Martadi�
Mangalsain�
Dhangadi�
Dadeldhura�
Silgadhi�
Baitadi�
Mahendranagar

Lamjung�
Tanahu�
Kaski�
Parbat�
Baglung�
Syangja�
Palpa�
�
Gulmi�
Rupandehi�
Nawalparasi�
Kapilvastu�
Arghakhanchi�
Humla�
Mugu�
Jumla�
Kalikot�
Dolpa�
Jajarkot�
Rukum�
Dang�
Salyan�
Pyuthan�
Rolpa�
Surkhet�
Dailekh�
Banke�
Bardiya�
Darchula�
Bajhang�
Bajura�
Achham�
Kailali�
Dadeldhura�
Doti�
Baitadi�
Kanchanpur

4.5�
4�
5�
6�
6.5�
6�
7.5�
8�
9.5�
7�
6�
7.5�
9.5�
N.A�
N.A�
N.A�
N.A�
N.A�
N.A�
N.A�
10.5�
13�
11�
12�
15�
16.5�
12.5�
13.5�
N.A�
N.A�
N.A�
N.A�
16.5�
19�
20.5�
21.5�
17

郡庁� 郡名�
カトマンドゥから�
の所要時間�

No.

（注）＊： ムグリン経由、N.A： 道路の接続なし。�

（単位： 時間）�



第２部　現状分析
第９章　インフラ・エネルギー

179



ネパール国別援助研究会報告書

180

2002）に謳われている農業道路の整備、参加型開発

の促進を強力に進めるため、地方道路（Rur a l

Road：District Roadを含む）については地方開発省

地方開発・農業道路局の所管となり、DORは国道と

Feeder道路を合わせたStrategic Road Networkのみの

管轄となった。ただし、地方道路の建設・管理の実

施機関である郡開発委員会（District Development

Committee：地方開発省DOLIDARの管轄）では、実

際、エンジニア1名、監督員（Overseer）3名しか配

置されておらず、マンパワーが絶対的に不足してい

るため、まだかなりの地方道路は引き続きDORが面

倒を見ている現状である。一部のDDCでは、外国の

援助予算（ADB、GTZ、SDCなど）を受けて住民参

加型道路づくりを実施しようとしている動きも出て

きている。（Green Road Concept、Rural Infrastructure

Development Programme、Bridge Building of Local

Level  etc.）

都市道路の管理についても各自治体（Municipality：

地方開発省の管轄）に権限を委譲すべく調整中であ

り、現在のところ管理は両者が行っている。

道路局では（図9-2参照）、約3000人の職員のうち

約1000人が技術系職員（エンジニア300人）で、本局

以外に22の建設事務所、6の地域管理事務所とその下

に25の地方管理事務所（出張所）が置かれている。

ちなみに道路局の予算は年間50億ルピー程度（国家

予算1の７％）で6～7割を外国援助予算が占めている。

他方、カトマンドゥ市内の都市交通に目を向ける

と、近年、年率15%程度の伸びで交通量が増加してお

り、渋滞問題と排気ガスによる大気汚染問題が深刻

化してきている。

市内の交差点はロータリー形式が多いが、年々増

加する交通量2にもはや容量オーバーでこれら交差点

を中心に市内の至る所で渋滞が生じている。また、

バスパークが市内中心部にあり、発着のバスが道路

上に溢れていること、客待ちで長時間停車している

ことなどが渋滞に拍車をかけている。また、マナー

ネパールの国家歳出予算規模は近年では600～700億ルピー（約1000億円）で、うち開発予算が5割、そのうちの6割を無償資金と
ローンが占めるという超援助依存予算。
カトマンドゥ盆地内の車の保有台数は約13万台で国全体の56％を占める。うち、オートバイが8万台、乗用車が3.3万台とそれほ
ど多くはないにもかかわらず、三輪車（テンプー）・自転車等の低速交通の混在、タクシー・バスの路上駐車、歩行者の道路横
断等により都市中心部は混雑を極めている。

1

2
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の悪さが渋滞を作り出してしまうケースも頻繁に見

受けられる。

(2) 航空

航空輸送は、道路建設の困難な山間部の僻地への

唯一のアクセス手段であるほか、観光開発にも大き

く寄与している。空港数は、トリブバン国際空港を

含めて44空港があり、6空港が建設中である。また、

ヘリコプター基地が97ヵ所存在する。航空会社はロ

イヤルネパール航空のほか、多くの民間航空会社が営

業している。

ネパール観光民間航空省は、各国との間で航空機

乗り入れの協定締結に積極的に取り組んでおり、

1997/98会計年度には新たにエジプト、インド、オー

ストリア、ドイツ、ルクセンブルグ、バーレーン、

オマーン、オランダの８ヵ国との間で協定が締結さ

れた。また、1999年1月より、観光民間航空省民間航

空局は民間空港公団に改組されている。

国内線の旅客輸送人員は1997/98年度データで

1,383千人、貨物輸送量は10,596 mt、国際線ではそれ

ぞれ、1,331千人、16,683 mt となっている。

トリブバン国際空港（TIA）は、3,100mの滑走路1

本を持つネパール唯一の国際空港であるほか、国内

のハブ空港でもあり、年間乗降客は国際線100万人、

国内線50万人（1997年）である。同空港は標高

1,300mのカトマンドゥ盆地に位置しており、周りは

2000～3000mの山々に囲まれている。1992年に起き

た2度の航空機事故を契機に日本の無償資金協力によ

り航空管制用レーダーが整備され、また、ADBの協

力により空港近代化計画として空港設備の拡張整備

が行われており、当国の玄関口としての機能を次第

に整えつつある。しかしながら、広域管制用レーダ

ー、着陸進入誘導装置（ILS）は未整備であるほか、

過去に整備された通信設備、航法援助装置（電波標

識等）が老朽化する等の問題点も抱えている。

また、地方空港については43の地方空港のうち、

全天候型空港はTIAのほか、バイラハワ、ビラトナガ

ル、ネパールガンジのわずか3空港のみで、滑走路に

ついても舗装されている空港はこれらに加えてポカ

ラ、ジャナカプルがあるのみ、その他の空港は未舗

装という状況である。特に山間部の空港は、山頂、

山腹、峡谷の谷間にあり、勾配が急な500m程度の滑

走路に簡易ターミナルがあるのみである。表9-5に国

内の空港整備状況を示す。

(3) 鉄道その他

ネパールにおける鉄道行政は、労働運輸省の所管

となっており、鉄道の運営は同省の管轄下にあるネ

パール運輸公社（Nepal Transportation Corporation：

NTC）が行っている。

鉄道の歴史は道路より古く、1927年にインド側の

ラクソールからビルガンジを経てアムレクガンジま

での47kmが開通し、貨物・旅客輸送が始まった。ま

た、インド側のジャイナガルからジャナカプルを経

由しビジャルプラに至る53kmの路線が1938年に建設

された。その後1956年にトリブバン・ハイウェイ

（カトマンドゥ～ラクソール）が開通するまでは、カ

トマンドゥ～カルカッタ間の輸送ルートの主要部分

表９－４ 　運輸施設別旅客・貨物輸送量� （単位：千人、mt）�

 年度 1980/81 1985/86 1990/91 1995/96 1996/97 1997/98 1998/99*�
航空国内旅客 215 239 308 1,208 1,318 1,383 922�
国際旅客 162 197 326 941 958 1,331 780�
国内貨物 676 771 743 11,849 10,539 10,596 6,000�
国際貨物 1,490 3,139 4,111 14,592 15,202 16,683 10,029�
鉄道旅客 1,271 1,500 1,100 1,245 1,416 1,731 1,134�
貨物 20,800 17,000 15,000 8,000 7,300 8,000 6,800�
ロープウェイ貨物 560 25,000 11,500 7,500 33,500 13,200 –�
トロリーバス旅客 2,469 4,867 5,300 4,182 3,700 3,332 2,801

出所： 在ネパール大使館資料� (*当初9ヵ月速報値)



    表９－５　ネパールの空港施設概要�

 空港名 滑走路（m） 舗装 標高（m） コンディション クラス 管制塔�

 1 Kathmandu (Tribhuban) 3,050*45 アスファルト  1,338 全天候型 国際線 ○ �
 2 Bhairahawa 1,524*30 アスファルト 109 全天候型 国内線 ○ �
 3 Biratnagar 1,524*30 アスファルト 72 全天候型 国内線 ○�
 4 Nepalgunj 1,524*45 アスファルト 165 全天候型 国内線 ○�
 5 Pokhara 1,433*30 アスファルト 827 FW 国内線 ○ �
 6 Bharatpur 1,158*30 芝 183 FW 国内線 ○�
 7 Dhangadhi 1,524*30 芝 210 FW 国内線 △�
 8 Janakpur 1,006*30 アスファルト 78 FW 国内線 ○�
 9 Rajbiraj 1,280*46 芝 76 FW 国内線 × �
 10 Simra 1,219*46 砂利 137 FW 国内線 ○ �
 11 Surkhet 1,036*30 芝 732 FW 国内線 △�
 12 Tumlingtar 1,219*46 芝 518 FW 国内線 △�
 13 Baitadi 500*30 芝 1,280 FW 国内線 × �
 14 Baglung 630*30 芝 1,012 FW 国内線 ×�
 15 Bajhang 640*30 芝 1,250 FW 国内線 △�
 16 Bajura 573*30 芝 1,311 FW 国内線 △�
 17 Bhojpur 533*30 土 1,067 FW 国内線 △�
 18 Chandragadi 1,524*46 芝 91 FW 国内線 △�
 19 Dang 832*46 芝 640 FW 国内線 ×�
 20 Darchula 590*30 芝 650 FW 国内線 ×�
 21 Dhorpatan 360*30 芝 2,728 FW 国内線 ×�
 22 Dolpa 457*30 芝 2,500 FW 国内線 △�
 23 Doti 427*30 芝 640 FW 国内線 △�
 24 Gorkha 1,097*46 芝 475 FW 国内線 ×�
 25 Jiri 366*18 芝 1,830 FW 国内線 ×�
 26 Jomson 610*30 砂利 2,682 FW 国内線 △�
 27 Jumla 670*30 芝 2,591 FW 国内線 △�
 28 Lamidada 518*30 芝 1,250 FW 国内線 △�
 29 Langtang 421*30 芝 3,658 FW 国内線 ×�
 30 Lukla 488*30 芝 1,59 FW 国内線 △�
 31 Mahendranagar 884*30 芝 198 FW 国内線 △�
 32 Manang 610*30 芝 3,353 FW 国内線 ×�
 33 Meghauli 1,067*46 芝 183 FW 国内線 ×�
 34 Phaplu 670*30 芝 2,431 FW 国内線 △�
 35 Ramechhap 518*30 芝 474 FW 国内線 △�
 36 Rolpa 457*30 土 1,250 FW 国内線 ×�
 37 Chaurjhari 488*30 芝 762 FW 国内線 △�
 38 Rumjatar 549*30 土/芝 1,524 FW 国内線 △�
 39 Sanfebagar 427*30 芝 695 FW 国内線 △�
 40 Simikot 549*18 芝 2,818 FW 国内線 △�
 41 Syangboche 405*30  3,748 FW 国内線 ×�
 42 Taplejung 594*30  2,377 FW 国内線 ×�
 43 Tikapur 573*30 芝 1,311 FW 国内線 △�
 44 Sally 540*30 芝 1,551 FW 国内線 △�
（注）○：管制業務が提供されている空港 、△：飛行情報業務のみが提供されている空港（管制は行われてい�
　　　　ない）、×：上記業務のいずれも提供されていない空港。　FW (FairWeather).
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として機能したが、道路整備の進展により鉄道の輸

送量は落ち込み、国の輸送体系を支える手段は道路

に取って代えられた。

現在はジャナカプル～ジャイナガル線（全長

=53km）が旅客・貨物を、ビルガンジ～ラクソール

線（全長=6km）は貨物のみで営業しているのみであ

り、旅客は増加傾向にあるが、貨物輸送は減少傾向

にある。ただし、旅客はジャナカプルに多くあるヒ

ンドゥー教寺院へのインド人巡礼者が大部分を占め

ていると言われている。

ネパールにおいて人口や経済基盤が集中している

丘陵地帯（例えばカトマンドゥ）まで鉄道を敷くこ

とは地形的に見て極めて困難であり、物流輸送の主

役は道路であるが、タライ地域の今後の開発の進展

によっては同地域を東西に横断する鉄道の開発も考

えうることから第9次五ヵ年計画では長期構想として

その可能性調査を示唆している。

また、現在、世銀のソフトローンにより、インド

国境のビルガンジ、ビラトナガル、タトパニにドラ

イポート（Inland Container Depot）が建設中である。

ビルガンジーICDはカルカッタからの鉄道輸送コン

テナ基地で、コンテナの取扱量2,000個、クレーン5

基の規模となっている。

ロープウェイは、1927年にカトマンドゥとタライ

を結ぶ22.5kmが建設され、1947年に7.5km延長され

た。その後、鉄道同様、1956年にトリブバンハイウ

ェイが完成するまでは、カトマンドゥ発着貨物の唯

一の輸送手段として重要な役割を担った。現在のカ

トマンドゥ～ヘタウダ間42.2kmのロープウェイは、

老朽化した旧線の代替として1964年に建設されたも

ので、鉄道と同じくNTCにより管理・運営されてい

るが、もっぱらヘタウダのセメント工場からカトマ

ンドゥまでの袋詰めセメントの輸送に利用されてい

る。貨物の輸送量が変動しているのはセメント工場

の稼働率等を反映しているものと思われる。

トロリーバスは、中国の援助で1970年代初期から

ネパール運輸公社（NTC）3の管轄下にあるトロリ

ー・バスサービス（Trolley Bus Service：TBS）によ

って運営されている。1998年現在、カトマンドゥ～

バクタプル間（営業路線長：13km）を22台（32台保

有）で運行しており、日当たり5,000人がトロリーバ

スを利用している。トロリーバスは、公共輸送とし

て重要な役割を担っているが、経営的に路線長、路

線数が不足していることやバスが老朽化しているな

どの問題を抱えている。一方、第9次五ヵ年計画では、

排気ガス対策の観点から環境にやさしい大量輸送機

関としてのトロリーバスに着目、実行可能な路線の

拡張が謳われている。

１－３　運輸交通インフラ分野の開発・援助動向

(1) 道路

ネパールにおける道路整備の歴史が援助の歴史と

いってもよいほど道路セクターには数多くの援助

国・国際機関による資金・技術協力が実施されてき

ており、今なお道路予算の6～7割を外国援助が占め

ている。（表9-6、図9-3参照）

1980年代までは各ドナーにより幹線道路の新設、

改良が実施されてきたが、それら道路の適正な維持

管理が行われず、道路の荒廃が目立ってきたため、

90年代に入って援助の主体はそれら幹線道路のリハ

ビリにシフトしてきている。ごく最近、これらのリ

ハビリプログラムも一段落し、アクセスのない地域

への道路建設に重点が移りつつある。

また、道路管理強化のための各種方策が技術協力

ベースで行なわれている。

例えば、MRCU（Maintenance and Rehabilitation

Coordination Unit）は、適切な維持管理システムの

確立を目標として道路局内に1991年に設置された組

識であるが、イギリス人専門家（DFID）とスイス人

専門家（SDC）と道路局SDE(Senior Divisional

Engineer)の3者共同で道路管理マニュアル、道路管

理データベース等の作成に取り組んでいる。また、

SMD(Strengthened Maintenance Division)プログラム

が道路管理事務所の計画的管理技術強化のため、ス

イスの援助で実施されている。これらのプログラム

従前、NTCは公共事業運輸省の管轄下にあり、道路行政と一体化していたが、2000年4月の省庁再編により、交通管理局
（DOTM）とともに公共事業計画省とは異なる労働運輸省の管轄下になったため、情報収集が疎遠になっている。

1
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表９－６　ネパールの道路整備の推移�
 年度 五ヵ年計画等 道路総延長(km) 主な援助国･援助機関�
 1951 民主化の年 376�
 1956 第１次五ヵ年計画 624 インド、米国�
 1962 第２次三ヵ年計画 1,193 インド、米国、中国�
 1965 第３次五ヵ年計画 2,049 インド、米国、中国、ソ連、英国�
 1970 第４次五ヵ年計画 2,504 インド、米国、中国、ソ連、英国、スイス�
 1975 第５次五ヵ年計画 3,173 インド、米国、中国、英国、スイス、ADB、WB�
 1980 第６次五ヵ年計画 4,940 インド、米国、中国、英国、スイス、日本、ADB、WB�
 1985 第７次五ヵ年計画 5,925 インド、米国、中国、英国、ADB、WB�
 1991 第８次五ヵ年計画 8,328 インド、中国、英国、スイス、ADB、WB�
 1997 第９次五ヵ年計画 11,714 インド、中国、英国、スイス、日本、ADB、WB�
 2000  15,305 同上�
出所： DOR (1998)

図９－３ 外国援助一覧
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の継続実施はDORの人材育成に大きく寄与している

ものと思われる。

前述のとおり、道路整備上最も大きな問題は、十

分な予算をもって適正な維持管理がなされるかどう

かであり、これに対して最近、世銀の提唱で道路管

理の財源確立（Road Board Act）に向けての動きが

なされている。政府は同法案の起草を「道路管理財

政改革実行委員会（Road Management and Financing

Reform Implementation Committee）」（委員長は民間

人、ほか10人の委員のうち6人は民間人）に委託し、

作成された法案は閣議の了承を得、2000年1月に国会

に提出されたが、政情不安定につきその後も2度の国

会審議は見送られており、未だ実行に移されてはい

ない。

Road Boardの財源としては、

－ガソリン税 （2.0ルピー／�） 120百万ルピー

－ディーゼル油税（1.5ルピー／�）500百万ルピー

－通行料金 225百万ルピー

－重車両免許取得手数料 70百万ルピー

－郡（DDC）自治体（市）の負担金　 118百万ルピー

計 1,000百万ルピー

の総額約10億ルピーの歳入が初年度から見込まれて

いる。

わが国の道路セクターへの援助は、1981年の無償

資金協力「道路建設計画（建設機械の供与）」に始ま

り、翌年からDORがこれら建設機械と2KR（肥料）

の積立金をもってシンドゥリ道路の第1工区部分に当

たるバルディバス～シンドゥリ・バザールの工事を

実施した。（当時シンドゥリ地域も含めて東タライ地

域に日本の農業分野援助の重点が置かれ、シンドゥ

リ・バザールにも日本が援助した農業試験場があっ

たことから当時から「ジャパン道路」とも呼ばれて

いる）その後、開発調査等を経て、1995年から無償

資金協力による「シンドゥリ道路建設計画」が始ま

り、現在に至っている。

全線が完成するのは2007年であるが、ドゥリケル～

バクンデベシのわずか22km区間の開通時の報道ぶり

は、政府のみならず、沿線地域住民の同プロジェク

トに対する期待の大きさを如実に表していたと言え

る。

環境にやさしく、災害に強いシンドゥリ道路はこ

れまでのネパールにない新しいタイプの道路であり

（コストは高いと言われているが）、今後のネパール

における道路づくりのモデルを示したことは高く評

価できる。

また、数ある大規模なプロジェクトの中で、予定

通り進捗している唯一のプロジェクトであることか

ら、他のドナーからも注目されているが、事業執行

上の難しさは国内のどのプロジェクトも同じで、逆

に他ドナープロジェクトのように限定された地域に

まとめて開発プログラムを実施するという考え方が

ない分ハンディキャップとなっている。同プロジェ

クトは今後5年以上も継続する案件であり、かつ、最

大規模の援助であることを鑑み、より顔の見える援

助にするためには、同地域に同時並行的に住民生活

改善のためのプロジェクトを投入するというような

考え方も有効かつ効率的と考えられる。

カトマンドゥ盆地内の交通問題に対しては、1993

年に実施した「カトマンドゥ市内交通計画調査」に

基づき、1994～1995年にバグマティ橋とタパタリ交

差点改良事業が実施された。タパタリ交差点は唯一

の日本式信号機が設置されている交差点であるが、

交通混雑緩和に役立っていると非常に評価も高く、

今年度から無償資金協力で交差点改良事業がスター

トする予定である。また、市内にある老朽化した橋

梁の架け替え工事が1990～1993年に無償資金協力で

実施されている。

１－４　運輸交通インフラ分野における開発課題

(1) カトマンドゥへの物流輸送コストの軽減

内陸国であるネパールでは、物流の大半は道路輸

送によるものであり、また、輸入物資のほとんどは

インド（カルカッタ港）を経由して運搬されること

から、首都カトマンドゥとインド、タライ方面を結

ぶ幹線道路はネパール経済にとって大生命線となっ
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ている。現在カトマンドゥとタライを結ぶ道路は、

カトマンドゥとヘタウダを結ぶトリブバン・ハイウ

ェイ（旧道）とムグリン・ナラヤンガートを経由す

る新道（新道といっても1982年に完成）の2路線があ

るが、2,400mを超える峠を通過する旧道は道幅が狭

く急カーブの連続で斜面崩壊箇所も多いことから、

ほとんど利用されておらず、大回りとなるが走行性

の良い新道がもっぱら利用され、ネパールの大生命

線の役割を果たしている。しかしながら、一旦地す

べり、斜面崩壊が生じれば、何日も交通が遮断され

る危険性のある箇所がいくつかあるため、これら危

険性を取り除き、道路の信頼性・安全性を高めるた

めの防災対策等の実施と適正な管理が当面の課題と

なっている。現在既にカトマンドゥへのアプローチ

ルート上の最難所区間、物流のボトルネックとなっ

ている区間に対して、現国道（トリブバン・ハイウ

ェイ）のバイパス（カトマンドゥ～ナウビセ道路）

が計画されている。将来交通量推計によれば、2010

年まではカトマンドゥ～ナウビセ道路さえ出来れば既

存の道路で十分対応可能であるが、2012～13年には

カトマンドゥ～ヘタウダを最短で結ぶ代替道路の建

設が必要となる。

シンドゥリ道路は、カトマンドゥとタライを結ぶ

東側のルートを構成し、完成すればカトマンドゥを

中心にタライを結ぶ環状道路が出来上がることにな

り、代替路機能とともに、東タライ地域、シンドゥ

リ道路沿線地域の生活改善に寄与するものと期待さ

れている。

(2) 交通断絶地域へのアクセス向上

現在、国内75郡のうち、未だ道路アクセスのない

10郡は飛行機による輸送が唯一の輸送手段となって

いるが、第10次五ヵ年計画内には5郡にまで減らす計

画となっており、計画の着実な執行が望まれる。た

だし、これらの道路建設は総じて難工事・高コス

ト・低便益であり、現に長期20年運輸管理基本計画

では道路、ロープウェイ、索道、水路、小規模山岳

鉄道、航空路等のミックス・トランスポテーショ

ン・システムの構築を図ることが提案されている。

特に将来においても道路建設の難しい「陸の孤島地

域（5郡）」へのアクセスにおいては、同システムの

活用検討が望まれる。また、これら幹線道路整備と

ともに、農場と市場を結ぶ農業道路（District Road含

む）の計画的整備、参加型開発の推進が必要不可欠

である。

(3) 国際空港の安全性向上

前述のとおり、航空交通の要であるトリブバン国

際空港においては、ADB等の援助により国際ターミ

ナル、場周道路、貨物ビル等の改修が行なわれ、ま

た、わが国無償資金協力で航空管制レーダー

（ASR/SSR：空港用）および訓練所が設置され、従前

に比べ格段に安全性は向上してきているが、通信、

航法、監視を行う航空保安施設（電源設備含む）の

ほとんどは、未だ故障していて修理不能な状況か、

機器の信頼性が低下している状態が続いており、こ

れらの施設の改善が望まれている。

また、引き続き、航空管制システムの充実とそれを

支える技術者の育成が重要である。

第2国際空港については、その必要性が叫ばれてい

るが、首都機能移転等大規模な開発とセットで検討

されるべきものであると考える。また、観光開発と

いう観点からも国際空港のみならず、地方空港の安

全性向上、施設の整備・充実が望まれる。

(4) カトマンドゥの都市交通問題解消

ここ数年のカトマンドゥの変化は著しく、人口増

加は年７％、交通量も年15％の伸びを示しており、

今後もカトマンドゥ盆地内の交通量は増加すること

が予想されることから、早急に都市交通政策を立案

することが望ましい。

基本的には1993年にJICAで実施した「カトマンド

ゥ都市交通計画調査」をベースに現時点での見直し

を行い、対応可能な施策（大きな用地買収や家屋・

支障物件の移転の伴わない）の実施と併せて各種規

制・取り締まりを導入することが必要である。不法



第２部　現状分析
第９章　インフラ・エネルギー

187

占拠居住者も多く見られ、補償・移転問題が大きな

鍵となるが、話し合いで解決されず、最後は訴訟と

いう形に発展してしまうケースが多く見られ、問題

の長期化が新たな問題を生み出すという悪循環に陥

らないよう注意する必要がある。都市交通問題は、

環境問題とも密接に関係しており、総合的に実施さ

れることが望ましい。

具体的には交差点改良、横断歩道橋の設置、バス

停の整備、市内中心部のバスパークの移設、駐車場

の整備、トラックターミナルの整備などが当面の課

題である。

また、中国の援助により建設されたリングロード

にまだ余裕があり、リングロードの外に向けての開

発が実施されれば、リングロードをトロリーバス路

線として有効活用することも一案として考えられる。

今年度からわが国無償資金協力により市内交差点改

良事業が開始されるが、交通ルールの遵守、交通マ

ナーの改善が併せて望まれる。

これまでの教訓・反省として、これらハードな施

策が実施される場合に、併せてソフト面での施策が

実施されることが、事業効果アップの重要な鍵であ

り、ソフト面で規制を導入したら、きちんとした取

り締まりを実施し、規制が抜け穴だらけにならない

ようにする仕組みを作ることが重要である。
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参考資料９－１　道路予算（Road Sector Revenue 1993/94-1997/98）�（単位：百万ルピー）�
 1991/92 1992/92 1993/94 1994/95 1995/96 1996/97 1997/98 1998/99 1999/2000
道路総予算�
　うちネパール政府�
開発予算�
　ａ）国道�
　ｂ）補助幹線道路�
　ｃ）道路改良・補修�
　ｄ）その他道路（郡道）�
　ｅ）修繕�
　ｆ）橋梁、カルバート�
　ｇ）村道�
　ｈ）都市道路（管理含む）�
経常予算�
　ｉ）維持費�
　ｊ）DOR一般経費�

2,505�
1,126�
2,400�

598�
391�
666�
167�
120�
226�
232�

－　�
105�
50�
55

2,919�
1,246�
2,812�

620�
308�

1,114�
92�

130�
152�
335�
61�
107�
30�
77

2,763�
947�

2,657�
586�

�
347�
955�
206�
232�

－　�
264�
107�
30�
77

3,168�
1,021�
3,065�

209�
565�
993�
295�
570�
363�

－　�
70�
103�
40�
63

4,046�
1,725�
3,887�

270�
432�

1,728�
373�
602�
410�

－　�
71�
159�
39�

120

4,687�
－　�
4,555�

259�
412�

2,962�
144�
310�
226�
172�
70�
132�
74�
58

4,811�
－　�
4,646�

325�
736�

2,308�
99�

266�
480�
171�
70�
146�
79�
67

5,332�
－　�

｠5,139�
390�
842�

3,328�
79�

485�
428�
210�
60�
181�
85�
96

5,350�
－　�
5,188�

595�
1,009�
2,657�
112�

－　�
720�

－　�
80�
162�
85�
77

出所： DOR (1998)に最新のデータを加え作成。�

参考資料９－２　道路整備延長の推移�
年� 五ヵ年計画� 道路延長（km）� Road Ownership�

/10,000 persons舗装� 砂利� 土� 総延長� 道路率／100km2

1951�
1956�
1962�
1965�
1970�
1975�
1976�
1977�
1978�
1979�
1980�
1981�
1982�
1983�
1984�
1985�
1986�
1987�
1988�
1989�
1990�
1991�
1992�
1993�
1994�
1995�
1996�
1997�
1998�
1999�
2000�
2001

�
第１次�
第２次�
第３次�
第４次�
第５次�

  �
�
�
�

第６次�
�
�
�
�

第７次�
�
�
�
�
�
�

第８次�
�
�
�
�

第９次�

5�
137�

�
�

821�
1,575�
1,579�
1,751�
1,851�
1,916�
2,044�
2,167�
2,322�
2,484�
2,645�
2,724�
2,757�
2,794�
2,822�
2,837�
2,821�
3,083�
3,164�
3,404�
3,451�
3,533�
3,609�
3,655�
4,080�

�
4,522

83�
122�

�
�

435�
416�
310�
556�
593�
685�
564�
703�
719�
830�
815�
918�
946�

1,180�
1,348�
1,477�
1,542�
2,181�
2,243�
2,373�
2,396�
2,662�
2,867�
3,011�
3,489�

�
3,661

288�
365�

�
�

1,474�
1,182�
1,555�
1,829�
2,151�
2,090�
2,332�
2,151�
2,229�
2,232�
2,257�
2,283�
2,336�
2,332�
2,441�
2,297�
2,343�
3,064�
3,444�
3,757�
3,934�
4,529�
4,761�
5,048�
5,654�

�
7,122

376�
624�

1,193�
2,049�
2,730�
3,173�
3,444�
4,136�
4,595�
4,691�
4,940�
5,021�
5,270�
5,549�
5,717�
5,929�
6,039�
6,306�
6,611�
6,611�
6,706�
8,328�
8,851�
9,534�
9,781�

10,724�
11,237�
11,714�
13,223�

�
15,305

0.47 �
0.74 �
1.25 �
1.95 �
2.37 �
2.47 �
2.61 �
3.06 �
3.31 �
3.29 �
3.38 �
3.34 �
3.44 �
3.54 �
3.58 �
3.63 �
3.62 �
3.71 �
3.81 �
3.95 �
4.05 �
4.50 �
4.67 �
4.92 �
4.93 �
5.27 �
5.39 �
5.49 �
6.05 �

�
6.68 

0.26 �
0.42 �
0.81 �
1.39 �
1.85 �
2.16 �
2.34 �
2.81 �
3.12 �
3.19 �
3.36 �
3.41 �
3.58 �
3.77 �
3.88 �
4.03 �
4.10 �
4.28 �
4.49 �
4.49 �
4.56 �
5.66 �
6.01 �
6.48 �
6.65 �
7.29 �
7.63 �
7.96 �
8.98 �

�
10.04 

出所： DOR (1998)に最新のデータを加え作成。�

参考資料９－３　車輌登録台数�

年度� 乗用車�

（単位：台）�

バス� ミニバス�
トラック／�
タンカー�

トラクター� オートバイ�
三輪車�

（テンプー）�
1989/90�
1990/91�
1991/92�
1992/93�
1993/94�
1994/95�
1995/96�
1996/97�
1997/98�
1998/99�
1999/00

22,160 �
24,053 �
26,168 �
28,434 �
31,483 �
34,526 �
39,787 �
42,780 �
46,919 �
49,426 �
51,869 

7,671 �
8,471 �
9,995 �

11,486 �
13,226 �
14,855 �
16,006 �
16,913 �
18,204 �
19,182 �
19,936 

6,166 �
6,954 �
7,512 �
7,764 �
9,160 �

10,974 �
13,157 �
14,414 �
15,679 �
17,927 �
19,519 

32,748 �
37,702 �
45,856 �
53,464 �
62,117 �
71,518 �
85,373 �
98,006 �

110,312 �
127,402 �
138,820 

2,359 �
3,215 �
4,422 �
4,484 �
4,638 �
4,879 �
4,996 �
5,181 �
5,525 �
5,913 �
6,366 

102 �
109 �
129 �
164 �
175 �
175 �
184 �
267 �
300 �
335 �
350 

0 �
1,877 �
2,215 �
2,561 �
2,922 �
3,275 �
3,324 �
3,593 �
3,611 �
3,613 �
3,666 

75,159 �
87,018 �

101,485 �
114,346 �
130,955 �
148,369 �
171,562 �
190,672 �
211,097 �
235,326 �
252,530 

1,464 �
1,690 �
1,838 �
2,023 �
2,100 �
2,183 �
2,265 �
2,440 �
2,570 �
2,589 �
2,699 

2,489 �
2,947 �
3,360 �
3,966 �
5,134 �
5,984 �
6,470 �
7,078 �
7,977 �
8,849 �
9,305 

重機� その他� 計�

出所： DOR (1998)に最新のデータを加え作成。�
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２．エネルギー

大橋　裕

２－１　エネルギー消費構造

(1) ネパールのエネルギー消費構造

人口増加と経済成長の結果、ネパールのエネルギ

ー消費量は年平均増加率約2.3％で徐々に増加してき

ており1999/2000年度の総エネルギー消費量は石油換

算で755.7万トンとなっているが、一人当りエネルギ

ー消費量(石油換算)は321kg(1997年)と世界的にみて

も低い水準にある（世銀アトラス2000）。エネルギー

消費構造をみると、薪、農業廃棄物（稲わら、トウ

モロコシの皮等）、畜糞(牛糞等)といった伝統的燃料

がエネルギー消費量の87.3%を占めており、商業エネ

ルギーのシェアはわずか12.7%にすぎない。

(2) 伝統的燃料（薪、農業廃棄物、畜糞）

伝統的燃料の中でも薪の消費量は大きく全エネル

ギー消費量の78.0％を占めている。薪は特に貧困層

の多く居住する農村部において、料理や暖房等の用

途に使用されており、薪の大量伐採が森林破壊の原

因のひとつとなっている。森林の伐採は土壌流出に

よる農業生産性の低下や洪水等の自然災害を引き起

こす他、薪の採取地が遠方になることにより女性の

労働負担が増加するなど、ジェンダー上の問題をも

引き起こしている。農業廃棄物や畜糞の全エネルギ

ー消費量に占める割合はそれぞれ3.5%、5.8%と低いが、

薪に代る代替エネルギーとして、森林が減少してい

る地域では有用であり、その重要性は増してきてい

る。

(3) 商業エネルギー（石油、石炭、電力）

①石油

石油はほぼ全量をインドを経由した陸送による

輸入に頼っており、主に運輸セクターのエネルギ

ー源として利用されているが、近年の自動車保有

台数の増加により、その消費割合は急増しており

全エネルギー消費量の9.0％を占めている。

②石炭

石炭もほぼ全量をインドからの輸入に頼ってお

り、セメント工場、煉瓦工場などの産業用として

利用されている。全エネルギー消費に占める割合

は2.5%。

③電力

ネパールには大小約6000の河川があり、全てが

ガンジス川に入り、インド、バングラデシュを経

てベンガル湾に注いでいる。ネパールの包蔵水力

は830,000MWと豊富であり、技術的、経済的に開

発可能な水力資源は43,000MWと言われているが、

現在開発されているのはそのうちの7.8％に過ぎ

ず、1999/2000年度末の水力発電設備能力は

333MWとなっている。1999/2000年度の国内電力

消費量は1,269GWhで、一人当たり年間電力消費量

は56KWhと世界的にみても低い水準にあり、全エ

ネルギー消費に占める電力の割合も1.2%に過ぎな

い。電力消費の使途別内訳は工業用43.3%、家庭用

39.8%、商業用7.0%、その他10.0%となっており、産

業用と家庭用で全体の８割以上を占めている｡

２－２　電力開発の現状

(1) 発電設備

ネパールにおける電力開発はこれまで水資源省

（Ministry of Water Resources）傘下のネパール電力

公社（Nepal Electricity Authority:NEA）が主に外国

援助を受けつつ実施してきたが、近年では民間資金

を活用した電力開発も積極的に進められており、

2000年7月にはネパール初のIPP案件であるKhimiti水

力発電所(60MW、Himal Power Ltd.)が商業運転を開

始している。2000年7月現在の発電設備能力は

390MWで、そのうち水力が333MWで全体の85％を

占め（主要水力発電所12ヵ所319,368MW +小規模水

力発電所38ヵ所13,368MW）、火力発電所は5ヵ所ある
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が、全てディーゼル発電で57MW(15%)となっている

（太陽光発電は２ヵ所で行なわれているが発電能力は

合せても200KWでありネグリジブル）。このほか現在

建設中の中規模水力発電所としてはカリガンダキA水

力発電所（ADB、JBIC協調融資、144MW）、Middle

Marsyangdi水力発電所（KfW融資、 70MW）等6事

業があり、2004年までに289MWが稼動する予定であ

る。また、現在計画中の発電所の発電能力は合計で

21,599MWにものぼる。

国内電力消費量は表9-7に示す通り、年率約7.6％で

増加している。内訳では家庭用、産業用が合わせて

約8割を占め、中でも工業用の電力消費量の伸びが極

めて高くなっている。

NEAは今後の電力需要の伸びを表9-8のように予測

しており、これに対応するために表9-9のような電力

開発計画を有している。

(2) 送配電網整備

ネパールにある全75郡（District）のうち全国グリ

ッド網に繋がっているのは57郡であり、残りの18郡

の内16郡は独立の小規模水力発電所から、2郡は太陽

発電プラントから電力の供給を受けている。全国グ

リッド網はタライを東西に結ぶ東西グリッドライン

と発電所とグリッドを結ぶ南北グリッドラインで構

成され、送電線延長は2000年7月現在で132KV送電線

137km、66KV送電線332km、33KV送電線1349kmと

なっている。

ネパールの送電網の抱えている課題としては、発

電容量の増加に伴い、新規送電線の建設および既存送

電施設の改良・増強が必要となりつつあることを挙

げることができる（グリッド接続部分の変電所の容

量不足、変電所の老朽化、機器の規格不統一、通信

機器の故障等）。特にインドとの電力輸出入について

は現在も送電施設の未整備のため現在の枠(50MW：

150MWへの枠拡大を交渉中)の有効活用が出来てい

ない。

また、送配電ロス率が25％と高いことも問題であ

り、原因は長すぎる配電線や不適当な変電施設とい

った技術的なものと盗電、料金徴収システムの不備

等非技術的なものがあると推測されている。ＮＥＡ

は現在送配電ロス率を削減するための様々なプログ

ラムを実施しているところである。
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表９－７　電力需給動向�

（注）消費構造（％）は国内消費を100%とした時の割合。�
出所： Nepal Electricity Authority 年報1990/2000

需要家数(千件）�
 家庭用�
 総計�
�
消費（GWh)�
 家庭用�
 工業�
 商業�
 その他�
国内消費合計�
 輸出(インド向け）�
総消費量�
 システム・ロス�
�
供給（GWh)�
 水力�
 火力�
 ネパール民間�
国内発電�
 輸入(インドから）�
�
総供給量�
�
消費構造（％）�
 家庭用�
 工業�
 商業�
 その他�
国内消費計�

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 年平均増加率�
(1992-2000)

8.3%�
8.2%�

�
�

6.8%�
9.5%�
7.7%�
4.1%�
7.6%�
1.3%�
7.0%�
7.4%�

�
�

4.5%�
9.8%�

27.2%�
5.9%�

19.7%�
�

7.1%

19931992年度�

404,452 �
425,211 �

�
�

275.050 �
303.991 �
48.988 �
77.963 �

705.992 �
50.514 �

756.506 �
274.384 �

�
�

835.480 �
62.200 �
30.440 �

928.120 �
102.770 �

�
1,030.890 �

�
�

39.0% �
43.1% �
6.9% �

11.0% �
100% 

436,631 �
458,604 �

�
�

301.611 �
328.316 �
58.574 �
96.607 �

785.108 �
39.479 �

824.587 �
292.873 �

�
�

848.740 �
80.920 �
73.960 �

1,003.620 �
113.840 �

�
1,117.460 �

�
�

38.4% �
41.8% �
7.5% �

12.3% �
100% 

471,599 �
494,965 �

�
�

328.730 �
358.672 �
62.916 �
99.364 �

849.682 �
87.014 �

936.696 �
325.264 �

�
�

1,072.750 �
36.640 �
80.610 �

1,190.000 �
72.960 �

�
1,261.960 �

�
�

38.7% �
42.2% �
7.4% �

11.7% �
100% 

503,330 �
527,457 �

�
�

355.118 �
376.742 �
67.606 �

110.916 �
910.382 �
100.218 �

1,010.600 �
357.980 �

�
�

1,096.640 �
39.730 �
78.230 �

1,214.600 �
153.980 �

�
1,368.580 �

�
�

39.0% �
41.4% �
7.4% �

12.2% �
100% 

548,110 �
574,849 �

�
�

378.778 �
413.738 �
71.471 �

120.032 �
984.019 �
67.410 �

1,051.429 �
321.741 �

�
�

971.960 �
77.280 �
83.470 �

1,132.710 �
210.290 �

�
1,373.170 �

�
�

38.5% �
42.0% �
7.3% �

12.2% �
100% 

593,468 �
622,363 �

�
�

410.566 �
440.996 �
77.343 �

120.513 �
1,049.418 �

64.158 �
1,113.576 �
361.424 �

�
�

1,046.510 �
118.820 �
77.280 �

1,242.610 �
232.390 �

�
1,475.000 �

�
�

39.1% �
42.0% �
7.4% �

11.5% �
100% 

639,233 �
670,000 �

�
�

467.049 �
508.357 �
81.822 �

117.046 �
1,174.274 �

95.000 �
1,269.274 �
432.176 �

�
�

1,233.220 �
66.730 �

169.300 �
1,469.250 �
232.200 �

�
1,701.450 �

�
�

39.8% �
43.3% �
7.0% �

10.0% �
100% 

371,975 �
391,001 �

�
�

259.833 �
273.753 �
47.607 �
82.055 �

663.248 �
46.137 �

709.385 �
253.929 �

�
�

804.050 �
47.290 �
29.751 �

881.091 �
82.223 �

�
963.314 �

�
�

39.2% �
41.3% �
7.2% �

12.4% �
100% 

337,715 �
355,993 �

�
�

275.248 �
246.374 �
45.200 �
85.119 �

651.941 �
85.411 �

737.352 �
243.753 �

�
�

869.980 �
31.540 �
24.647 �

926.167 �
54.938 �

�
981.105 �

�
�

42.2% �
37.8% �
6.9% �

13.1% �
100% 

表９－８　電力需要予測�

出所： Nepal Electricity Authority 年報1990/2000

2000�
2001�
2002�
2003�
2004�
2005�
2006�
2007�
2008�
2009�
2010�
2011�
2012�
2013�
2014�
2015�
2016�
2017

ピーク需要� 成長率�
（％）�

成長率�
（％）�

エネルギー�
（ＧＷｈ）�

年度�

352�
408�
449�
482�
525�
571�
617�
667�
719�
771�
830�
894�
960�

1,031�
1,105�
1,184�
1,267�
1,355

  -�
10.57 �
10.05 �
7.35 �
8.92 �
8.76 �
8.06 �
8.10 �
7.80 �
7.23 �
7.65 �
7.71 �
7.38 �
7.40 �
7.18 �
7.15 �
7.01 �
6.95 

-�
5.11 �

10.01 �
7.27 �
9.00 �
8.79 �
7.99 �
8.14 �
7.80 �
7.20 �
7.70 �
7.62 �
7.43 �
7.35 �
7.22 �
7.13 �
7.04 �
6.97 

1,701�
1,788�
1,967�
2,110�
2,300�
2,502�
2,702�
2,922�
3,150�
3,377�
3,637�
3,914�
4,205�
4,514�
4,840�
5,185�
5,550�
5,937

表９－９　計画中の発電設備�

（注）投資コストには準備費用、関連送電線建設費用、建中金利等は含まれていない。�
出所： ADB/NEA (1998) Power System Master Plan for Nepal

2004�

2005�

2006�

2007�

2008�

2012�

2017

投資コスト�
（百万ドル）�

設備能力�
(MW)発電所名�運開予定年�

142�

58�

28�

65�

405�

574�

56

61�

27�

14�

44�

300�

402�

30

Middle Marsyangdi�

Khimti Khola 2�

Kulekhani 3�

Likhu 4�

Upper Karnali�

Arun 3�

Chameliya
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(3) 農村電化の現状

既存の発電設備は中央部に集中しており、電力の

需要も首都カトマンドゥとその周辺の都市部に集中

していて、カトマンドゥ盆地を含む中央部の電力消

費量は全国の電力消費量の約63％を占めている。全

国平均でみると、全人口に対する電化率は15％と低

いが、人口の9割を占める農村部に限ってみれば、電

化率は更に低く5％程度にしか過ぎず、大きな地域間

格差を示している。社会的・政治的に農村電化の必要

性は十分認識されているが、農村部の電力需要は小さ

く、料金回収が困難で、電化のコストを経済的に正当

化できない場合が多い。地形的にも全国グリッドか

らの送電はコストが高く建設が困難なため、ネパー

ル政府は民間に小規模発電事業を開放し、特に地方

主導の小規模水力発電事業を奨励している。

２－３　エネルギー分野における援助動向

(1) 主要ドナーの援助動向

①世銀

世銀は対ネパール向け借款は全てIDA条件で供与し

ている。エネルギーセクター向けには1984年にマルシ

ャンディ水力発電所建設事業（107百万ドル）と1992

年に電力セクター効率化事業（65百万ドル）に借款を

供与している。その後はアルンIII水力発電所建設事業

への借款供与を検討していたが、1995年8月に正式に

融資を断念、それ以降は電力開発基金の創設、送配電

網整備を含むPower Development Project の検討を進

めているが、電力政策（電力組織改革、NEAの分社

化等）でネパール政府と合意に至っていない。

②ＡＤＢ（アジア開発銀行）

ADBからの借款は全てADF（アジア開発基金）よ

り供与されている。エネルギーセクターに関しては

JBICと協調融資でカリガンダキA水力発電所建設事

業に融資を行っている他、送配電網整備事業、農村

電化事業に対して融資を行っている。

③その他の２国間援助機関

KfWがMiddle Marsyangdi 水力発電所建設事業に

融資を行っているほか、北欧諸国が住民参加型の小

規模な事業への技術協力に熱心である。

(2) わが国のこれまでの援助動向

①有償資金協力

ネパール向けの円借款はこれまで工業案件1件（ウ

ダイプルセメント工場建設事業）を除き全てエネル

ギーセクター向けに供与されてきた。また一番最近

に供与されたカリガンダキA水力発電所を除けば全て

カトマンドゥ盆地への電力供給を目的としたクリカ

ニ水力発電所に関連するものである。クリカニ第１

水力発電所(60MW)は世銀との協調融資、第2発電所

（32MW）は円借款により建設され、合計するとネパ

ールのピーク発電量の約3分の１を賄う重要な発電所

であるが、特筆すべきはこの発電所がネパール唯一

の貯水式の水力発電所であるということである。ネ

パールの電力需要のピークは冬であるが、その時期

は渇水期であり、貯水式発電所の存在意義は高い。

1993年に起こった未曾有の大洪水で発電施設に大き

な被害を受けた際には、緊急無償援助により、迅速

な復旧が実施され、その後円借款でもチェックダム

の建設、取水施設の改良等の防災対策が講じられて

いる。現在実施中の案件としてはADBとの協調融資

で建設中のカリガンダキA水力発電所（144MW、流

れ込み式）があり、2001年末に完成の見込みである。

②無償･技術協力

エネルギー分野の無償資金協力としてはカトマン

ドゥの配電網整備を継続的に実施してきている。こ

れはマスタープラン作りから協力を行ってきたもの

であり、先に述べた、クリカニ水力発電所の建設も

このマスタープランの中で提案されたものである。

事業の実施に当たっては古都の景観を損なわないよ

うに部分的には地中線を使用するなど、日本の技術

力を十分活かした協力が行われた。またカトマンドゥ
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の配電網だけではなく、農村の電化についても山間

部の電柱建設に有効な組立式のアルミ製電柱の供与

及び技術移転が行われ、小規模発電事業の配電用に

役立っている。

さらに研修事業では、JBIC、JICA合同で電力施設の

効率的運用に関するセミナーにNEAの送配電担当者

を他の途上国の送配電網担当者とともに招き、送配

電ロスの削減に日本がどのように取組んできたか研

修すると同時に、帰路、タイ等ロス率削減に成功し

ている他の途上国での研修を組み合わせて実施する

などの南南協力も行っている。

２－４　エネルギー分野における開発課題

(1) 電力ピーク需要への対応

現状では、都市部においてさえ電力供給は不安定

で、首都カトマンドゥでも停電が慢性的に生じてい

る状況ではあるが、現在建設中のカリガンダキＡや

Middle Marsyangdi等の発電所が完成すれば、発電能

力ベースで見た場合、2005年までの国内需要に見合

う電力開発の目処はほぼ立っていると言って良い。

しかしながら、2006年以降の電力需要を満たすべく

計画されている水力発電所については資金の目処が

まだついていないため、すぐにまた電力不足に陥る

可能性は高い。またわが国の有償資金協力で建設さ

れたクリカニ第1･第2水力発電所を除いて既往の水力

発電所は全て流れ込み式であり、水量調整機能をも

っていないため、降雨量や雪解け水の量が不足する

年には、冬の渇水期のピーク電力需要を満たすこと

はいずれにせよ困難である。一方貯水池型の発電所

はモンスーンや雪解け水により堆砂や崩壊等の危険

にさらされ、環境面でも影響が大きく開発が難しい

という問題がある。火力については燃料を全て輸入

に頼らざるを得ず、しかもインド経由で輸送をしな

ければならないため経済性や供給の安定性に問題が

ある。冬の渇水期のピーク需要への対応に関しては、

①システム・ピークが夏であるインドとの電力融通

の可能性の追求、②十分な環境対策、洪水･碓砂・地

滑り対策をとった貯水池式発電所の開発、③ピーク

時の電力需要抑制（デマンド・サイド・マネジメン

ト）等が考えられ、今後最適な組み合わせを検討し

て行く必要がある。

(2) 電化率の向上

全人口の15％しか電気の恩恵を受けていない現状

は問題であり、改善の必要がある。しかし、前述し

たように、ネパールの地形の特殊性からネパール全

土を全国グリッド網に繋ぐのは経済的に見て現実的

ではない。全国グリッド網の整備による電化率の向

上を推進すると同時に、小規模水力発電（Mini -

Hydropower）による低コストの地方電化を併せて検

討すべきであろう。現在100KW～1000KW規模の小規

模水力発電についてはこれまでNEAにより38ヵ所が

建設され稼動中で、さらに2カ所が建設中、7ヵ所が

計画中である。これらの小規模水力発電所について、

NEAとしては経営的には赤字であったため、今後は

出来るだけ民間へリースして運営を委ねていく方針で

あり、すでに12カ所が民間にリースされている。ま

た、GTZの技術協力により、ライセンスの取得が不

要である1MW以下の小規模水力発電所の標準買電契

約書も作成されており、民活の促進に努めている。さ

らに小規模な水力開発としては、ネパール全土にあ

る伝統的水車小屋に100～50KW規模の小型発電機

（Micro-Hydropower）を設置するコミュニティベー

スの事業があり、ネパール農業開発銀行の低利融資

が利用可能となっている。これらの小規模な水力発

電所は山間部に設置されるため、年間の雨量の季節

的変動の影響を受け易く、電力の安定的供給を維持

することが難しく、また、洪水等の自然災害による

被害を被り易いという技術的問題がある。また事業

のサステナビリティを確保するためには、地方のニ

ーズに合せたボトム･アップ型の計画と建設段階・維

持管理段階での住民参加が不可欠であり、事業開始

にあたっては十分な社会調査と組織体制作りが必要

となる。
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(3) システムロスの削減

システムロス率の削減については、ADBがカリガ

ンダキA水力発電所の一つのコンポーネントとして、

どのような削減策が有効であるかの研究をしている

(アメリカのNERAC、LTDによるレポートが1998年

11月に完成)。現在このレポートに基づきメーター類

の調達などが実施されている。システムロスの要因

としては、長すぎる配電線や不適当な変電設備とい

った技術的なものと盗電、料金徴収システムの不備

等非技術的なものが考えられる。いずれにせよ、発

電所建設によって発電量が増えても、システムロス

率が高ければ送配電の過程で電力が失われるわけで

あり、システムロス率低減はネパール電力セクター

の重要な課題である。

(4) 代替エネルギー開発

農村部の料理や暖房用のエネルギーとしては、経

済的な比較をした場合、薪がコスト的には最も優位

であるので、長期的な観点からは住民参加型の植林

による薪の増産と計画的な利用や熱効率の良い調理

用のストーブの普及などによる薪使用量の削減等に

注力する必要があるが、森林伐採への圧力を緩和す

るためには、同時に薪に代る代替エネルギーを開

発・普及することが不可欠である。また、薪の燃焼

は住民の健康に悪影響を及ぼすことからも、代替エ

ネルギーの開発が望ましい。薪に代る代替エネルギ

ーの開発に関しては代替エネルギー振興センター

（Alternative Energy Promotion Center）が代替エネルギ

ーに対する補助金政策の立案やマスタープランの作

成を行っている。

①バイオガス

家畜の糞は農村部においてそのまま乾燥させて

燃料として用いられているが、バイオガス設備に

より、メタンに変えれば調理用、照明用エネルギ

ーとしてより効率的に使用することができる。ネ

パールでは1970年代中頃から農村部におけるバイ

オガス設備の設置が進められており、1999年度で

みると11,052のバイオガス設備が建設され、総額

134百万ルピーが投資されている。設備建設にあた

ってはネパール農業開発銀行の低利融資が利用可

能であり、1999年度は94百万ルピーの融資が行わ

れている。

②小規模水力発電

小規模水力（Micro Hydropower）の建設に関し

てもネパール農業開発銀行の融資が利用可能であ

り、1999年度については577KWの小規模水力発電

設備が総投資額25百万ルピーで設置され、ネパー

ル農業開発銀行から18百万ルピーの低利融資が実

行されている。

③太陽エネルギー等

ネパールにおける太陽エネルギーの利用はまだ

始まったばかりで、SimikotとGamhadhiの2ヵ所で

各50KW、計100KWの太陽光プラントが設置され

ているに過ぎない。家庭用の太陽光パネルについ

ては1999年度には1266世帯に設置された。他の代

替エネルギーと同様、ネパール農業開発銀行から

の低利融資が利用可能であるが、インセンティブ

を与えるため山間部の方が平野部より補助率が高

くなっている。
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参考資料９－４　エネルギー消費構造� (単位：1000トン、石油換算重量）�

出所： Ministry of Finance, 　　　　　　　　　　　　    1999/2000Economic Survey Fiscal Year
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参考資料　表９－６　建設中の発電設備�

出所： Nepal Electricity Authority 年報1990/2000
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